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令和６年度

足立区立鋸南自然の家

指定管理業務仕様書案
足立区教育委員会
学校運営部学務課

第１章　施設運営に係る基本事項
１　施設の設置目的
当施設は足立区立小・中学校児童及び生徒の健康の増進、学習活動の充実及び健全な集団生活の体得を図り、併せて区民の社会教育活動及び健康増進に寄与することを目的としている。
２　施設運営の基本的な考え方
施設運営にあたっては、施設の設置目的に基づき、次の項目に沿って行なうこと。
（１）利用者の安全と健康に努めること。
（２）個人情報の保護を徹底すること。
（３）利用者へのサービス向上に努めること。
（４）省エネルギーおよび効率的な運営を図り、管理運営費の削減に努めること。
（５）環境に配慮すること。
（６）地元自治体に協力すること。
（７）地元住民等と良好な関係を構築すること。
（８）公募時に提案した事業計画を計画とおり実施すること。

３　施設概要
所 在 地：千葉県安房郡鋸南町大帷子４７８
名　　称：足立区立鋸南自然の家
敷地面積：９７,１２２.６１㎡　　延床面積：７,７９５．３２㎡
構　　造：鉄筋コンクリート造　地下１階　地上４階
宿 泊 室：３０室（１５畳）
設　　備：レクリエーションホール、研修室（４部屋）、会議室（２部屋）、食堂、
　　　　　浴室（大４・小２）、保健室、エレベーター（１基）、シャワー室、野外学習施設
　　　　　野外ステージ、テニスコート（２面）、遊歩道、多目的グラウンド、展望台
４　管理期間
令和６年４月１日～令和７年３月３１日
５　開館日・休館日
　　開館日は、以下のとおりとする。ただし、区が必要と認める場合は、これを変更し、または臨時に休館日を定めることができる。
（１）自然教室実施日
　　　自然教室実施予定表のとおり
（２）区・教育委員会主催事業（貸切り）実施日
　　　教職員新任研修など
（３）一般開放日
　　　年間９５日以上実施することとし、指定管理者が決定する。足立区民が利用しやすい土曜日、学校の長期休業期間、ゴールデンウィーク、年末年始などはできるかぎり開館し、教育委員会に開館日を報告する。
　　※土、日、祝日、１２月２９日～１月３日（以下「年末年始」という。）を除く日については、休館日であっても午前９時から午後５時まで電話による予約を受け付ける。

６　利用の種類・利用時間
（１）利用の種類

	種　類
	対象者
	泊　数
	期　間
	予　定　人　数

	自然教室
	小学校５年生
	2泊3日
	5月～12月
	児童約5,200人 教員等約500人

	
	中学校特別支援教室
	2泊3日
	6月
	生徒約160人 教員等約60人

	一般利用
	区・教育委員会主催事業
	使用料減額・免除。貸切りの場合あり。

	
	足立区在住・在勤の方とその同伴者および教育委員会が認めた者
	指定管理者の計画に基づく。
※単身での利用、未成年者のみの利用は不可。


※指定期間内に利用の種類等に変更が生じる場合は、その都度協議する。

※参加校数、期間については、変動する可能性がある。
（２）利用時間（開館時）
	
	自然教室実施時
	一般利用実施時

	チェックイン
チェックアウト
	各学校の日程に合わせる。
	チェックイン　１４時
チェックアウト１０時

	夕食
	１８時～１９時
	１８時～１９時３０分

	朝食
	７時～８時
	午前７時３０分～８時３０分

	昼食
	２・３日目弁当調理
	正午～１３時（希望者のみ要予約）

	入浴
	１５時～２３時
※１８時以降は２室のみ(教員用はシャワーのみ午前０時まで)
	１６時～２２時

	スポーツ施設
	各学校の日程に合わせる。
	「スポーツ施設利用時間及び制限一覧表」のとおり

	開錠時間
	６時～２２時
	６時～２２時


７　管理運営業務内容
・ 総括管理業務　　　　　・ 小・中学校自然教室業務　・ 一般開放受付業務
・ 賄い業務　　　　　　　・ 看護業務　　　　　　　　・ 寝具類管理業務
・ 設備の運転管理業務　　・ 保守点検業務　　　　　　・ 園庭管理業務
・ 清掃業務　　　　　　　・ 環境衛生管理業務　　　　・ 備品、物品の管理及び修繕業務
・ 施設の修繕業務　　　　・ 提案書に基づく自主事業企画等
８　法令等の遵守
施設の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げる法令・規則等に基づかなければならない。
（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）
（３）足立区校外施設条例（昭和３９年条例第１６号）
（４）足立区校外施設条例施行規則（昭和５０年教育委員会規則第４号）
（５）足立区立校外施設の一般利用に関する取扱要綱（平成７年学校教育部）

（６）足立区環境基本条例（平成１１年条例第７号）
（７）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）
（８）消防法（昭２３年法律第２３３号）
（９）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）
第２章　施設の総括管理業務
１　管理運営の原則
　　　特に指定管理者は、次の各項目に留意して管理運営を行わなければならない。
（１）施設の設置目的に即した管理運営を行う。
（２）公の施設であることを念頭において、利用者への奉仕及び公平なサービスの提供に努める。
（３）利用者が快適に施設を利用できるよう適正な管理運営を行うとともに、効率的かつ効果的
な管理運営を行い、適正な収入の確保と経費の削減に努める。
（４）施設の利用促進に努めるとともに、利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度
を高める。
（５）常に利用者の立場に立った対応を実行する。「障害を理由とする差別の解消の推進に関す
る法律」及び「足立区における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要領」
に基づき、障がいがある人に「不当な差別的扱い」をせず、また「合理的配慮の提供」をし
なければならない。
（６）利用者の安全に配慮し、利用者の満足度を高める。
（７）区と密接に連携を図りながら管理運営を行うとともに区の施策を理解し、積極的に協力す
るよう努める。
２　基本的留意事項
（１）守秘義務
指定管理者は、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。また、従事者にも徹底させ、
従事者がこの職を退いた後も同様とする。
（２）個人情報の保護
利用者の個人情報等の保護及び管理に関する事項については、「施設運営に係る基礎資料」
の「資料１　個人情報に係る契約約款別紙」を遵守し、施設の管理運営以外の目的に使用してはならない。
（３）信用失墜行為の禁止
区の信用を失墜させるような行為を禁止する。
（４）安全確保および緊急連絡
指定管理者は、業務の遂行にあたっては、良好な環境維持、機器類の保全等、施設全体の
安全確保に努め、常に非常事態に対応できる体制を整えておく。なお、事故・その他緊急事態が発生したときは、発生から３０分以内に報告すべき事項の発生直後の状態を教育委員会に連絡する。必要に応じて第二報以下を連絡し、その指示に従う。
（５）省エネルギー・省資源への配慮
「省エネルギー法に基づくエネルギー管理標準」に基づき、施設のエネルギー管理を適切
に実行し、省エネルギー化に努める。また、消耗品等については、省資源の観点から、サー
ビスの低下を招かない範囲で節減に努める。
（６）区との打ち合わせ
指定管理者は、鋸南自然の家を効率的に運営するために、区と定期的に打ち合わせを実施
する。
３　フロント業務
施設の運営事務全般の執行を行う。
（１）各業務部門を指揮･監督する｡

（２）フロント業務は複数名であたり、開館日及び休館日の施設利用申込時間は、常に連絡をと
ることができる体制にする。
（３）個人情報の取扱いは、第７章資料１「個人情報に係る契約約款別紙」により取り扱う。
（４）施設あての文書を整理保管し､必要があれば担当課に連絡する｡
（５）物品の受領･施設の工事等に､立ち合い･確認等を行う｡
（６）各業務の日報内容を確認し､必要があれば各業務責任者に対し指示を行う｡
（７）関係官公署･医療機関･地元住民等との連絡調整を行う｡
（８）利用者に連絡すべき事項及び業務連絡事項等についての放送連絡業務を行う｡
（９）定期的に施設内外を巡回し､施設の破損･異常等を発見した場合は、調査を行い、記録のうえ区に報告する｡また､清掃が必要な場合は清掃責任者に連絡し､速やかに対処する｡
（10）施設内におけるセールス・物品販売等の規制及び監視を行う｡
（11）施設利用者の問合せ･苦情等への対応を行う｡
（12）施設内の駐車場の管理を行う｡
（13）区職員が打ち合わせ等で施設を訪れる場合は、保田駅や近隣施設へ送迎を行う。

４　経理
（１）施設の管理運営に係る経費は、区が管理経費として指定管理者へ支払い、指定管理者が個々の経費を支出する。

（２）本仕様書の実施に係る経費は、四半期（４月・７月・１０月・１月）ごとに支払う。
（３）電気料金を除く光熱水費については、指定管理者が支払う。指定管理者は、光熱水費の節減に努め、効率的な施設管理を行わなければならない。なお、電力供給契約は区が締結する。
（４）光熱水費、修繕費、指導補助員等の賄費については、概算払いとし、年度末に精算する。
（５）補助員等賄費とは、自然教室に随行する指導補助員、養護指導員、特別支援学級自然教室に随行する看護師の賄費のことをいう。

５　再委託
（１）包括的な再委託は禁止する。特に総括管理業務は直営で行い、責任の所在を明らかにする。

（２）個別業務又は業務の一部については、効率的又は専門的に必要であれば、区に申請し再委託ができる。ただし、再委託先の事業者に起因する障害が発生した場合は、指定管理者がその責を負う。
６　評価・監査・検査・視察
区が、評価・監査・検査・視察等を実施する際は、積極的に協力する。

（１）指定管理者評価(毎年度)

「足立区立校外施設指定管理者評価委員会運営要綱」に基づき、運営業務の評価を行う。評価の結果、２年以上Ｃ評価を受けた場合や、Ｃ評価を受け且つその後の経営診断においてＤ評価または１項目でも１点があった場合は、年度協定の更新が不可となり、その時点において締結中の年度協定満了日をもって、指定を取り消す。
（２）指定管理者団体監査(４年毎)

区監査事務局により、指定管理者制度に係る出納その他の事務の執行について監査を実施
する。
７　総括責任者・各業務責任者・従事者の配置
　　　指定管理者は、鋸南自然の家の管理業務を円滑に遂行するために必要な人員を確保し、適正に配置する。
（１）指定管理者は、総括責任者、副総括責任者、各業務責任者を配置する。

（２）指定管理者は協定締結後、直ちに組織体制（総括責任者・副総括責任者・各業務責任者･各作業班･自衛消防団等)を定め､従事者名簿を提出し、区の承認を得る｡
（３）総括責任者（支配人）は、各業務に充分精通し、現場における全ての業務について､指定管理者の意思を代表する権限を有する者をあてる｡

（４）総括責任者は､常に区との連絡を密にし、各業務従事者の指導･監督に努め､各業務間の効率的執行を図るよう最善の努力をする｡
（５）総括責任者が不在の時は、副総括責任者が職務代理する。ただし、一週間以上総括責任者が不在となる場合は、職務代行届を提出し、指定を受けた者が職務を代行する。
（６）総括責任者を変更する場合は、区と協議のうえ、速やかに「総括責任者変更届」を提出する。

（７）各業務責任者は、仕様書に定められた業務が適正かつ能率的に遂行されるよう常に最善の努力をはらい、従事者の指導監督をする｡
（８）総括責任者は毎月、従事者のシフト表を作成し、区に提出する。

（９）従事者のうち､当該業務に適さないと区が判断した場合は､双方協議のうえ速やかに適切な処置をとる｡
８　従事者の就業管理等
（１）指定管理者は、従事者の就業管理等について、労働基準関係法令を遵守し、従事者の労働条件、給与等に配慮する。
（２）指定管理者は、従事者の研修に努め、業務内容の向上を図る。
（３）指定管理者が賃金等の債務の支払いを遅延したときには、区に事情を報告する。
（４）前項に関して経営状況の確認が必要なときには、区は財務状況等の報告を求める。
（５）指定管理者は従事者に対して、各担当業務に適した制服を手配し、着用させるとともに、服装及び身体は常に清潔にし、利用者に好感を与えるように努める。
（６）指定管理者は、勤務時間中、常に従事者にネームプレートを着用させる。
（７）従事者は、足立区歩行喫煙防止及びまちをきれいにする条例を遵守すること。
９　消耗品の補充及び管理
（１）全浴室にボディーソープ・シャンプー・リンスを常置・補充する｡
（２）洗面所及びトイレの水石鹸・トイレットペーパーを常置･補充する｡
（３）居室にティッシュペーパーを常置する（自然教室実施中は除く）。
（４）玄関前および食堂前に手指消毒液を設置する。
（５）施設における消耗品に不足がないか日頃より点検を行い、不足がある場合には補充する。また、ストックを適正に管理する。

（６）消耗品の購入については、以下のとおりとする。
	購入者
	種類
	具体例

	指定管理者
	事務用品
	紙・インク・文具など

	
	維持管理･補修関係
	電球・ペンキ・水質検査薬・除草剤など

	
	厨房・食堂関係
	洗剤・薬品・ペーパータオル・割箸・固形燃料など

	
	衛生用品関係
	手指消毒液・マスク・使い捨て手袋・ティッシュなど

	
	風呂・トイレ関係
	消臭剤・トイレットペーパー・シャンプー・石鹸など

	
	保健室関係
	体温計・冷却シート・絆創膏・おねしょシーツなど

	
	その他
	乾電池・掃除用具・ゴミ袋など

	区
	自然教室使用物品
	ラジカセ・野外炊事用消耗品・拡声器・ホイッスルなど

	
	災害用備蓄品
	アルファ米・ライスクッキー・ビスコ・水など

	
	その他
	食器・調理器具・館内スリッパ・スポーツ用具など


※上記の表では判断が難しい消耗品を購入する場合は、指定管理者と区が協議する。なお、消耗品は、１点５万円未満（税込）のものとする。

１０　備品・物品の管理
（１）指定管理者は、区の所有に属する物品について、足立区物品管理規則（昭和３９年規則第７号）及び関係例規の管理の原則及び分類に基づいて行う。

（２）備品は１件５万円を超える物であり、購入又は廃棄をする場合は区に協議する。
（３）備品を移動する場合は、区に備品台帳の修正の連絡をする。
（４）備品類の利用申し出があった場合、出納管理を行う｡
（５）年に１回、ピアノの調律を行う。
（６）学園内には、電話（代表電話１回線、予約専用電話１回線、ＦＡＸ１回線）を３回線以上設置し、運用、管理、維持及びこれに関する一切の費用は、指定管理者が支払う。

（７）乗用車（５人乗り以上）及び作業用車両各1台を、年間を通じ配車する｡
１１　自動車による配送
　本協定の履行に当たって自動車を使用し、又は使用させる場合は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号）の規定に基づき、次の事項を遵守する。

（１）ディーゼル車規制に適合する自動車であること。
（２）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第70号）の対策地域内で登録可能な自動車であること。

（３）低公害・低燃費な自動車に努めること。なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示又は提出すること。
１２　防火管理
（１）防火責任者の選定・配置

指定管理者は、防火管理者を選定し、防火管理業務計画を策定した上で、所管の消防署に
届出するとともに区に報告する。なお、内容に変更が生じた場合は、所管の消防署に届出をするとともに速やかに区に報告する。
（２）消防訓練

防火管理計画に基づき、設備の点検、火元の安全確認を行い、施設の安全確保に努める。また、消防法に基づき、施設全体の消防訓練を年２回実施する。消防設備点検等の際には、別途、従事者の防災訓練を実施する。

１３　災害時緊急事態への対応
　　　指定管理者は、施設利用者の人命を預かっているという基本的な認識を持ち、地震や火災、台風といった災害に対して適切に対応し、施設利用者の安全確保と非難誘導を図らなければならない。
（１）災害や事故等に備え、事業計画書に基づく「危機管理マニュアル」を作成し、従事者に各種訓練を行う。
（２）災害や事故発生時には､利用者の避難誘導を行うとともに､速やかに担当課に連絡する｡
（３）業務現場における人災･物損等の各種事故防止には常に注意をはらい、万一、事故発生時には人命第一を心がけ､区の指示のもと迅速･適切に処置する。
（４）災害用備蓄品を適切に管理し、災害時に施設利用者に提供する。

　　　※備蓄食糧・水（流通備蓄を１日分とし、２日分の食糧・水を備蓄）
　　　　アルファ米（わかめごはんなど）　　　　　　　　　　４８０個
ライスクッキー（１食：８枚入）　　　　　　　　　　２４０個
クラッカー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４０個
　　　　ビスコ（１食：クリームサンド１５枚入）　　　　　　４８０個
　　　　水（ペットボトル５００ｍｌ）　　　　　　　　　１，５００本
（５）災害用備蓄米として､施設定員の１日分(１人１日３食)の備蓄を行い､非常時には宿泊者に
対し､炊き出しを行い､提供する｡
（６）災害発生時、鋸南町から援助協力要請を受けた場合は、被災者の一時収容のための避難所として提供することになっている。避難所が開設された場合、指定管理者は足立区の指示に従い、協力する。避難所開設にあたりかかる費用は足立区が負担する。
１４　施設利用者への応急救護
指定管理者は、第一に施設利用者の安全確保と避難誘導を計らなければならない。利用者の安全を確認し、施設内の安全な場所へ移動を指示する。人的被害があった場合は、必要に応じてＡＥＤを利用するなど応急救護を施すとともに、速やかに所轄消防署に連絡し、救護を依頼する。
（１）５年毎に見直しが行われている日本蘇生協議会（ＪＲＣ）のガイドライン『ＪＲＣ蘇生ガイドライン２０２０』に基づいた製品または最新のＡＥＤを１台設置する。
ＡＥＤは、指定管理者が手配し、平成２７年８月１１日付、２７足教学学発第１５８７号で通知したとおり、適切な管理を実施する。主な管理事項は次のとおりである。

ア　点検担当者の配置
イ　日常点検の実施
ウ　記録（別紙ＡＥＤ日常点検記録簿を活用する。）

エ　表示ラベルによる消耗品の管理
オ　ＡＥＤ設置情報登録

（２）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の操作ができる者（講習会受講済者）を常時配置し、緊急に備える。
１５　防犯

（１）消灯時及び退園時の戸締まり･火の元の確認等を行う｡
（２）犯罪の抑止力向上に努めること。
１６　出入口の開錠・施錠
（１）鍵の管理
　　ア　施設の開錠および施錠を行う場合は、貸与された鍵により行う。
　　イ　総括責任者（鍵管理責任者）は、区が示す「足立区立校外施設の鍵管理マニュアル」に基づき「足立区立鋸南自然の家鍵管理マニュアル」を作成し、管理を徹底すること。
　　ウ　グランドマスターキー及びマスターキーは、総括責任者（鍵管理責任者）が厳重に管理し、施設外への持ち出しや貸出し、複製を行ってはならない。

　　エ　「鍵貸出管理簿」を作成し、毎日、鍵の確認を行い、毀損・紛失等があった場合は直ちに区へ報告する。

（２）開錠
　　　始業前に出入口の開錠及び機械警備を解除する。
　　　開館時（利用者宿泊時）は、午前６時までに正面入り口を開錠する。

（３）施錠
　　　終業時に、施設を退館する際は、各部屋を点検、消灯、施錠、消火を確認後、業務用入口を貸与された鍵により施錠する。職員退出時には、機械警備のセットも合わせて行う。
　　　開館時（利用者宿泊時）は、午後１０時に正面入り口を施錠する。
１７　施設情報の提供
（１）足立区立鋸南自然の家のホームページを作成・管理運営のうえ、空室情報や利用に関する情報等を掲載すること。
（２）ＳＮＳ等で積極的に情報発信を行い、施設の利用促進を図ること。
１８　その他
（１）損害賠償
指定管理者は、業務遂行において、故意または過失により区に損害を与えた場合は、その
損害を賠償する。なお、施設賠償責任保険に加入する。
（２）事務引継

指定管理者は、管理業務開始前までに当施設で従事する従業員に事務引継を行い、４月１日には滞りなく区民サービスの提供を行わなければならない。また、管理業務終了までの区が指定する期間で、次期指定管理者に対し、実務研修を含めた事務引継ぎを行う。事務引継に係る経費は、指定管理者間が支払うこととする。
（３）端末の設置
指定管理者は、業務の遂行に必要な端末を用意する。端末の設置に当たっては、以下に注意する。
　　ア　機器の設置及び通信回線を敷設する場合には、事前に区に申請し、区の承認を得る。
　　イ　ウイルス対策ソフトをインストールするなどセキュリティ対策に万全を期す。
　　ウ　区は電子メールを用いて指定管理者と連絡を取る場合があるため、電子メールを送受信できる環境を用意する。
　　エ　ノート型パソコンについては、紛失・盗難を防止するため、未使用時には鍵のかかる場所に保管するか、セキュリティワイヤーを適切に使用する。
（４）区の方針等による業務内容の変更もしくは疑義の生じた場合は、協議のうえ決定する｡
（５）本仕様書に定めのない事項については、その都度、協議のうえ決定する｡
第３章　事業に関する業務
１　自然教室
（１）各学校の自然教室が円滑に行われるよう、担当課と協議し、準備・手配・支援する。

（２）自然教室実施予定表に基づき、学校と実施に向け調整をする。
（３）学校から送付された部屋割り表により､部屋割り等を行う。
（４）アレルギー等対象児童について、学校と連絡を取り提供する食事や寝具等の調整を図る。
（５）各実施校に対して､入園時に使用上の注意事項等の伝達･打合せを行う。
（６）入園式、退園式に出席し、挨拶を行う。
（７）参加人員報告書を基に、最終日に各実施校の会計責任者に参加者数の確認及び賄い請求金額の確認を行う。
（８）施設及び見学先での活動中に急患児童・生徒が発生した場合、可能な限り医療機関まで車での搬送を行う。
（９）飲み物及びキャンプファイヤー用の薪・灯油の手配を行う。
（10）引率教員室の湯茶の交換を行う。
（11）自然教室等の宿泊に必要な物品については、速やかにかつ低廉価格にて購入し、円滑に実施できるよう努める。
（12）必要に応じ、学校の利用形態に合わせて、客室内のレイアウト等を変更する。
（13）引率主任実地踏査の際に、学園についての説明等を行う。
（14）自然教室実施中に各学校が実施する行程を円滑に行うことができるよう
２　一般利用
受付から収納事務までの一般開放受付業務を「足立区立校外施設の一般利用に関する取扱要綱」に基づき行う。
（1） 開館日数
自然教室および、区・教育委員会主催事業（貸切り）実施日等を除き、年間９５日以上開館する。また、足立区民が利用しやすい土曜日、学校の長期休業期間、ゴールデンウィークなどはできるかぎり開館する。
（２）抽選申込み
ア　施設予約システム
施設予約システムは指定管理者が用意し操作する。システムの開発、ソフトウェア及び機器の保守・リース等、システムの運用にかかる全ての費用は指定管理者の負担とする。
イ　抽選申込みフォーム
指定管理者作成の施設ホームページ内に「抽選申込みフォーム」を設置し、システムの管理運営を行う。

ウ　抽選申込の受付及び決定通知の発送
　　抽選申込ハガキ・抽選申込みフォームへの入力に基づき希望する部屋（一般部屋・車いす対応部屋）ごとに仕分けし、利用希望日・利用代表者氏名・住所・電話番号・利用人員（大人・子ども・幼児）を「施設予約システム」に入力する。入力の際、重複申込がないか確認を行う。
エ　抽選期間及び方法
　　　希望部屋（一般部屋・車いす対応部屋）ごとに抽選を行う。抽選申込み情報は毎月１４日までに入力処理を終了し、毎月１５日に３か月後の利用月分の抽選を、一般部屋希望は「施設予約システム」で、車いす対応部屋希望は抽選箱等で別に抽選を行う。
オ　抽選結果の通知
抽選結果は、「施設予約システム」で出力された抽選結果通知書を送付する｡
（３）抽選による当選者の受付及び利用承認
ア　受付利用手続き及び承認
　　　　当選通知の利用手続期間は、抽選を行った月の１６日から２５日までとする。申込者か
から抽選申込み内容を確認し、システム入力をもって利用申込の受付及び承認とする。また、スポーツ施設の申込は、当選者から宿泊の意思表示の際に先着順に受付ける。
イ　利用申込の最終確認
利用手続期間中に当選者から連絡がなかった場合は、指定管理者から当選者へ宿泊の意
思がないことを電話確認する。２５日までに電話確認がとれない場合は当選取消とする｡
（４）抽選後の空室の受付及び利用承認
抽選により利用希望がなかった部屋の受付期間は、利用希望日の２か月前の１日の午前９時から利用希望日の３日前までとする。ただし、１日が、次に掲げる日（以下「日曜日等」という。）の場合は、当該日の直後の日曜日等でない日を受付の初日とする。電話、ＦＡＸにより、先着順で利用申込の受付を行うが、口頭（電話・施設窓口）による申込みについては、日曜日等を除く午前９時から午後５時までとする。
ア　土曜日・日曜日

　　イ　国民の祝日に関する法律に定める祝日
　　ウ　１２月２９日～１月３日
（５）宿泊取消・宿泊内容の変更の受付及び承認
ア　宿泊の取消、宿泊人数の増員・減員
取消・人数の増員・減員は、申込者からの連絡により受付し、承認する。
イ　宿泊の取消及び宿泊人数の増員・減員の期限
取消、人数の減員、人員の増員は利用日の２日前までとする。
（６）料金徴収・納入
ア　宿泊者の宿泊料・食事料の徴収
宿泊料・食事料は宿泊者のチェックアウト時に徴収する。また、利用日前日及び当日に申し出を受け、減員した宿泊者の宿泊料・食事料についても同様とする。
イ　宿泊の取消にともなう料金徴収
宿泊日の前日及び当日の取消、人数の減員は、宿泊料・食事料ともに全額を申込者に請
求する。取消の場合は、指定管理者が申込者に請求書を送付し、納付がなかった場合は催
告書を送付する。ただし、災害時等やむをえない事情での宿泊取消しについては、区と協
議のうえ催告の有無を決定する。
（７）スポーツ施設
足立区立校外施設の一般利用に関する取扱要綱に基づき、貸出しを行う。
（８）客室サービス
ア　湯茶の交換、補充及びティッシュペーパーの設置を行う。
イ　必要に応じ、お客様の利用形態に合わせて、客室内のレイアウト等を変更すること。
（９）車いす対応部屋
車いす対応部屋希望者がいる場合は、車いす利用者がスムーズに利用できるよう客室内のレイアウトを変更する。また、利用者が安全に施設を利用できるよう配慮する。
３　賄い業務
（1） 基本事項
　　ア　調理責任者を配置する。調理責任者は現場責任者として、調理作業員の指導・監督するとともに賄い業務を適正に遂行する。

イ　徹底した衛生管理のもと、良質な食事及びサービスの提供を行う。
ウ　宿泊者の湯茶の交換､補充をする(一般利用及び引率教員)｡また､利用者の希望により飲み物等を注文する｡
（２）業務範囲
　　　学園内における、食事の調理・提供並びに昼食用弁当の調理、提供
（３）業務内容
ア　衛生管理
（ア）調理に関しては、別紙「安全・衛生管理作業基準」（足立区学校給食における基準）に基づき、衛生管理に十分留意する。
(イ)調理作業開始前には、必ず厨房機具及び食器類の衛生状況等を別紙「衛生管理チ
ェックリスト」により確認する。
(ウ)食事後は、速やかに後片付けを開始するとともに、厨房器具及び食器類の洗浄をする。特に食器類は必ず無リン洗剤で十分に洗浄し、熱風消毒保管庫に収納する。
(エ)調理室は常に清掃を行い清潔に保つ。業務開始時及び終了時には、必ず食堂の床、
テーブル等を清掃し清潔に保つ。
(オ)学園内で出た可燃物及び不燃物等のゴミは、指定管理者の責任において処理し、
学園内に放置することのないようにする。ゴミ置場内外を常に清潔にしておく。
イ　調理作業員
（ア）調理作業員のうち、必ず１名以上調理師を配置する。
（イ）調理責任者は、調理終了後に「賄い日報」を作成する。
（ウ）調理作業員は、学校利用期間は月２回、その他の月（完全休館月は除く）は１回以上検便検査（Ｏ－１５７検査を含む）を受け、検査機関からの結果報告書を保管し、区から請求があった時は速やかに提出する。
（エ）指定管理者は、常に調理作業員の健康状態に注意し、異常を認めた場合は、速やかに受診させる｡食品衛生上支障のおそれのある者を賄い業務に従事させない｡
（オ）新規採用職員を従事させる場合は、従事前１ヶ月以内に健康診断、細菌検査を行う｡
（カ）身体、衣服は常に清潔にし、調理室では清潔な白衣、三角布、マスクを着用する。
頭髪は帽子、三角布内にきちんと納める｡
（キ）爪は短く切り、指輪、ネックレス、時計等のアクセサリーは着けない｡
（ク）手洗を励行させる｡特に、調理前、下処理後、汚物取扱後、用便後、配膳・盛り
付け前は特に念入りに洗い、そのままの手で業務に着手する｡
（ケ）厨房内は私物の持ち込み、喫煙、その他食品衛生上支障となる行為を行わない。

（コ）調理室専用の履物・白衣・帽子等を着用したまま外に出ないこと。特に便所には絶対入らない。
（４）検食・保存食
ア　食事の提供前に検食を行い、別紙「検食記録簿」を記入する。
イ　予期せぬ事故等の対策として、地元保健所の指導に基づき保存食を保管する。なお、経費は受託者の負担とする。保存食は「原材料及び調理済食品を食品毎に５０ｇ程度ずつ清潔なビニール袋に密閉して－２０℃以下で２週間以上」保存する。
（５）賄い費および利用予定人数
ア　一般利用及び自然教室の利用者から実費相当額の賄い費を徴収する。
イ　賄い費は、「食材料費別利用予定人数一覧表」に定めた金額とし、区から納品書の提出を求められた場合は速やかに提出する。
【食材料費別利用人数一覧表】
	区分
	内　容
	賄い費
(税込)
	利用予定人数（概数）

	自然教室
	小学生　　　　2泊6食
〃　　　　　  1泊3食
	2,900円
1,450円
	小学校67校（約5,200人）

	
	中学生　　　　2泊6食
〃　　　　　  1泊3食
	3,160円

1,580円
	四中夜間（隔年）
中学校特別支援学級

	
	教諭等（大人）2泊6食
〃　　　　　  1泊3食
	3,300円
1,650円
	小学校67校（約500人）
四中夜間(隔年)、中学校特支学級

	一般利用
	大人　　　　　1泊2食
小人　　　　　1泊2食
昼食　　　　　　　1食
	2,000円
1,000円
600円
	約5,000～5,600人
約3,000～3,700人
約850～950人

	実地踏査
	教諭等（大人）1泊3食
	1,650円
	約90人（朝1・昼2・夕1）


※利用予定人数（概数）は、児童数の推計や過去の利用実績等から推計。
※実地踏査の１日目の昼食については、別途注文することがある。注文した場合は、区が指定
する場所まで配送する。
（６）自然教室の賄い費の内訳
　　　自然教室における賄い費の内訳は以下のとおりとする。
	
	小学生
	中学生
	大人（教員等）

	朝　食
	450円
	480円
	500円

	昼　食
	400円
	450円
	450円

	夕　食
	600円
	650円
	700円

	合　計
	1,450円
	1,580円
	1,650円


（７）自然教室の賄い費の請求
ア　賄い費は、学校からの「参加人員報告書」に基づき、直接、学校に請求し、必要に応じて領収書を発行する。なお、指導補助員と養護指導員および特別支援学級自然教室看護師の賄い費は管理経費に含まれているため、請求は行わない。
イ　賄い費の支払いが事後振込の場合は、振込手数料は指定管理者が支払う。
ウ　途中帰宅者については、帰宅後の食事分の賄い費は徴収しない。
（８）自然教室の賄い
ア　自然教室の食事は、学校給食と同様、教育施策の一環としての食事提供であることを常に意識し、業務にあたる。
イ　自然教室の食事は、足立区の「おいしい給食基本理念」を踏まえ、食事提供を行う。
[image: image2.emf]メーカー名 型番

設置日

（購入日）

設置場所 パッド バッテリー パッド バッテリー

＜日常点検＞

ＡＥＤ本体のインジケーターランプが「緑色」に点灯していること等、ＡＥＤが正常に使用可能な状態を示していることを確認し、記録してください。

　　　　年度

点検日 点検者

異常の有無

点検日 点検者

異常の有無

点検日 点検者

異常の有無

1日 有　・　無 1日 有　・　無 1日 有　・　無

2日 有　・　無 2日 有　・　無 2日 有　・　無

3日 有　・　無 3日 有　・　無 3日 有　・　無

4日 有　・　無 4日 有　・　無 4日 有　・　無

5日 有　・　無 5日 有　・　無 5日 有　・　無

6日 有　・　無 6日 有　・　無 6日 有　・　無

7日 有　・　無 7日 有　・　無 7日 有　・　無

8日 有　・　無 8日 有　・　無 8日 有　・　無

9日 有　・　無 9日 有　・　無 9日 有　・　無

10日 有　・　無 10日 有　・　無 10日 有　・　無

11日 有　・　無 11日 有　・　無 11日 有　・　無

12日 有　・　無 12日 有　・　無 12日 有　・　無

13日 有　・　無 13日 有　・　無 13日 有　・　無

14日 有　・　無 14日 有　・　無 14日 有　・　無

15日 有　・　無 15日 有　・　無 15日 有　・　無

16日 有　・　無 16日 有　・　無 16日 有　・　無

17日 有　・　無 17日 有　・　無 17日 有　・　無

18日 有　・　無 18日 有　・　無 18日 有　・　無

19日 有　・　無 19日 有　・　無 19日 有　・　無

20日 有　・　無 20日 有　・　無 20日 有　・　無

21日 有　・　無 21日 有　・　無 21日 有　・　無

22日 有　・　無 22日 有　・　無 22日 有　・　無

23日 有　・　無 23日 有　・　無 23日 有　・　無

24日 有　・　無 24日 有　・　無 24日 有　・　無

25日 有　・　無 25日 有　・　無 25日 有　・　無

26日 有　・　無 26日 有　・　無 26日 有　・　無

27日 有　・　無 27日 有　・　無 27日 有　・　無

28日 有　・　無 28日 有　・　無 28日 有　・　無

29日 有　・　無 29日 有　・　無 29日 有　・　無

30日 有　・　無 30日 有　・　無 30日 有　・　無

31日 有　・　無 31日 有　・　無 31日 有　・　無

基

本

情

報

本体情報 使用期限 消耗品交換日

　月 　月 　月


ウ　区のおいしい給食の取り組みを理解し、「足立区の献立作成に関する共通理解」に準じ、施設で調理可能なものはできるだけ手づくりにより提供するとともに、食品選定は過度に加工したものは避け、鮮度の良い衛生的なものを選定し、献立に反映させる。また、食材料の調達において、品質等選定基準に疑問ありと区が認めた場合は、双方協議のうえ、調達先を決定する。
エ　前年度１２月末までに献立の案を作成し、区と協議をして、献立を決定する。
オ　前年度３月末までに決定した献立の献立表・原材料一覧・アレルギー物質早見表・カロリー表・野菜摂取量表を作成し、区に提出する。また、引率主任実地踏査時に印刷し配付する。
カ　食事は、厚生労働省が推奨する野菜摂取の基準量１日３５０gを満たすようにする。

キ　自然教室実施期間中に区による献立検査を行うことがある。献立検査の指摘事項に対して、指定管理者は速やかに改善策を区へ報告し、実施する。
ク　米は、良質な精白米を使用する。
ケ　提供する米の量は、「足立区の献立作成に関する共通理解」の「学校給食における摂取基準」を基準とする。
　　<学校給食における摂取基準>　※白米の量　児童生徒一人あたり
	
	小学校（高学年）
	中学校

	白飯
	８６～９２ｇ
	１００～１１０ｇ

	かけご飯（カレーライス等）
	９２～９８ｇ
	１０５～１２０ｇ


コ　食材料は、食品添加物を極力控える。
サ　食事の提供は配膳方式を採用し、担当教諭と打ち合わせのうえ食事担当児童・生徒と協力して行う。また、後片付けはセルフサービスとする。
シ　児童、生徒等に麦茶等を提供する。２・３日目の水筒の中身は天候・気温を考慮した麦茶等を用意する。その経費は、賄い費に充当しない。
ス　食物アレルギー児童・生徒に対する食事は、アレルギー等調査票を基に、学校、保護者等と協議し、提供品目を決定する。
（９）自然教室での食物アレルギー対応について

食物アレルギー等により喫食できない児童・生徒には次のとおり対応する。
　　ア　原因食物の完全除去のみの対応とし、代替食は行わない。完全除去とは、献立で使用する食材からアレルギー原因食物を除いて提供することで、「使用量」「加熱」等にかかわらず、除去することをいう。
　　　　ただし、主食がパンのときのみ、白飯への代替を行う。

　　イ　しょうゆ、みそ等の一部調味料・だし・添加物など微量でも除去が必要な場合や、同一工場や製造ラインでアレルギー原因食物を使用している加工食品が食べられない場合、原材料の採取方法や捕食していることによる食品が食べられない場合は、重篤なアレルギーであるため、全ての食事を提供しないこととする。
　　ウ　１つの料理につき、除去食は１種類とする。児童生徒の除去食材が異なる場合、個々の状況にあわせて除去食をつくるのではなく、該当の食材全てを除去した除去食をつくる。

　　エ　除去対応をする場合は、誤食を防ぐため、すべての食事の「おかわり」ができない。

オ　除去対応ができない場合は、自宅から食事を配送してもらう。自宅から食事を配送され
た場合は、他児童生徒の食事と混在しないよう、分別し、食事の保管・管理をする。
　　カ　自宅からの配送が困難な場合は、持参も可とする。持参した食事は、学校が到着時に担当教諭から施設責任者が受け取り、他の児童の食事と混在しないよう分別し、保管・管理をする。
　　キ　配送・持参した食事には、学校名・氏名・喫食日・メニューを記載するよう学校に依頼する。

ク　自宅から１食全ての食事を持参・配送した場合は、その分の賄い費を徴収しない。
ケ　原則として、除去する食材の代金も徴収する。ただし、市販のデザート等金額が明らかなものは、１品単位で徴収しない。
コ　食物アレルギーに該当する児童・生徒には配膳せず、カウンター等で三者確認後（本人、
教諭、施設責任者）に直接、手渡す。

（１０）自然教室の昼食
ア　昼食は弁当とし、調理業務は原則として、区の指定する時刻までに作り終える。
イ　弁当の容器等については区と協議のうえ決定し、指定管理者が手配する。
ウ　弁当を外注する場合は、食物アレルギーに該当する児童の弁当については、他の食事と同様の対応を行い、区が指定する時刻までに準備する。

（１１）一般利用の賄い
ア　食事は、原則として、区の指定した時間内に食堂にて提供する。
イ　食事の時のお茶は、指定管理者が手配する。なお、品質良好なものを使用する。
ウ　配膳は、できるかぎり温かい食事を提供する。後片付けはセルフサービスとする。
（１２）指定管理者が調達するもの
ア　調理業務に必要な被服（白衣・帽子・エプロン・短靴など）
イ　衛生用洗剤・薬品類（食器洗浄・清掃用）
ウ　業務に必要な消耗品（アルミホイル・ペーパータオル・クッキングシートなど）
エ　清掃用具（ブラシ・バケツ・ほうき・チリトリなど）

オ　雑貨・文具類
カ　その他、指定管理者が手配することが適当と認められるもの（調理従事者の健康管理
に要する経費など）
４　看護業務
（１）基本事項
自然教室期間中は、看護師の資格を有する者を常駐させる。
（２）業務の範囲

原則として学園内を業務範囲とするが、緊急事故等の発生時には、他の従事者の応援を得て、その対応にあたる。
（３）業務の内容

ア　自然教室期間中(別紙「鋸南自然教室実施予定表」参照)における児童・生徒の看護。
イ　保健担当教諭への助言。
ウ　各学校到着後に行う、打合わせ会への出席。
エ　医療機関への連絡・助言。
オ　緊急時等の医療機関まで搬送時の添乗。
カ　看護日誌を作成し、保管する。
キ　保健室内の薬品の数量及び受払いの管理。
（４）薬品の管理
ア　自然教室における薬品の提供については、学校長、保健担当教諭、保護者に確認し、受払い簿に記帳のうえ行うこと。ただし、「学園の保健室にある薬品類の一覧表」に掲載されている薬品以外は原則として提供しない。なお、常備薬品については、区と協議する。
イ　薬品等に不足が生じた場合は、補充する。
５　寝具類管理
（１）基本事項
　　ア　利用者へ衛生的な寝具類を不足なく提供する。
　　イ　寝具類に汚損・破損があったときは良品と交換し、洗浄・修繕等、対応をとる。
ウ　シーツ･掛布団カバー･枕カバーの数量確認及び配付並びに寝具類の点検確認を行う｡
エ　自然教室において、羽毛アレルギー等の申し出があった場合は、学校と調整のうえ綿掛布団への変更などの対応をとる。
（２）業務範囲
学園内の宿泊者の寝具及び保健室の寝具
（３）業務内容
　　ア　消毒乾燥
　　　（ア）借上げ期間中に年３回以上の布団類の乾燥消毒を行う。

　　　（イ）借上げ期間中に年３回の毛布の丸洗いを行う。

　　　（ウ）利用者が夜尿等で汚損した場合には、交換もしくは洗浄・乾燥消毒を行う。
寸法及び規格一覧
	品名
	寸法（cm）
	規格

	掛布団
	羽毛掛布団

１５０×２００
	表地：綿ブロード２３０本　プリント柄

中身：羽毛ダウン（エコダウン）７０％

スモールフェザー３０％　１．５kg

仕立：平キルト、国産品

	
	アレルギー対応用

綿　掛布団
１５０×２００
	表地：綿ブロード１８０本 プリント柄

中身：綿１００％　３．５kg

仕立：キルト仕立

（左表借上げ予定数の内の10枚）

	敷布団
	１００×２００
	表地：綿ブロード２００本、　プリント柄

中綿：ウレタン３０m/m　中芯
　　　ポリエステル１００％　２．０㎏巻

　　　四方ヘム巻き　キルト入り

	毛　布
	１４０×１９５
	難燃性アクリル　１．６㎏

	枕
	３５×４５
	表地：無地　綿１００％

中身：パイプ１．０㎏　φ6m/m

	シーツ
	１１０×２５５×３５
	綿１００%　白色　アッパーシーツ

	掛布団カバー
	１５０×２０５
	掛カバー　テレビ型

フキ　５０×６３

綿１００％　白色

四角カット１５×１５×２０

	枕カバー
	４３×６８
	綿１００％　白色


＊上記規格と同等かそれ以上のものであり、清潔であること。
６　リーフレットの作成
　　　区民向けの「鋸南自然の家」リーフレットを作成する。作成したリーフレットは、区内施設にて区民向けに配布するため、必要数を学務課あて送付する。
　　　リーフレットの内容・部数については、学務課と協議して決定する。
　　　・必要部数　１，０００～２，０００枚／年（予定）※増減する可能性あり
７　スポーツ施設の利用
（１）基本事項
　　ア　有料施設は、宿泊日の前日までに予約の取消を行わなければ、当日使用しなくても予約分の使用料を徴収する。
　　イ　利用時間は、準備・後片づけの時間を含む。
　　ウ　地元利用は、鋸南町の在住者のみとする。
　　エ　利用については「スポーツ施設利用時間及び制限一覧表」（Ｐ19）による。
スポーツ施設利用時間及び制限一覧表（足立区立校外施設の一般利用に関する取扱要綱）
	
	利　　　用　　　時　　　間
	備　　　　　　　　　　考

	テニスコート
	①４月～１０月　　６：００～２１：００　（１時間単位）
②１１月～３月　　８：００～１６：００　（１時間単位）
	※ナイター時間　４月～１０月　①４・５・９月　１８時～２１時
　　　　　　　　　　　　　　　②６・７・８月　１９時～２１時
③１０月　　　　１７時～２１時

	グラウンド
	①４月～１０月　　６：００～１８：００　（２時間単位）
②１１月～３月　　８：００～１６：００　（２時間単位）
	

	体育館
	①午前　　９：００～１２：３０　（１７時～２１時は個人開放）
②午後　１３：００～１７：００
	


	
	該当施設
	申込者
区　分
	料金
	予約制限（１泊２日を基準）
	備　　　　　　　　考

	
	
	
	
	夏休み期間
	夏休み以外の期間
	

	テニスコート
	鋸南自然の家
（２面）
	宿泊者
	１面：600円/時
※ナイター使用時１面：800円/時
	利用当日の正午から利用翌日の正午まで
※２面４時間、１面８時間までの時間制限あり
	利用当日の正午から利用翌日の正午まで
	※予約制限以上の申込みは、当日現地にて申込みとします｡
※翌日の午後は、当日、空いていれば利用可能｡

	
	
	その他
	
	６時から２１時まで（冬季は８時から１６時まで

※２面４時間、１面８時間までの時間制限あり
	６時から２１時まで（冬季は８時から１６時まで）
	

	グラウンド
	鋸南自然の家
（１面）
	宿泊者
	無　　料
	利用当日の正午から利用翌日の正午まで
	※団体（２０人以上）で貸切り（占有）を希望する場合に受け付けます。

	
	
	その他
	２時間1,100円
	６時から１８時まで（冬季は８時から１６時まで）
	

	体 育 館
	日光林間学園
鋸南自然の家
（各１面）
	宿泊者
	無　　料
	利用当日の１３時から１７時まで
利用翌日の９時から１２時３０分まで
	※団体（２０人以上）で貸切り（占有）を希望する場合に受け付けます。

※体育館の夜間（１７時から２１時まで）は、個人開放のため、貸切りできません。

	
	
	その他
	午前　2,300円

午後　3,500円
	９時から１７時まで
	


注意事項　※　申込開始日は、別表第２の申込期間と同一とします｡

　　　　　　※　有料施設は、宿泊日の前日までに予約の取消しを行わなければ、当日使用しなくても予約分の使用料を徴収します｡
　　　　　　※　利用時間は、準備・後片づけの時間を含みます｡
　　　　　　※　地元利用は、鋸南町のみです。

第４章　自主事業実施業務
１　目的
　　校外施設は、自然教室の他、自然教室を実施していない期間については、一般区民等が利用できる施設となっている。
　　指定管理者は、自然教室で子ども達が豊かな体験活動を実施するための事業の他、一般利用を促進する自主事業の実施に努めなければならない。公募時の提案書に記載した事業計画の他、社会情勢や地域の状況を把握し、独自の工夫をこらした自主事業を積極的に実施する。
２　区民利用を促進する自主事業実施業務
（１）区民サービス向上に向けた取り組み
　ア　アンケートによる利用者ニーズの把握と予約推移データ分析によるサービスの実施
　イ　無料バスツアーの実施
　ウ　ロビーへの無料wifiの設置
　エ　ロビーでのコーヒーサービス
　オ　ＳＮＳでの情報発信
（２）一般利用者に向けた取り組み
　ア　お客様アンケートの実施
　イ　利用者の年齢問わず楽しんでいただける館内イベントの実施
　ウ　ホームページでの情報発信
（３）一般利用者に向けた賄い業務の取り組み
　ア　旬を取り入れた日替わりのメニューの提供
　　　季節ごとのメニューの他、お正月メニューなど特別な日の宿泊日に楽しんでいただける工夫を
する。
　イ　特別追加メニューの用意
（４）自然教室の取り組み
　ア　悪天候でも実施できる体験プログラムの提案

第５章　施設・設備の維持管理に関する業務
１　設備の運転管理
（１）基本事項
ア　指定管理者は本業務に十分対応可能な知識と技量をもった技術職員を２充てる。
イ　ボイラー取扱作業主任者は、ボイラー技師２級以上の者、危険物取扱作業主任者(丙種以上の危険物取扱主任者)を配置する。
ウ　指定管理者は、従事者に最新の技術と最適な手法等の習得のためあらゆる機会を捕らえて研修の場を提供する。
エ　設備管理責任者は、常に綿密な計画と周到な事前準備を指示し、実作業にあたっては、細心で慎重な行動を心掛けること。なお万一にも緊急事態発生時には迅速かつ的確な処置を取るよう心掛ける。
オ　従事者の故意又は重大な過失等で、設備等を損傷もしくは損壊した場合は、指定管理者は速やかに相応の弁償をする。
カ　設備の損傷、損壊が原因不明の場合は、両者立会のうえ原因を究明し、双方の誠意をもって協議のうえ解決する。
（２）業務範囲
通常運転する設備の種類、数量、作業項目及び作業手順（確認、試験、記録等）並びに作業周知については、次のとおりとする。
ア　運転管理する主要設備は、第７章「設備一覧」による。
イ　電力需要契約
（ア）契約種別　業務用　（イ）契約電力　実量制契約　（ウ）受電電圧  6,000Ｖ
（３）業務内容
ア　機械設備関係の日常運転操作と監視業務
運転管理業務は、関係法令の定めに準拠し、次の事項を安全かつ確実に実施する。
（ア）ボイラーの運転並びにこれに関する諸機械の操作
自然教室期間外のボイラーの試運転について
ａ　一般利用日の前日にボイラーの試運転を必ず実施する。
ｂ　ａ以外に一般利用日の間隔が１０日以上ある場合は、中間にもボイラーの試運転を
必ず実施する。
ｃ　気温０℃以下の日が２日以上続いた場合、その他凍結が考えられる場合は、その都
　度、ボイラーの試運転を実施する。
（イ）空調機の日常操作
（ウ）冷温水機の運転並びにこれに関する諸機械の操作
（エ）ボイラー等の保守点検時には、必ず法定責任者が立会う。
イ　電気設備関係の運転操作と監視業務
(ア)主回路（高圧受電回路）に関する運転業務
ａ　主回路の開閉操
ｂ　停電復旧時の自家発電切り替え操作
ｃ　その他必要な業務
ウ　消防設備関係及びガス漏れ警報機の監視業務
（４）各設備の測定及び記録等
ア　運転、作業等の日誌の記帳と整理
イ　日常巡視点検記録の記帳と整理
ウ　保守点検整備及び測定記録簿の記帳と整理
エ　設備機器、工具等の台帳の記録と整理
オ　事故障害等の処置記録
カ　設備関係図面、図書の整理と保管
キ　関係官庁への届け出及び諸検査・点検の立ち会いと報告
ク　水道水の残留塩素測定（１日１回）
２　機械設備の保守点検
（１）基本事項
ア　法定点検を含む各種点検整備を、定期的かつ確実に実施し、施設の機能維持並びに最良な状態の保持を図る。
イ　当該業務の遂行に当たっては、最良の技能と豊富な経験を有する技術者により、当施設に最適な手法をもって点検整備する。
ウ　指定管理者は、あらかじめ年間点検作業計画書を立案、区へ提出し、区及び運転管理責任者と充分事前協議のうえ、決定した計画書に基づき実施する。
エ　運転管理責任者は、常に点検員と連絡を密にし、最適な手法で点検を実施させ、機能の保持に努める。また、点検結果を区に報告し、修理が必要な場合は修理を行う。
オ　保全規定及び関係法令に定められた報告書類の作成・提出する。なお、項目によってはメーカーの点検報告書も添付する。
カ　業務及び保守点検終了後は、作業報告書を作成し保管すること。ただし、昇降機・自動ドア・消防設備点検・非常用予備発電機負荷試験については、区に提出すること。
キ　電力使用料等、省エネルギーに努めること。
ク　工具・備品等の整理整頓。
ケ　自家用電気工作物保安業務の業務委託は区が行い、委託業者が点検を行う際には、設備管理責任者が立ち会う。

（２）業務範囲
保守点検機器名･数量･点検周期等については、「保守点検整備作業一覧」及び別紙「主要機器一覧」による。
保守点検整備作業一覧
	No
	点検整備事項
	回　数
	備　考

	1
	消防設備自主点検
	年１２回
	自主点検

	2
	地下タンク自主点検
	年１２回
	自主点検

	3
	受水槽・揚水ポンプ自主点検
	年１２回
	自主点検

	4
	蓄電池点検整備
	年１回
	精密点検

	5
	昇降設備点検整備
	年１２回
	エレベーター、小荷物用昇降機
特記仕様書　※区に提出

	6
	自動ドア点検整備
	年２回
	特記仕様書　※区に提出

	7
	避雷針設備保守点検整備
	年１回
	

	8
	中央監視盤点検整備
	年２回
	精密機能点検

	9
	吊り物設備点検整備
	年１回
	

	10
	ボイラー点検整備
	年２回
	保守点検（自主点検：月１回）

	11
	貯湯槽点検整備
	年１回
	

	12
	冷温水発生機点検整備
	年４回
	シーズン切替点検を含むため、隔月の実施である必要はない。

	13
	冷却塔点検整備
	年１回
	

	14
	エアーハンドリングユニット点検整備・フィルター清掃
	年４回
	

	15
	ファンコイルユニット
点検整備・フィルター清掃
	年４回
	

	16
	ヒートポンプマルチエアコン点検整備・フィルター清掃
	年４回
	

	17
	定風量装置点検整備
	年２回
	

	18
	給・排気ファン点検整備
	年２回
	

	19
	消防用設備保守点検（外観･機能）
	年２回
	特記仕様書　※区に提出

	20
	消防用設備保守点検（総合）
	年１回
	特記仕様書　※区に提出

	21
	電話設備点検
	年１回
	

	22
	電気設備保守点検整備
	年６回
	※区契約

	23
	非常用予備発電機負荷試験　
	年１回
	※区に提出

	24
	第一種特定製品簡易点検（フロン類の漏えい点検）空調機器・冷凍冷蔵機器
	年４回
	改正フロン法に伴う簡易点検（自主点検）
対象機器は、別紙「フロン使用設備一覧」参照

	25
	法面整備箇所点検
	年６回
	※自主点検


【主な消防設備】
消火器具、屋内消火栓設備、自動火災報知設備、非常放送設備、ガス警報機、避難器具、誘導灯及び誘導標識、排煙設備、防火設備、非常用電源設備、自家用発電設備
（３）業務内容
ア　機械設備関係
（ア）空調機の日常、定期清掃点検
（イ）ファンコイルユニット等の点検
（ウ）空調機及びヒーターファンのフィルター清掃点検並びに、取り替え時期の計画と送・排風機の機能点検
（エ）各種機器の簡易な注油
（オ）機械室内の圧力ゲージ等の機器磨き
（カ）各種機器バルブ類、その他不良箇所の発見及び整備
（キ）その他保安上必要事項
（ク）冷却塔の定期清掃点検、使用開始時の化学洗浄、使用期間中の冷却水の殺菌剤処理
及び洗浄殺菌効果の維持処理

イ　電気設備関係
（ア）照明設備等の点検及び不良箇所の交換
（イ）照度、その他の各種測定の記録整理
（ウ）電気事故が発生した場合には、直ちに応急処置をとり区に連絡すること。

ウ　自動ドア関係
　　　本業務は、「維持保全業務標準仕様書（令和３年足立区）」及び「自動ドア保守点検業務委託特記仕様書」に従い実施すること。

エ　エレベーター保守点検
本業務は、「維持保全業務標準仕様書（令和３年足立区）」及び「エレベーター保守点
検業務委託特記仕様書」並びに「小荷物用昇降機保守点検業務委託特記仕様書」に従い実
施すること。

オ　消防用設備保守点検
　　　本業務は、「維持保全業務標準仕様書（令和３年足立区）」及び「消防用設備等保守点
　　守点検業務委託特記仕様書」に従い実施すること。非常用予備発電機負荷試験を含む。

カ　空調機器・冷凍機器（第一種特定製品）

令和２年４月１日から施行された「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に基づき、第一種特定製品の機器の設置環境・使用環境の維持保全、簡易点検・定期点検及び点検・整備の記録作成・保存をすること。
　キ　ガス設備日常保守
　　　ガス消費設備の動作確認とガス販売店による定期点検の実施を行う。

（４）損害賠償
指定管理者は、前項業務において、点検業務を怠ったことに起因して区又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償する責任を負う。

３　園庭管理
（１）基本事項
ア　対象植物の特性と環境条件等を勘案し、最適な用具を使用する。
イ　作業実施に当たっては、利用者及び通行人等に危険を及ぼさないよう充分留意する。
ウ　樹木・植え込み等に損傷を与えないことはもとより、施設にも損傷を与えぬよう充分注
意する。
エ　樹木等に損傷を与えた場合は、指定管理者側の責任において補償する。
オ　作業実施にあたり発生したゴミ等については、作業終了時に搬出処理すること。
カ　用具類については、充分手入れされた適切な物を使用し、作業効率も充分考慮する。
キ　ジョギングロードは、毎日、日中に通行の安全を確認する。

ク　Ｕ字構、排水溝については、定期的に巡回し清掃を行う。

ケ　日常作業中に倒木や折れかけた枝等を発見したときは、安全な位置に移動する等応急処置をし、定期作業時に撤去する。

コ　通路上空の折れ枝や、敷地外にはみ出すなど危険な場合は、定期作業を待たず速やかに撤去する。
サ　「園庭管理業務内容一覧」にある実施時期を厳守する。
シ　終了後、作業実施報告書を作成し保管する。
（２）業務範囲
ア　施設敷地内にある樹木・果樹・草花等。（業務対象面接約95,000㎡ うち、既存林約40,000㎡、造成森林約3,500㎡で、造成緑地約35,00O㎡）
イ　施設内に設置された鉢物の全て
ウ　広場・園路・散策路等敷地内の保全（階段・手摺等を含む）
（３）業務内容
業務内容については、時期を決めて行う比較的大きな定期作業と、日常的に行う日常作業がある。原則として「園庭管理業務内容一覧」に基づいて作業をすること。
園庭管理業務内容一覧
	項　　目
	回　数
	実施月(目安)
	　場所等

	１　樹木剪定（常葉樹・落葉樹）
	年１回
	１０～６月
	

	２　低木類刈り込み
	年１回
	６～１０月
	植込地及び植裁鉢とも

	３　花木の手入れ　
	随時
	随　時
	植込地及び植裁鉢とも

	４　生垣の手入れ　
	年１回
	６～７月
	

	５　施肥　
	年１回
	４～５月
	活性肥料、その他適正な肥料を年１回

	６　植込地の除草　
	年３回
	５～１１月
	

	７　病虫害防除　
	年３回
	５～１月
	

	８　山林刈り払い　
	随　時
	６～７月
	学園敷地内山林全般

	９　樹木等の灌水
	随　時
	随　時
	

	10　控木の補修及び結束直し
	年２回
	５～１１月
	

	11　枯損木の処理　
	随　時
	随　時
	

	12　植込地の清掃　
	随　時
	随　時
	

	13　Ｕ字溝、排水溝の清掃
	年１回
	９～１１月
	

	14　落葉等の処理
	随　時
	随　時
	

	15　生垣の刈込
	年１回
	６～８月
	

	16　芝生の刈込
	年３回
	５～１１月
	

	17　芝生の目土掛け
	年１回
	１～２月
	

	18　果樹類の手入れ
	随時
	随時
	

	19　工作物の点検・補修
	随時
	随時
	

	20　参道、排水路清掃
	年３回
	６～３月
	


※実施月は、樹木等の様子を観察し、必要と思われる時期に実施する。
植裁数量表
	種　類
	数　量
	樹木名
	種　類
	数　量
	樹木名

	高木類
	約600本
	タブノキ　　　　67本
	低木類
	約43,000株
	ナワシログミ　7,200株

	
	
	マテバシイ　　　66本
	
	
	アベリア　　　7,100株

	
	
	シラカシ　　　　45本
	
	
	ツツジ類　　　7,000株

	
	
	スダジイ　　　　41本
	
	
	ハマナス　　　2,600株

	
	
	サクラ　　　　 157本
	
	
	ガクアジサイ　1,400株

	
	
	　他
	
	
	　他

	中木類
	約500本
	ユズリハ　　　　32本
	地被類
	約10,000pot
	ヘデラ、ナツヅタ

	
	
	トウネズミモチ　27本
	
	
	イタビカズラ等のつた類

	
	
	ヤブツバキ　　　24本
	
	
	及びクローバー

	
	
	マサキ　　　　　35本
	芝類
	約12,000㎡
	コウライシバ、他

	
	
	ムクゲ　　　　　40本
	果樹類
	約200本
	柑橘類　　　 　　58本

	
	
	　他
	および
	
	ビワ　　　　 　　10本

	生垣
	約2,200本
	H=3.3m　320本(1=160m)
	特殊樹
	
	ウメ　　　　　　　9本

	
	（約830ｍ）
	H=2.0m　670本(1=270m)
	
	
	カナリーヤシ　　　7本

	
	
	H=1.5m　910本(1=300m)
	
	
	アメリカデイコ　　8本

	
	
	　他
	
	
	　他

	造成
	約800本
	マテバシイ　　　60本
	草花類
	約20,000pot
	カンゾウ類、ツワブキ

	森林
	（H=1.0ｍ～）
	シラカシ　　　　40本
	
	
	シャガ等の

	の苗木
	
	スダジイ　　　　40本
	
	
	宿根草または球根もの

	
	
	タブノキ　　　　40本
	
	
	

	
	
	コナラ　　　　　50本
	
	
	

	
	
	　他
	
	
	


４　清掃
（１）基本事項
ア　学園内外のほこり・汚れ等を除去し、学園内外を清潔に保つ。
イ　業務の実施に当たっては、労働安全衛生規則等を遵守する。
ウ　ごみの処理については地区の状況にあわせて指定管理者が処理申し込みをする｡
エ　清掃機材及び洗剤等については、充分検討し、最適なものを使用する。
オ　作業員の配置に関しては、作業範囲に見合った人員配置をする。
カ　清掃業務で使用する清掃用具・洗剤等の消耗品は、在庫に応じて補充しておく。
キ　利用者及び平常業務の妨げにならないよう、細心の注意を払う。
ク　高所等危険が予測される作業の実施については、あらかじめ充分打ち合わせを行ない、事故等の防止に努める。
ケ　清掃場所によっては、日常・定期清掃との関連も充分に検討のうえ、相互に有効且つ適切な作業方法で実施する。
コ　清掃作業中、学園施設に損傷もしくは、異常等を発見した場合は、速やかに区に報告する。
サ　日常清掃終了後、汚れ等を発見した場合は極力取り除く。

シ　現場責任者は従事者に対し、日頃から指導・訓練等を充分に行う。
ス　現場責任者は清掃作業実施終了後に「清掃日報」を作成し、保管する。
セ　清掃用具類については、常に整理整頓する。
ソ　拾得物・忘れ物等については、発見日時、場所等をわかるようにしておく。

持ち主が予測される場合は連絡等、返却の手段を講ずる。
タ　作業において生じた、備品類の破損・汚損等については、速やかに区に連絡するとともに、弁償の責をとる。

チ　清掃内容等に疑義が生じた場合は、区と協議のうえ決定する。
（２）業務範囲
清掃場所等については、「清掃要領一覧」による。
（３）業務内容
ア　日常清掃
（ア）清掃作業については、「清掃要領一覧」を原則とするが、状況によっては臨機応変の対応をとる。
（イ）責任者は、学園内外を巡回点検し、清掃作業の実効ある適切な指示と指導をする。
（ウ）作業実施にあたっては、相互に協力し、無理と無駄をなくすよう留意する。
（エ）特に汚れがひどい箇所については、その原因を究明のうえ、区に連絡し、その処置について協議する。
（オ）清掃作業の妨げとなり、又は、著しく作業能率の低下につながるような備品類の配置、もしくは床置等がある場合は、区に連絡のうえ、協議する。
（カ）自然教室の実施期間中は、共用部分について毎日清掃を実施、宿泊室内は入れ替え日に実施する。ただし、中日についても特別な事情がある場合は必要に応じて清掃する。
（キ）一般利用期間中の宿泊室内については、利用客の入れ替え時をみはからって、清掃作業を実施する。
（ク）建物内外のくもの巣については、特に注意を払い、発見次第除去する。

イ　定期清掃
（ア）清掃作業については、「清掃要領一覧」を原則とする。
（イ）日常清掃で汚れの除去が出来ない部分等について、特に念入りに実施する。
（ウ）備品等の移動には細心の注意を払い、引きずり・転倒等のないよう充分に注意する。
（エ）特に汚れの著しい部分については、化学洗剤等で念入りに除去すること。

清掃要領一覧
１　日常清掃

	清掃場所
	清掃要領

	玄関

風除室
	1　掃除機等でゴミ・ほこりを吸い取る。

2　モップにより拭き掃除をする。（汚れのひどい場合には水洗いをする）

3　下駄箱の内外、スノコを掃除する。

	ロビー･スロープ・階段・廊下

ホール等
	1　掃除機等で掃除をする。

2　ダストモップをかけるか水拭きする。

3　階段の手摺を水拭きする。

	トイレ
	1　床の水洗いをする。

2　扉、間仕切りの拭き掃除をする。

3　衛生陶器類を適正洗剤で洗浄する。

4　棚、汚物入れ、鏡、蛇口を掃除する。

5　サンダルを拭く。（汚れのひどい場合には水洗いしてから拭く)

6　トイレットペーパー、水石鹸を点検・補充する。

	浴室等
	1　浴槽の水を抜き、浴槽・洗い場・蛇口・壁タイルを掃除する。

2　脱衣場を掃き、ダストモップをかけるか水拭きをする。

3　脱衣入棚、下足棚、鏡を掃除する。

4　バスマットを干す。（汚れのひどい場合には水洗いをする）
5　桶、椅子を洗剤で洗う。

	洗面所
	1　床の掃き掃除をする。（汚れのひどい場合には水洗いをする）

2　洗面台、鏡、蛇口の拭き掃除をする。

3　洗面器、コップを適正洗剤で洗浄する。（週１回以上、コップは毎日）

	食堂
	1　椅子をテーブルの上にあげ、拭き掃除をする。

2　ダストモップをかけるか水拭きをして、椅子を床におろす。

3　蛇口、流し、鏡等を掃除する。

	下足室

洗濯機置き場
	1　掃き掃除をする。

2　拭き掃除をする。

3　排水溝を掃除する。
4　下駄箱を掃除する。
5　洗濯機・乾燥機内のゴミ・汚れを除去する。

	足洗場
	1　洗面所に準ずる。


２　定期清掃

	清　掃　要　領
	実　施　時　期

	１　床を洗浄等により清潔にした後ワックス塗布を行う。
（１回の定期清掃でワックス塗布２回以上）
	年２回

	２　換気扇・扇風機を拭き掃除する。
	年２回

	３　窓ガラス・サッシ・網戸等の拭き掃除
	年２回

	４　玄関前のステンレス柱・宿泊室ベランダ手摺のステンレス部分
の磨き
	年２回

	５　畳・コンクリートモルタルを掃除する。
	年２回

	６　非常灯を含む照明器具（蛍光管等含）を拭き掃除する。
	年１回

	７　カーテン、座布団のカバーを取り外し、生地に合ったクリーニ
ングをする。
	年２回（汚れた時は随時実施する）


３　状況に応じて清掃を実施する箇所
	清掃場所
	清掃要領

	教員室

園長室

指導員室
	1　高所をハタキがけする。

2　掃き掃除をする。（含敷居）

3　部屋のタタキと廊下と同様に掃除する。

4　座卓、鏡、テレビ、室内電話等の備品の拭き掃除をする。

5　ベランダ、排水溝を掃除する。（汚れのひどい場合には水洗いをする）

	児童（生徒）
宿泊室

ベランダ
	1　高所の時計・ガラス戸・サッシ戸・網戸を水拭き又はから拭きする。

汚れが落ちない時は機器に支障をきたさない程度に薬品を使用して汚れを落とす。

2　掃き掃除をする。（含敷居)

3　部屋のタタキを廊下と同様に掃除する。

4　荷物入れ、清掃用具入れ、鏡を拭き掃除する。

5　押入れ通気口ガラリを掃除する。

6　ベランダ、排水口を掃除する。（汚れのひどい場合には水洗いをする)

	会議室

研修室
	1　掃き掃除をする。

2　戸棚、テーブル、黒板、放送設備等を拭き掃除する。

3　ベランダ、排水口を掃除する。

	レクホール
（体育館）
	1　床、ガラス、用具入れ、放送室、舞台等を拭き掃除する。

2　物品を整理整頓する。

	窓枠・鴨居吊り照明器具等ほこりが付着する所
	1　ハタキをかけほこりをとる。

2　水拭き又はから拭きし、汚れを落とす。

	建物外周・
土堤・庭等
	1　Ｕ字溝に落ちたゴミ・砂利・石等を取り除く。

2　ゴミ・紙屑を拾う。

3　雑草を除去する。

4　屋上のゴミを取り除き、掃除をする。雑草を除去する。

	その他
	1　ゴミ容器を洗浄する。

2　各部屋の屑入れを水洗いする。（週１回以上）

3　蜘蛛の巣を除去する。

4　出入口戸、室名札を拭く。（月１回以上）

5　高所を除くガラス戸、サッシ戸、網戸を水拭きする。（月２回）

6　消火器、廊下灯、消火栓カバーを水拭きする。（月１回以上）

7　換気扇・扇風機にハタキをかけ水拭きする。状態により拭き掃除をする。

8　窓ガラスを拭く。

9　非常灯を含む照明器具（蛍光管等含む）にはハタキをかけ掃除する。

10 積雪時は、利用者に支障のないよう除雪作業を行う。
11 畳・木部に発生するカビを、カビ取り剤により除去し、乾拭きする。
12 壁（内外）の汚れを除去する。
13 ポット内外の汚れを除去する。（内側は薬剤洗浄）
14 手摺りの清掃をする。
15 座布団カバー、カーテンの補修をする（ほころびなど）。


５　環境衛生管理
（１）基本事項
ア　施設の内外を常に衛生的で清潔な環境に保ち、利用者が安全・快適な生活が出来るよう、良心的かつ確実に環境保持をする。
イ　施設環境の保全は、利用者の身体等に直接良否の影響を及ぼすことがあるので、充分注意深く実施する。
ウ　「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づく建築物環境衛生管理技術者により実施する
エ　校外施設の害虫駆除、殺鼠、樹木の害虫駆除等で農薬類を使用する場合、内分泌撹乱物質（環境ホルモン）と疑われる化学物質（別紙「内分泌撹乱作用を有すると疑われる化学物質」参照）を成分とする薬品等の使用をしない。
オ　あらかじめ年間点検作業計画書を立案、区へ提出し､区及び総括責任者と充分事前協議のうえ､決定した計画書に基づき実施すること。

カ　業務遂行による副作用等の弊害が生じないよう、使用機器・薬剤等については、安全性を充分考慮したものを使用すること。

キ　作業終了後は作業実施報告書を作成し保管すること。
（２）業務範囲
施設内外の環境衛生全般
（３）業務内容
「環境衛生管理業務一覧」による。
ア　害虫駆除業務
（ア）害虫及び鼠の防除に関しては、生息調査を実施し、その結果によって防除に関する計画を立て、実施する。
（イ）防除作業の実施では、環境衛生管理技術者及び区と充分具体的な打ち合わせを行うとともに、利用者については回覧、掲示等により実施を周知し、効果維持並びに安全確保について協力要請する。
（ウ）防除作業の実施では、従事者の安全対策等について点検し、安全であることを確認してから作業を開始すること。また、作業中でも安全対策には充分留意する。
（エ）防除作業の効果を確認後は、直ちに使用機器・害虫及び鼠の死骸等を回収撤去する。
イ　レジオネラ症発生防止の対応
（1） 浴槽ごとに、年２回レジオネラ属菌検査を実施する。
（2） レジオネラ属菌検査の経費及び塩素剤購入費用は、指定管理者の負担とする。
（3） 浴槽は、毎日入れ替え清掃を実施する。残留塩素濃度を日に２時間以上（使用中）、0.2～0.4mg/Lに保持し、満水時の温度及び濃度を記録する。（３年間保存）
（4） 入浴者に対して、体を洗ってから浴槽に入るよう指導する。（注意書等の掲示）
（5） シャワー等給湯設備は、末端温度を５５℃以上にする。カラン、シャワー温度は状況に応じ４０℃～４２℃に設定し、高温で火傷の恐れがないようにする。
（6） シャワーヘッドや水栓のコマ部分は６ヶ月に１回以上定期点検し、年１回以上分解、清掃を実施する。
（7） 毎回、清掃の記録をとる。
環境衛生管理業務一覧
	No
	業務項目
	作業項目（内容）
	周期その他回数

	1
	空気環境測定業務
	温度、相対湿度、気流、浮遊粉塵量、一酸化炭素含有率、二酸化炭素含有率
	左記項目を２ヵ月に１回、
７ポイントにて測定・記録

	2
	給水管理業務
	貯水槽清掃（一次受水槽、二次受水槽、上水高架水槽）
	年２回

	3
	
	膨張水槽点検・清掃
	年２回

	4
	
	中水槽清掃

	年１回

	5
	
	水質検査（全項目･簡易項目各１回）
	年２回

	6
	
	簡易専用水道検査
	年１回

	7
	排水槽点検・清掃
	汚水槽、雑排水槽
	年２回（汚泥堆積時の引抜き含む）

	8
	
	雨水槽
	年２回

	9
	
	風呂排水管
	年２回

	10
	
	厨房排水槽（グリストラップ）
	年５回

	11
	浄化槽点検・清掃
	５４３人槽　
	年２４回

	12
	
	汚泥抜き
	年１回

	13
	害虫駆除
	施設全体駆除作業
	年２回（施設全体発生状況点検は毎日）

	14
	煤煙測定
	大気汚染防止法に基づく媒塵量の測定
	年２回

	15
	油タンク点検・清掃
	油タンク
	年１回

	16
	レジオネラ属菌検査
	各浴槽内
	年２回

	17
	給湯設備点検・清掃（シャワー等）
	シャワーヘッド及び水栓のコマ部分の点検・分解・清掃、給水系統配管の管洗浄
	点検　６ヵ月に１回以上

分解・清掃　年１回以上

洗浄　　　　年１回以上

	18
	残留塩素測定
	各浴槽内
	毎日１回

	19
	浴槽内の清掃
	換水・清掃・満水時の温度、残留塩素濃度の記録
	毎日１回


６　警備業務
（１）業務内容
　　　機械警備システムを用いて、当該施設の警備業務を行う。
　　ア　火災、盗難及び不良行為の拡大防止
　　イ　事故確知時における関係先への通報・連絡・緊急措置
　　ウ　事故報告書の提出
　　エ　警備実施時間
　　　　・開館日：夜間に職員が在庁するため、機械警備を実施しない。
　　　　・土、日、祝日、12月29日～1月3日を除く休館日：18：00～翌8：30
　　　　・土、日、祝日、12月29日～1月3日の休館日： 8：30～翌8：30

　　　　※施設運営上の都合により、上記警備時間が前後した場合は、警備装置作動開始の信号を受けたときから警備装置作動解除の信号を受信するまでの時間とし、警備対象施設が無人の状態にあるときとする。
（２）機械警備実施要領
　　ア　施設で発生した異常事態を監視するため、指定管理者は、自動通報装置を用い、コントロールセンターにて警備実施時間中、警報受信装置を間断なく監視するとともに、緊急時対応担当者との連絡を保持し、異常事態に備えること。
　　イ　警備実施時間中の職員の入館は、原則として認めないが、やむを得ない場合は、指定管理者の責任において処理する。
　　ウ　警備実施に必要な鍵は、厳重な取扱いと保管を行うこと。
　　エ　適宜、警備装置の保守点検を行うこと。
　　オ　機械警備が故障した場合、巡回警備を強化し、事故のないように注意する。
（３）異常事態発生時における処理
　　ア　警報受信装置により、施設に異常が確認された場合、緊急時対応担当者を現場に急行させ、異常事態を確認するとともに事態の拡大防止にあたる。
　　イ　施設に到着した緊急時対応担当者は、異常事態の確認後、コントロールセンターに状況を報告し、必要に応じて関係各所に通報する。
（４）報告書
　　ア　警備実施時間中に事故が発生したときには、事故報告書を速やかに区へ提出する。
　　イ　通常の警備報告書は、翌月、速やかに区へ提出する。
　　ウ　事故報告書および通常の警備報告書を２部作成し、１部を区へ提出し、１部を施設内に
保管すること。
（５）損害賠償
　　ア　指定管理者は、指定管理者の設置した警報装置が正常でない場合、または警備仕様書に定める義務を怠った場合等、指定管理者の責に帰すべき理由により、区に損害を与えた場合は、その損害を賠償する責を負う。
　　イ　本契約に基づき、警備を実施中に第三者に損害を与えた場合には、区が第三者に対し、直接、損害賠償の責に任ずるものとし、指定管理者の責に帰すべき理由があるとき、指定管理者はその賠償として客観的に承認された損害額証明書に基づき、その額を区に支払うものとする。
（６）機器の設置他
　　　指定管理者が対応機器の設置工事を行い、設置工事期間中の警備はこれに代わる方法で指
定管理者が保障する。

７　スポーツ設備等の点検及び修繕
（１）業務範囲
　施設におけるスポーツ設備、体育器具について、常に安全に使用できるよう細部にわたり保守点検業務を行うこと。
（２）業務内容
ア　年１回、専門技術者による「固定式バスケットゴール」の動作・消耗・変形等の点検を実施する。
イ　職員は日常的に目視等による安全及び動作の確認を行い、破損・故障等があった場合、区に報告する。

ウ　軽易な破損・故障等、修繕可能なものは極力自前で行い、自前で修繕ができない場合、区と対応を協議する。
エ　安全が確保できない場合は直ちに使用を禁止とする。

８　施設・設備・備品の管理及び修繕
（１）基本事項
ア　施設、備品が支障なく使用できるよう管理及び修繕を行う。
イ　備品類の管理及び利用申し出があった場合の出納管理を行う｡
ウ　年に１回、ピアノの調律を行う。
エ　軽易な破損・故障等、修繕可能なものは極力自前で行う。
オ　施設の維持管理に必要な物品については、速やかにかつ低廉価格にて購入し、各業務に支障をきたすことなく円滑に実施できるよう努める。
カ　施設の修繕や点検などを行った場合は、区からＩＤ等を受け保全マネジメントシステム(ＢＩＭＭＳ)の更新を行う。
（２）業務範囲
ア　施設における設備、備品の点検管理、修繕。ただし、次に掲げる経費については、協議の上、必要に応じ区が支出する。

（ア）１件５万円を超える備品の購入

（イ）１件６０万円を超える修繕、工事

（ウ）金額の大小を問わず、施設の資産価値を高める、又は耐久性を増すような修繕、工事
イ　契約を行う場合は、必ず区と事前に協議した上で行うこと。

ウ　契約を行う場合は、予定価格に応じた選定業者数（下表）から見積書を徴収する。

なお、１者との特命随意契約については、正当な理由が無い限り実施してはならない。
	工事・修繕
	130万円未満

100万円以上
	100万円未満

50万円以上
	50万円未満

30万円以上
	30万円未満

10万円以上
	10万円未満

	
	３者以上
	２者以上


（３）業務内容
ア　備品の整理

区の所有に属する物品については、備品台帳を備え、その物品を整理し、配置及び廃棄
の異動について区と協議のうえ、適正な管理を行う。

イ　設備・備品の保守

施設における施設、備品に異常がないか日頃より点検を行い、異常がある場合にはその原因を調査し、修繕を行う。
９　法面整備箇所の点検

（１）業務範囲
　平成２７年度に発生した南側斜面の崩落事故時に実施した法面工事部分
（2） 業務内容
ア　年６回、職員が目視により点検を実施する。
イ　法面にひび等を確認した場合は、直ちに区に連絡する。
第６章　指定管理業務に係る提出書類
１　各種書類・報告書等の作成・提出業務
（１）基本事項
ア　指定管理者は協定締結後､仕様書に定められた資格を証する書類を区に提出する｡

イ　指定管理業務に係る関係官庁への届出書類は、区と協議し速やかに提出する。
ウ　施設で保管する書類は、区から提出等の依頼があったら速やかに提出する。
（２）業務内容
下記について、適切に管理するとともに、区からの提出依頼に基づき、速やかに提出する。

ア　施設で保管する書類
	
	保管書類名
	書類作成時期

	１
	残留塩素測定記録（給水）
	毎日

	２
	施設警備巡回簿
	

	３
	ＡＥＤ日常点検記録簿
	

	４
	来館者名簿
	随時

	5
	緊急時対応マニュアル（危機管理マニュアル）
	

	6
	個人情報取扱者名簿
	

	7
	鋸南自然の家鍵台帳
	

	8
	「保守点検整備業務」における作業実施報告書
	実施時

	9
	「環境衛生管理業務」における作業実施報告書
	

	10
	園庭作業報告書
	

	11
	定期清掃における作業実施報告書
	

	12
	スポーツ設備点検報告書
	

	13
	第一種特定製品簡易点検実施記録
	

	14
	環境衛生管理業務で使用する薬剤の効能・成分表
	業務実施前

	15
	清掃日報
	日常清掃業務のある日

	16
	衛生管理チェックリスト
	賄い業務のある日

	17
	検食記録簿
	

	18
	賄い日報
	

	19
	看護日誌
	自然教室実施日

	20
	浴槽内残留塩素測定記録・満水時の温度記録
	浴槽使用時

	21
	外部媒体持出管理簿・媒体持込管理簿
	媒体持出持込時

	22
	鋸南自然の家　鍵貸出管理簿
	鍵貸出時

	23
	消防計画
	計画変更時

	24
	食材料の納品書・請求書等金額・数量が分かるもの
	月１回

	25
	検便検査結果報告書
	月２回


イ　区に提出する書類
	
	内　容
	提出時期

（提出期限）
	備　考

	１
	飲食店営業許可証（写し）
	基本協定書締結後速やかに提出
	

	２
	組織体制(業務責任者･作業班･自衛消防団等)
	年度協定締結後速やかに
	変更時はその都度提出

	３
	従事者名簿（ＡＥＤ操作可能者明示）
	
	

	４
	再委託申請書
	
	

	５
	ボイラー取扱作業主任者資格証書
	
	

	６
	危険物取扱作業主任者資格証書
	
	

	７
	調理師資格証書
	
	

	８
	看護師資格証書
	
	

	９
	個人情報取扱者名簿
緊急時対応計画
	
	

	10
	エレベーター保守点検業務報告書、定期点検成績表及び定期点検表
	点検後１ヶ月以内
	

	11
	小荷物専用昇降機保守点検業務報告書、定期点検成績表及び定期点検表
	
	

	12
	自動ドア保守点検業務報告書
	
	

	13
	消防用設備等保守点検業務報告書
	
	

	14
	非常用予備発電機負荷試験報告書
	
	

	15
	事業報告書（前年度分）
	年度終了後45日以内に提出
	

	16
	収支計画書（翌年度分）
	3月末
	10月:中間報告

	17
	従事者のシフト表（当月分）
	毎月5日まで
	FAX又はメール

	18
	一般利用者申込状況一覧（前月分）
	
	

	19
	個人情報の取扱い及び管理の状況/研修報告書/
外部記憶媒体使用簿/個人情報記録媒体運搬管理簿
	3か月に1度
（4･7･10･1月）
	

	20
	警備報告書（前月分）
	毎月10日まで
	

	21
	自然教室参加人員報告書の写し
	月2回
	自然教室期間中

	22
	自然教室献立等（翌年度分）
※メニュー表(ｶﾗｰ写真付)・成分表(原材料表・アレルギー早見表・カロリー表・野菜摂取量表)
	3月末（ﾒﾆｭｰ案は12月末まで）
	変更時、その都度提出

	23
	お客様アンケートの写し（苦情対応報告含む）
	偶数月の15日
	前･前々月分

	24
	施設定期点検表
	7月
	

	25
	開館予定表（翌年分）
	12月
	変更時は随時

	26
	校外施設週報（前週分）
	毎週月曜日
	FAX又はメール

	27
	事故報告書
	事故発生時
	事故後速やかに

	28
	その他区からの調査依頼文書
	随時
	指示した締切日


第７章　施設運営に係る基礎資料
資料１　個人情報に係る契約約款別紙
（個人情報保護の遵守）
第１条　受注者は、この契約及び指定管理業務により受注した業務（以下「本件業務」という。）を遂行するに当たって、特定個人情報を含む個人情報の漏洩や紛失等により、区民のプライバシーや権利利益を侵害することのないように努め、契約書約款別紙（以下「本別紙」という。）を遵守しなければならない。

（組織体制の整備）
第２条　受注者は、個人情報の取扱いに係る管理責任者、作業責任者及び作業従事者並びに本件業務を遂行するに当たっての役割を定め、本件業務に着手する前に書面により発注者に報告しなければならない。
２　発注者に報告した管理責任者、作業責任者及び作業従事者以外の者（以下「第三者」という。）は、本件業務を遂行するに当たって、原則個人情報を取り扱ってはならない。

３　管理責任者は一名とし、本件業務における個人情報の取扱いに係る全ての管理責任を負うものとする。
４　作業責任者は、受注した業務の各作業の管理責任を負うものとする。

５　作業責任者及び作業従事者の人数並びに個人情報の取扱範囲は、必要最小限にしなければならない。

６　管理責任者、作業責任者又は作業従事者のいずれかに変更が生じた場合、受注者は、変更日を記載した書面により速やかに発注者に報告しなければならない。
７　管理責任者、作業責任者及び作業従事者は、本別紙に定める事項を遵守しなければならない。
８　作業責任者は、本別紙に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を指導監督しなければならない。
（規程の策定と見直し）
第３条　受注者は、個人情報の漏洩、滅失、毀損の防止その他の個人情報の適正な管理のために、必要な個人情報の取扱いに係る規程を定めなければならない。
２　前項の規程については、定期的に見直しを行わなければならない。
（取扱いの把握）
第４条　受注者は、個人情報の取扱い及び管理の状況を記録しなければならない。
２　受注者は、前項の記録を原則３か月に一度、発注者に提出しなければならない。ただし、発注者受注者協議のうえ別で定めた場合は、この限りではない。

（漏洩等の事案対応の整備）

第５条　受注者は、個人情報の漏洩、紛失、滅失、毀損、改ざん、正確性の未確保、不正・不適正取得、目的外利用・提供及び不正利用（以下「事故等」という。）が発生し、又は事故等のおそれが発生したときは、直ちに、発注者に通知し、当該事故等の解決又は防止に努めるとともに、事故等に含まれる個人情報の項目、内容及び数量並びに事故等の発生場所及び発生状況を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく、その状況を発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。
２　受注者は、事故等が発生した場合において、発注者その他関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧及び再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、事故等における対応責任者、受注者、再委託、発注者との連絡手段その他必要事項を記載した緊急時対応計画を定め、受注業務に着手する前に発注者に協議のうえ提出しなければならない。
３　発注者は、本件業務に係る事故等が発生した場合は、必要に応じて当該事故等に係る情報を公表することができる。
（従事者の教育）
第６条　受注者は、管理責任者、作業責任者及び作業従事者に対して、本件業務に係る個人情報の保護に関する教育又は研修を受注業務に着手する前及び定期的に実施しなければならない。
２　受注者は、教育又は研修の完了日を記載した実施状況に係る報告書を原則３か月に一度、発注者に提出しなければならない。ただし、発注者受注者協議のうえ別で定めた場合はこの限りではない。
（取扱区域の管理）
第７条　受注者は、本件業務に係る個人情報を取り扱う区域（以下「作業区域」という。）を定め、事故等の防止策を講じなければならない。
２　作業区域は、必要最小限の広さとしなければならない。
３　作業区域は、第三者が立ち入ることができない場所とする。
４　第三者がやむを得ず作業区域に立ち入る場合には、管理責任者は、第三者に本件業務に係る個人情報を閲覧することができないよう措置を講じなければならない。

５　受注者は、本件業務に係る個人情報を記録した書類、機器及び外部記憶媒体（以下「個人情報記録媒体」という。）を作業区域から持ち出してはならない。ただし、発注者の指示がある場合はこの限りではない。
６　受注者は、作業区域に管理責任者、作業責任者及び作業従事者の私物モバイル端末、私物パソコン及び私物外部記憶媒体を持ち込ませてはならない。
（機器及び媒体の盗難等防止）
第８条　受注者は、第三者が個人情報記録媒体を作業区域から持ち出すことができないよう施錠により保管管理しなければならない。
（作業区域内における外部記憶媒体の使用）
第９条　作業区域内で外部記憶媒体を使用する場合は、その取扱いは、次の各号の定めるところによる。
（１）外部記憶媒体全体を暗号化する機能を持つものを使用し、作業責任者が暗号パスワードを設定・管理すること。
（２）作業責任者及び作業従事者が変更となった際には、前号の暗号パスワードを遅滞なく変更すること。

（３）作業責任者は、外部記憶媒体を作業区域内の鍵のかかる金庫等に保管し、適切に管理すること。
（４）作業従事者が外部記憶媒体を使用する場合には、作業従事者は、作業責任者に申し出ること。
（５）作業責任者は、外部記憶媒体の使用について記録した上で、外部記憶媒体を使用する作業従事者に直接貸与すること。
（６）外部記憶媒体に記録する個人情報は、必要最小限度とすること。

（７）作業従事者は、業務終了後、外部記憶媒体に記録した個人情報を削除し、作業責任者に返却すること。
（８）個人情報を記録した外部記憶媒体が作業区域に持ち込まれた場合は、作業責任者は、持ち込まれた外部記憶媒体の記録内容、持ち込まれた日時その他状況を記録すること。
（９）個人情報を記録した外部記憶媒体は、ストラップの使用により肌身離さず持ち歩くなど、盗難・紛失対策を講じること。
（10）受注者は、第５号及び第８号の記録について、原則３か月に一度、発注者に提出しなければならない。ただし、発注者受注者協議のうえ別で定めた場合はこの限りではない。

（媒体を作業区域外に持ち運ぶ場合の漏洩防止）
第10条　第７条第５項ただし書の規定により、個人情報記録媒体を作業区域から持ち出す際には、次の措置を講じなければならない。
（１）受注者が個人情報を電子データで持ち出す場合には、外部記憶媒体全体の暗号化処理を施さなければならない。
（２）作業責任者は、、事故等の発生時における二次被害防止に必要な事項（持出日時、持出先、ルート、個人情報の記録項目を含む。）を記載した管理簿を作成しなければならない。
（３）個人情報記録媒体を持ち運ぶ際は、常に事故等の防止策を講じた上で行わなければならない。
（４）外部記憶媒体を搬送する場合は、専用ケースに施錠したうえで、受注者の専用車で搬送しなければならない。ただし、受注者は、緊急時その他の事情で受注者の専用車が使用できない場合は、次の搬送手段をとることができる。

ア　公共の交通機関
イ　発注者が承諾した搬送業者

（５）郵送により作業区域から持ち運ぶ場合には、配達の記録がわかる方法で郵送し、配達の記録を管理簿に記載しなければならない。
（６）持運びが完了したときには、受注者は、直ちに、事故等が発生していないか確認し、確認した内容を管理簿に記載しなければならない。
（７）受注者は、第２号、第５号及び前号の管理簿を、原則３か月に一度、発注者に提出しなければならない。ただし、発注者受注者協議のうえ別で定めた場合は、この限りではない。

（機器及び媒体の返還、削除及び廃棄）
第11条　受注者は、本件業務が完了したとき又はこの契約が解除されたときは、本件業務に係る個人情報を速やかに発注者に返還しなければならない。
２  前項の規定にかかわらず、発注者受注者協議のうえ、受注者は、本件業務に係る個人情報を廃棄することができる。この場合にあっては、第三者の利用に供されることのないよう、判読不可能及び復元不可能とするための措置により行わなければならない。

３　前項の廃棄をする場所及び方法については、発注者と協議のうえ、受注者が書類を廃棄する場合は、焼却、溶解及び裁断によることとし、機器及び外部記憶媒体を廃棄する場合は、専用のデータ削除ソフトウェアの利用又は物理的な破壊によることとする。

４　受注者は、前２項の規定により個人情報を廃棄した場合には、廃棄の日時、廃棄方法、廃棄作業の記録及び作業責任者名を記載した証明書を発注者に提出しなければならない。
５　受注者は、発注者が廃棄の際に立合いを求めた場合は、これに応じなければならない。
（アクセス制限）
第12条　受注者は、本件業務に係る個人情報を処理するために情報システム（パソコンその他電子計算機を含む。以下同じ。）を使用して個人データ（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１６条第３項の「個人データ」をいう。以下同じ。）を取り扱う場合（インターネット等を通じて外部と送受信する場合を含む。以下同じ。）には、個人データにアクセスできる作業従事者を限定しなければならない。
２　前項の個人データにアクセスできる作業従事者数は、本件業務を処理するうえで、必要最小限にしなければならない。
３　受注者は、本件業務に係る個人情報を処理するための電子計算機を限定しなければならない。
（アクセス制限の識別及び認証）
第13条　受注者は、個人データにアクセスできる作業従事者であることを識別した結果に基づき認証しなければならない。
２　作業従事者が異動又は退職した場合には、受注者は、遅滞なく、当該作業従事者が個人データにアクセスできないよう措置を講じなければならない。
（不正アクセスの防止）
第14条　受注者は、個人情報を処理するための情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護する仕組みを導入し、適切に運用しなければならない。
（システム使用に伴う漏洩等の防止）
第15条　受注者は、情報システムの使用に伴う個人情報の事故等を防止するための措置を講じ、適切に運用しなければならない。
（外国の特定）
第16条　受注者は、本件業務に係る個人情報を日本国外で取り扱う場合には、取り扱う国を特定し、取り扱う前に書面にて発注者の許可を得なければならない。
（外国の保護制度の把握）
第17条　受注者は、前条の規定により個人情報を日本国外で取り扱う許可を発注者から得た場合においても、当該国の個人情報保護制度を把握し、安全管理に必要かつ適切な措置を講じなければならない。
（再委託の制限又は事前承認）
第18条　受注者は、発注者の承認を得た場合に限り、本件業務の処理を再委託（再々委託等の２以上の段階にわたり委託することを含む。以下同じ。）することができる。
２　本件業務を他の者へ再委託する場合には、受注者は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱わせる情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、書面により再委託する旨を発注者に申請し、書面により承諾を得なければならない。
３　前項の場合において、受注者は、再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。
４　受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法について、具体的に規定しなければならない。
５　受注者は、本件業務を再委託した場合は、再委託先の履行状況を管理・監督するとともに、発注者の求めに応じて、管理及び監督の状況を書面により報告しなければならない。
（秘密保持の義務）
第19条　受注者は、本件業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。契約期間終了後もまた同様とする。
２  受注者は、管理責任者、作業責任者及び作業従事者に、前項の義務を遵守させなければならない。

（利用目的以外の利用禁止）
第20条　受注者は、本件業務において利用する個人情報を本件業務以外の目的のために利用し、又は提供してはならない。
（複製等の制限）
第21条　受注者は、本件業務に係る個人情報を発注者の許可なく複写し、又は複製してはならない。
（加工及び再生の禁止）
第22条  受注者は、本件業務の範囲を超えて、個人情報の加工及び再生をしてはならない。

（付随的に発生する情報の使用禁止）
第23条  受注者は、本件業務の範囲を超えて、本件業務に係る個人情報の調査分析過程で得られた付随的な情報を使用してはならない。

（定期的な報告及び監査）
第24条　受注者は、発注者から個人情報の取扱い、作業責任者及び作業従事者の教育、記録媒体の持出しの記録その他取扱い状況について、書面により報告を求められた場合には、これに応じなければならない。
２　発注者は、原則１年に一度、受注者の事務所及び実際に業務を遂行している場所に立ち入り、遵守状況及び書類の物件を検査することができる。ただし、発注者が、立ち入ることが困難であると認める場合には、立入りに変わる手段により物件の検査をすることができる。
（情報システムに関連する委託）
第25条　受注者は、本件業務において、情報システムの開発・運用・保守等の情報システムに関連する業務を請け負った場合には、「個人情報に関する情報セキュリティ対策の実施について」、「足立区委託管理基準」、「秘密保持条件」による規定を遵守しなければならない。
（疑義の協議）
第26条　本別紙の解釈について疑義が生じたとき又は本別紙に定めのない事項については、発注者受注者協議のうえ定める。

（契約の解除及び損害賠償責任）
第27条　発注者は、受注者が第１条から前条までに掲げる個人情報の保護に関する義務に違反し、又は怠った場合は、本件業務の契約を解除（指定管理業務においては指定の取消しを含む。）することができる。
２  受注者が第１条から前条までに掲げる個人情報の保護に関する義務に違反し、又は怠った場合において、発注者が損害を受けたときは、受注者は、その損害を賠償しなければならない。

（管轄裁判所）

第28条　本件業務に関する紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
R5.2　改定
資料２　安全・衛生管理作業基準　※校外施設用に一部変更
１　食品衛生責任
食品衛生責任者（調理業務責任者）は、調理業務従事者の衛生、施設・設備の衛生、食品衛生の日常管理などに当たるとともに、下処理、調理、配缶、保管などの作業工程を分析し、それぞれの工程において、清潔、迅速に加熱・冷却調理が適正に行われているかを確認し、その結果を記録し保管すること。

２　調理業務従事者の衛生管理
（１）調理業務従事者の健康診断を定期的に（年３回、うち２回は問診程度）行うほか、常に調理業務従事者の健康状態に注意し、異常を認めた場合には、速やかに受診させること。ただし、新たに職員を業務に従事させる場合は、従事する日の前１ヶ月以内に細菌検査を行うこと。
ヘルプ等臨時で勤務する場合は、直近の細菌検査の結果（１か月以内）を学校へ提出の上、作業場に入ること。その際学校は、立ち入り日を記載の上保管する。

（２）調理業務従事者に対し毎月２回検便（腸管出血性大腸菌O157を含む）を行うこと。また、従事者本人や家族に嘔吐・下痢が発症した場合は、従事者はノロウイルス検査を行うこと。なお、検査方法は、概ね便１０ｇ当たり１０５オーダーのノロウイルスを検出できるものとする。
ノロウイルスについては、「ノロウイルスを原因とする感染症疾患による症状」と診断された従事者は、高感度の検査においてノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの間、調理業務に従事させないこと。
（３）上記（１）及び（２）の検査の結果、異常が発見されたときは、直ちに区教委へ報告し、検査結果は書面にて提出すること。

（４）業務責任者は、調理業務従事者一人ひとりの健康状態を毎朝チェックし、下痢、発熱、腹痛、嘔吐をしている者、感染の恐れのある疾病にり患している者、手指や身体に化膿症等のある者は、食品の調理に従事することを禁止すると共に、医師の診断を確認し、その指示に従わせること。なお、従事者は健康状態には常に注意を払い、「衛生管理チェックリスト」に記録すること。
（５）身体、衣服は常に清潔にし、業務に従事するときは、必ず毎日専用の清潔な調理衣上下、マスク、エプロン、帽子等を着用すること。頭髪は帽子等にきちんと納めること。また、専用の短靴を用い、調理室外と兼用しないこと。下処理を行う場合は、専用のエプロン（専用下処理室がある施設は専用の履物等も含む）を着用すること。

（６）調理室専用の短靴・調理衣上下等を着用したまま便所に入らないこと。

（７）つめは常に短く切り、指輪、ネックレス、ピアス、時計等のアクセサリーやマニキュアは着けないこと。
（８）完全な手洗いを励行させること。特に生肉・生魚・鶏卵の取扱い後、用便後、汚物取扱い後、調理作業前、作業区分ごと、配缶前等に、石けん液で念入りに洗い、ペーパータオルで手をふき手指消毒を行うこと（調理場外から立ち入る時は２度洗いとする）。

（９）児童生徒等が嘔吐した場合については、食中毒防止の観点から調理従事員等が食器の始末をしないこと。
（10）調理室では私物の持込み、喫煙その他食品衛生上支障となる行為はしないこと。
（11）調理業務従事者の中には、他の事業所から派遣される応援要員や研修などのために調理室に入る調理員も含まれる。

３　検収
（１）給食調理に要する食材料の検収は、原則として調理業務責任者が行う。

（２）検収は下記の事項（製品に表示されていない事項は除く）について、検収室又は汚染作業
　　区域で行い、検収簿に記録し保管すること。
①食材の数量
②食材の品質及び鮮度（異臭、変色、粘性物質、カビ等も発生はないか。乾燥又は吸湿していないか。）
③包装容器状況（容器に破損や汚れはないか。）
④品温（原則として冷蔵＜魚介類・食肉類・卵類・牛乳・乳製品・豆腐＞・冷凍食品。納入業者が運搬の際、適切な温度管理を行なっているかどうかを調べるために表面温度を計ること。）
⑤生産地又は製造販売業者
⑥規格
⑦異物の混入
⑧消費期限、賞味期限又は製造年月日、可能なものは製品のロット番号
⑨納入時間
⑩その他施設が指示する事項
（３）検収した食材は、専用の容器に移し替え、納入時の容器（ダンボール等）をそのまま食品の保管庫や調理室内へ持ち込まないこと。また、食材は直接床に置かず、６０cm以上の高さの置き台に置くこと。
（４）納入業者を検収時に検収室又は汚染作業区域に立ち入らせないこと。

４　原材料及びサンプルの保存
（１）不測の事故発生にそなえ当日に使用する原材料及び出来上がった食事の品目毎に、それぞれ５０ｇ以上をサンプルとして保存し、採取者、廃棄者、日時を記録すること。（アレルギー食含）
（２）保存場所は専用の冷凍庫とし、清潔な検食用ビニール袋に入れ、－２０℃以下で保存する。
（３）保存期間は２週間以上（土曜日、日曜日及び祝祭日を含む）とし、保存期間を経過したものについては廃棄すること。
（４）原材料の採取にあたっては、購入した状態で保存することを原則とし、洗浄・消毒を行わず、検収終了後、使い捨て手袋を着用し採取すること。また、包丁、まな板、手指等から二次汚染がおきないよう専用のものを準備し、続けて採取する場合は、消毒用アルコールを含ませたペーパータオルで包丁を拭いてから採取すること。
（５）納品された食品の製造年月日又は同一野菜等で生産地が異なる場合は、それぞれ採取すること。
（６）卵はすべてを割卵し、混合したものから５０ｇ以上採取すること。
（７）飲用牛乳及び調理用牛乳は、それぞれ別に保存食を取ること。（飲用牛乳は使用日当日５０ｇを採取し、残りを使って色・香り・味等を確認する）
（８）保存のいらない食材等（未開封の調味料、常温で保存できる乾物・缶詰等）

	
	衛生管理基準に記載の食材
	足立区独自の食材

	主食
	米、麦
	乾めん類

	調味料
	塩、砂糖、酢、みりん、醤油、酒
ソース、味噌、こしょう、香辛料類
	

	乾物類
	乾燥わかめ、干し椎茸、削りかつお
鰹節、干し昆布、はるさめ、ごま、焼き海苔
	干しひじき、高野豆腐、焼き麩、ビーフン

小麦粉類

	その他
	油脂類、缶詰
	瓶詰、レトルトパックの食材、未開封のケチャップ、マヨネーズ、はちみつ


（９）調理済み食品の採取にあたっては、使用している食材全てが含まれるように釜毎に採取すること。

５　手洗い・手袋
（１）手洗いは、次の手順によって励行すること。

①流水で汚れを落とす。
②石ケン液をつけ、十分に泡立てる。

③手の平・甲・指の間・親指の付け根・指先・手首・肘をよく洗う。（各５回程度）

④爪ブラシで爪の間を洗う。

⑤流水でよくすすぐ。（１５秒程度）

⑥ペーパータオルでふく。

⑦消毒用アルコールをかけ、指先・親指の付け根・手の平と甲・指の間・手首にすりこむ。
※ただし、調理場外から入室の際は２度洗いをする。

６　食品の取扱い
（１）提供された食品は、直ちに所定の貯蔵場所に保管すること。
（２）野菜、果実等を使用する場合は、清潔な流水で３回以上洗浄すること。洗浄は汚れの少な
　　いものから行い、汚水が周辺に飛び散らないように注意する。

（３）魚介類、肉用の器具等を洗った流しでそのまま野菜等を洗わないこと。やむを得ず使用する際は必ず洗浄・消毒を行うこと。

（４）直接に供する食品（果物・パン等）は、素手では取り扱わないこと。
（５）食品やザル等の器具類は、床面に落ちた水の跳ね返りを防ぐため、床面から高さ６０㎝以上の場所に置くこと。
（６）給食に使用する容器・器具は、完全消毒したものを使用すること。
（７）肉類、魚介類、卵、豆腐等は、消毒した専用のバット等に入れ替え、冷蔵庫で保管する。野菜類は、専用のザル等の容器に移し替え、保管する（泥付き野菜は、泥を洗い流して保管）。
（８）生肉、生魚は、素手でさわらないこと。

（９）牛乳は牛乳保冷庫に入れて保存する。

（10）食材を冷蔵庫や冷凍庫で保管する際は、相互汚染が起きないように、食品の入れ方に注意する。冷蔵庫・牛乳保冷庫は5℃以下、冷凍庫（保存食専用冷凍庫）は－20℃以下に保つこと。

（11）生鮮食品は、調理直前まで冷蔵庫に保管しておくこと。

（12）冷蔵・冷凍された食品は、調理室内に長時間放置しないこと。保冷設備がない場合等は使用時間に合わせて納品をしてもらうなどの工夫をする。
（13）加熱を要する食品の加熱は、使用当日に行うこと。特に、肉類、魚介類、卵類は十分な加熱処理を行うこと。

（14）鶏卵については、次のように扱うこと。
①納入後、割卵する直前まで冷蔵庫で保管する。
②使用する直前に割卵すること。
③割卵する際は、１個ずつ小さい器に入れ、殻、血液の混入や腐敗等について確認してから、大きな器に移すこと。
④殻にヒビが入っているものは、使用しないこと。
⑤割卵する際は、他の食品、器具等への二次汚染がおきないようにすること。
⑥割卵した後は、手指の洗浄・消毒を行うこと。
⑦卵焼き等の具を混ぜる料理では、焼く直前に混ぜ、大量になる場合は数回に分け混ぜ合わせること。
⑧攪拌の際には、ミキサーを使用しないこと。

（15）食品の保存場所については常に清潔にし、ねずみやゴキブリ、ハエ等がいないようにする。

７　調理
調理は調理室手配表に従い、次の基準によって行うこと。
（１）業務責任者は、作業動線図及び作業工程表を作成する。
（２）作業は次の基本的作業手順にそって適正に行うこと。
検収→計量→洗浄→切裁→混合→加熱（冷却）→調味→検査（中間検査）→配缶
（３）調理は当日調理とし、調理後の食品の温度管理（保冷・保温）を適切に行うとともに速やかに提供すること。また、配分・配缶・運搬等供食にいたる過程での安全衛生についても十分に留意すること。調理した食品は、調理後、２時間以内に喫食できるよう努めること。
（４）食品、調味料は必ず計量のうえ使用すること。
（５）下処理時には、下処理専用の容器、器具、エプロンを使用すること。
（６）食品は十分洗浄し、又、必要以上に浸し漬けないこと。
（７）食品の切裁方法は、加熱、調味の湿潤の均等性、出来映え等を考慮して適正に行うこと。
（８）加熱処理は、食品の色彩、風味、舌ざわり等を損ねないように加熱処理時間等を配慮する。

（９）揚油は使用後必ずろ過し、空気にふれないよう冷暗所に保管すること。なお、使用月日、食品名を容器に明記すること。

（10）調理は食事時間に合わせ、適温で提供できるよう放冷時間・加熱時間等作業工程を考慮する。

（11）炊飯器がない場合、回転釜を使用して炊飯をする。

（12）中間検食（味見等）を行い、できあがりの状態・味を確認した上で配缶すること。

（13）釜に火をつけたまま、全員が調理室から出るような事をしないこと。

（14）調理作業では次の点に十分に留意すること。加熱処理する食品については、原則として中心部が７５℃を確認し、その時点から１分以上又はこれと同等以上まで加熱する。食品の中心温度は３点以上測定して時間とともに記録すること。ただし、カキ、アサリなどの二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれがある食品の場合は、中心部が８５～９０℃で９０秒間以上又はこれと同等以上まで加熱し、食品の中心温度は３点以上測定して時間とともに記録すること。

＜揚げ物及び焼き物、蒸し物＞

①揚げ物、焼き物など加熱調理食品は、内部まで十分加熱されたことを確認するため、食品の中心温度を３箇所以上測定し、全ての箇所において７５℃に達していた場合、その時点からさらに１分以上加熱する。測定温度と時間は記録すること。
②最終的な出来上がり時間を記録すること。
③複数回同一の作業を繰り返す場合も同様に処理すること。
＜煮物及び炒め物、汁物＞
①最も熱が通りにくい具材を選び、食品の中心温度を３箇所以上測定し、全ての箇所におい
て75℃に達していた場合、その時点からさらに１分以上加熱する。測定温度と時間は記
録すること。
②中心温度を測定できるような具材がない場合は、調理釜の中心付近の温度を３箇所以上測
定すること。
③複数回同一の作業を繰り返す場合も同様に処理すること。
④炒め物については、時間を十分にかけ、釜を分けたりして熱が材料全体にまわるようにす
すること。
＜サラダ及び和え物＞
①野菜の加熱温度の確認は、釜のお湯の温度を測るのではなく、網じゃくし等ですくい上げ
て温度を測ること。

②各食品を加熱処理後水で冷却する場合は、冷却の二次汚染に十分注意し、直前の使用水の
残留塩素量が0.1mg/L以上あることを確認し、流水を使用して短時間のうちに十分に冷ま
し、測定時間とともに記録する（続けて数種類加熱・冷却処理する場合は初回のみ）。
③各食品を加熱処理後水で冷却した時は、その都度冷却終了時の温度と時間を記録すること。

④加熱冷却後の食材は可能な限り冷蔵庫等で保管すること。施設設備上また作業工程上にお
いて、温度管理に不安がある場合は、原則としてこの調理法を避けること。

（16）調理済みの食品は、蓋付の専用容器に入れること。

８　調理の使用水
使用水は調理作業前、作業後（配缶前）に外観（色・濁り）、臭い、味に異常がないか
確認するとともに残留塩素量（0.1mg/L以上）を測定、記録し、1年間保管すること。また、
加熱処理後水で冷却する場合は、直前の使用水の残留塩素量を確認し、測定時間とともに
記録する。使用水が不適の場合は、直ちに栄養士に連絡すること。
使用水について不適の場合は、給食を中止するなどすみやかに改善措置を講じること。
また、再検査の結果使用した場合は、使用した水１Ｌを保存食用の冷凍庫に－２０℃以下で２週間以上保存すること。

９　調理機械・器具等の取り扱い
（１）機械・器具等は使用前に必ず洗浄し、必要に応じて消毒を行うこと。また、使用後は
分解・洗浄し、調理器具の種類に応じて消毒のうえ、よく乾燥させる。野菜・果実は専
用の消毒済みの機械、器具で調理するとともに、調理時は二次汚染がおきないよう十分
注意すること。
（２）包丁・まな板・容器等は、用途別（下処理用・調理用・加熱処理済用・生食用食材別・食肉類用・魚介類用・野菜・果実類用等）に完全に区別し、色分け等で明確にしておくこと。

（３）作業工程中、やむを得ず洗浄を行う場合は、他の調理工程と分けて行い、汚水がかからないようにすること。

（４）ふきんは不織布の素材とし、調理作業中は使用しないこと。調理作業後に使用する場合は、
消毒後十分乾燥させたものを用い、一度使用したものの使いまわしはしないこと。
（５）調理の際は水道の蛇口にホースを取り付けて使用しないこと。

（６）牛乳保冷庫、冷蔵庫及び食器消毒保管庫等の温度は、常に適正に管理すること。
（７）調理機器類及び食器具類の洗浄には、指定された洗剤又は石鹸を適正濃度で使用すること。
（８）日常清掃を行うにあたり、モータースイッチ、電線等には水をかけないようにして、よく絞ったふきん等で拭くこと。
（９）機器にさす油は、必ずミシン油等の鉱物性の油を使用し、ラードやサラダ油等の食用
油は故障の原因になるので、絶対に使用しないこと。
（10）包丁等は常に研磨して用いること（使用前後に刃こぼれがないか確認する）。

（11）清掃用器材は、用途別に区別して使い、使用後は洗浄乾燥させ、必要に応じて消毒を
行い専用の場所に保管すること。

10　検食

職員は、喫食する３０分前までに検食を行い、検食結果は検食簿に記録する。

11　配缶・運搬
配缶・運搬は次の基準によって行うこと。
（１）食缶等には、一人分の出来あがり量に人数を乗じた量を入れること。一人分の出来あがり量は、下処理した材料に水分、調味料を加えた総量を換算人員で割って算出する。一人分の量目に差がないよう、盛付・盛り合わせ具合などを確認すること。
（２）完成品は素手で触らないこととし、清潔な器具類等を使用すること。
（３）食缶や使用食器については、種類・数だけでなく汚れについても確認すること。
（４）配膳は食事時間に合わせ、適温で提供できるように、配缶時間に配慮すること。
12　食器の取り扱い

（１）洗浄・保管
①シンクに溜めた湯に洗剤等を溶かし、同じ形・大きさの食器を浸漬したのち１枚ずつ洗う。
②食器の表面を傷つけるような研磨材入りのナイロンたわし、クレンザー等は、使用しない。
③脂質・デンプン・たんぱく質等の残留物あるいは洗剤が検出されないよう、食器の内側、
　外側ともに十分洗浄すること。
④食器のフチ同士が当らないように注意する。
⑤食器洗浄機には、決して投げ込まない。
⑥食器洗浄機の出口から出た食器は、手で受け取る。
⑦食器籠には、種類別に収納し熱風消毒保管庫に保管する。
⑧食器類は適宜、研磨、漂白等を行うこと。
（２）運搬
①ゆっくり静かに運び、曲がり角、段差のある所では、特に注意する。
②食器の入った籠は、積み重ねない。

（３）配付

①フチカケした食器は使用しない。

②食器を重ねる枚数は、ボウル、皿共に２０～３０枚までにする。

（４）洗剤・消毒剤の種類

①食器洗浄機庫内洗浄剤：無気泡性のものを使用すること。

②消毒用アルコール：エタノール濃度　60w/w％以上のものを使用すること。
13　器具類の整理・消毒・保管

（１）食器は熱風消毒保管庫に入れて保管すること。
（２）器具類は誰にでもわかるよう、いつも決まった場所に一定の方法で整理すること。なお、
　　器具用の殺菌庫がある場合は、これを使用すること。
（３）翌日に使用する食器等は、作業終了後それぞれの器具に数を確認してセットし、翌日の作
　　業に支障がないようにすること。

（４）熱風消毒保管庫または、器具消毒保管庫、包丁まな板殺菌庫で消毒できない器具を消毒す
　　る場合は、次亜塩素酸ナトリウムによる消毒またはアルコール消毒を行うこと。

　＜消毒方法＞

	アルコール
	水気を拭き取った後、スプレーもしくはペーパータオルや不織布に浸して、拭き延ばす。

	次亜塩素酸ナトリウム
	適正濃度に希釈した溶液で、200ppmなら５分間、100ppmで１０分間浸漬した後、流水で十分にすすぐ。

	熱風消毒保管庫
	水気を軽く切ってから収納し、熱をかける。殺菌時間は９０℃で３０分以上。

	紫外線殺菌保管庫
	確実に水気を拭き取り、間隔をあけて収納する。紫外線は直視しないこと。


14　残菜及び厨芥の処理
調理業務に伴うゴミや残菜は、事故防止の観点から速やかに廃棄すること。廃棄に当たっては、衛生的に処理すること。また、廃棄物の保管場所は、調理室外の適切な場所に設け、廃棄物専用の容器を備えること。

15　施設管理

（１）調理室に関係者以外の者を立入らせたり、動物などを入れないこと。
（２）手洗設備は常に清潔に保ち、石ケン液、個人用爪ブラシ、消毒用アルコール・ペーパータ
　　オル等を常備すること。
（３）防虫設備のない窓、出入口は開放したまま調理業務を行わないこと。
（４）換気装置は、常に清潔に保ち作動に支障がないようにすること。
（５）調理従事員専用便所は、調理終了後に、清掃及び消毒をおこなうこと。

16　ドライ運用
（１）水受付きの置台、ザル置台等を使用する等、水滴を落とさない工夫をすること。器具や食缶を運ぶときも、水を垂らしながら運ばないこと。
（２）作業台や釜等の洗浄時は、極力水を落とさないように工夫すること。
（３）床が濡れた時は、速やかに水を拭き取ること。
（４）調理場の床に食品を落とさないこと。
資料３　内分泌撹乱作用を有すると疑われる化学物質
	物　質　名
	環境
調査
	用　　途
	規　制　等

	１　ダイオキシン類
	●
	（非意図的生成物）
	大防法、廃掃法、ＰＯＰｓ

	２　ポリ塩化ビフェニール類
（ＰＣＢ）
	●
	熱媒体、ノンカーボン紙、電気製品
	７４年化審法一種、７２年生産中止、
水濁法、海防法、廃掃法<BR>
地下水・土壌・水質の環境基準、
ＰＯＰｓ

	３　ポリ臭化ビフェニール類
（ＰＢＢ）
	○
	難燃剤
	

	４　ヘキサクロロベンゼン
（ＨＣＢ）
	●
	殺菌剤、有機合成原料
	７９年化審法一種、わが国では未登録、ＰＯＰｓ

	５　ペンタクロロフェノール
（ＰＣＰ）
	●
	防腐剤、除草剤、殺菌剤
	９０年失効、水質汚濁性農薬、毒劇法

	６　2,4,5ートリクロロフェノキシ酢酸
	○
	除草剤
	７５年失効、毒劇法、食品衛生法

	７　2,4ージクロロフェノキシ酢酸
	○
	除草剤
	登録

	８　アミトロール
	○
	除草剤、分散染料、樹脂の硬化剤
	７５年失効、食品衛生法

	９　アトラジン
	○
	除草剤
	登録

	10　アラクロール
	○
	除草剤
	登録、海防法

	11　シマジン
	○
	除草剤
	登録､水濁法､地下水･土壌･水質環境基準､水濁性農薬､廃掃法､水道法

	12　ヘキサクロロシクロヘキサン､エチルパラチオン
	●
	殺虫剤
	ヘキサクロロシクロヘキサンは７１年失効・販売禁止、エチルパラチオンは７２年失効

	13　カルバリル
	○
	殺虫剤
	登録、毒劇法、食品衛生法

	14　クロルデン
	●
	殺虫剤
	８６年化審法一種、６８年失効、毒劇法、ＰＯＰｓ

	15　オキシクロルデン
	●
	クロルデンの代謝物
	

	16　trans-ノナクロル
	●
	殺虫剤
	ノナクロルは本邦未登録、ヘプタクロルは７２年失効

	17　1,2ージブロモー3ークロロプロパン
	○
	殺虫剤
	８０年失効

	18　ＤＤＴ
	●
	殺虫剤
	８１年化審法一種、７１失効・販売禁止、食品衛生法、ＰＯＰｓ

	19　ＤＤＥ and ＤＤＤ
	●
	殺虫剤
（ＤＤＴの代謝物）
	わが国では未登録

	20　ケルセン
	○
	殺ダニ剤
	登録、食品衛生法

	21　アルドリン
	○
	殺虫剤
	８１年化審法一種、７５年失効、土壌残留性農薬、毒劇法、ＰＯＰｓ

	22　エンドリン
	○
	殺虫剤
	８１年化審法一種、７５年失効、作物残留性農薬、水質汚濁性農薬<BR>

毒劇法、食品衛生法、ＰＯＰｓ

	23　ディルドリン
	●
	殺虫剤
	８１年化審法一種、７５年失効、土壌残留性農薬、毒劇法
食品衛生法、家庭用品法、ＰＯＰｓ

	24　エンドスルファン
（ベンゾエピン）
	○
	殺虫剤
	毒劇法、水質汚濁性農薬

	25　ヘプタクロル
	●
	殺虫剤
	８６年化審法一種、７５年失効、毒劇法、ＰＯＰｓ

	26　ヘプタクロルエポキサイド
	●
	ヘプタクロルの代謝物
	

	27　マラチオン
	○
	殺虫剤
	登録、食品衛生法

	28　メソミル
	○
	殺虫剤
	登録、毒劇法

	29　メトキシクロル
	○
	殺虫剤
	６０年失効

	30　マイレックス
	○
	殺虫剤
	わが国では未登録、ＰＯＰｓ

	31　ニトロフェン
	●
	除草剤
	８２年失効

	32　トキサフェン
	○
	殺虫剤
	わが国では未登録、ＰＯＰｓ

	33　トリブチルスズ
	●
	船底塗料、漁網の防腐剤
	９０年化審法(TBTOは第一種、残り13物質は第二種)、家庭用品法

	34　トリフェニルスズ
	●
	船底塗料、漁網の防腐剤
	９０年化審法二種、９０年失効、家庭用品法

	35　トリフルラリン
	○
	除草剤
	登録

	36　アルキルフェノール
 (Ｃ５からＣ９)

ノニルフェノール
4-オクチルフェノール
	●
●
	界面活性剤の原料/分解生成物
界面活性剤の原料/分解生成物
	海防法

	37　ビスフェノールＡ
	●
	樹脂の原料
	食品衛生法

	38　フタル酸ジー２ーエチルヘキシル
	●
	プラスチックの可塑剤
	水質関係要監視項目

	39　フタル酸ブチルベンジル
	●
	プラスチックの可塑剤
	海防法

	40　フタル酸ジーｎーブチル
	●
	プラスチックの可塑剤
	海防法

	41　フタル酸ジシクロヘキシル
	○
	プラスチックの可塑剤
	

	42　フタル酸ジエチル
	○
	プラスチックの可塑剤
	海防法

	43　ベンゾ（ａ）ピレン
	●
	（非意図的生成物）
	

	44　2,4ージクロロフェノール
	○
	染料中間体
	海防法

	45　アジピン酸ジー2ーエチルヘキシル
	●
	プラスチックの可塑剤
	海防法

	46　ベンゾフェノン
	○
	医療品合成原料、保香剤等
	

	47　4-ニトロトルエン
	●
	2.4ジニトロトルエンなどの中間体
	海防法

	48　オクタクロロスチレン
	
	（有機塩素系化合物の副生成物）
	

	49　アルディカーブ
	
	殺虫剤
	わが国では未登録

	50　ベノミル
	
	殺菌剤
	登録

	51　キーポン（クロルデコン）
	
	殺虫剤
	わが国では未登録

	52　マンゼブ（マンコゼブ）
	
	殺菌剤
	登録

	53　マンネブ
	
	殺菌剤
	登録

	54　メチラム
	
	殺菌剤
	７５年失効

	55　メトリブジン
	
	除草剤
	登録、食品衛生法

	56　シペルメトリン
	
	殺虫剤
	登録、毒劇法、食品衛生法

	57　エスフェンバレレート
	
	殺虫剤
	登録、毒劇法

	58　フェンバレレート
	
	殺虫剤
	登録、毒劇法、食品衛生法

	59　ペルメトリン
	
	殺虫剤
	登録、食品衛生法

	60　ビンクロゾリン
	
	殺菌剤
	９８年失効

	61　ジネブ
	
	殺菌剤
	登録

	62　ジラム
	
	殺菌剤
	登録

	63　フタル酸ジペンチル
	
	
	わが国では生産されていない

	64　フタル酸ジヘキシル
	
	
	わが国では生産されていない

	65　フタル酸ジプロピル
	
	
	わが国では生産されていない

	66　スチレンの２及び３量体
	
	スチレン樹脂の未反応物
	スチレンモノマーは、海防法、毒劇法、悪臭防止法

	67　ｎーブチルベンゼン
	
	合成中間体、液晶製造用
	


備考（１）上記中の化学物質のほか、カドミウム、鉛、水銀も内分泌攪乱作用が疑われている。
（２）環境調査では、●は検出例のあるもの、○は未検出、印のないものは環境調査未実施。
　　（３）規制等の欄に記載した法律は、それらの法律上の規制等の対象であることを示す。化審法は「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」、大防法は「大気汚染防止法」、水濁法は「水質汚濁防止法」、海防法は「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律」、廃掃法は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、毒劇法は「毒物及び劇物取締法」、家庭用品法は「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」を意味する。地下水、土壌、水質の環境基準は、各々環境基本法に基づく「地下水の水質汚染に係る環境基準」「土壌の汚染に係る環境基準」「水質汚濁に係る環境基準」をさす。
　　（４）登録、失効、本邦未登録、土壌残留性農薬、作物残留性農薬、水質汚濁性農薬は農薬取締法に基づく。
　　（５）ＰＯＰｓは、「陸上活動からの海洋環境の保護に関する世界行動計画」において指定された残留性有機汚染物質である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境省

資料４ 足立区における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要領
（趣旨）
第１条　この要領は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号。以下「法」という。）第１０条第１項の規定に基づき、職員が法第７条に規定する事項に関し、適切に対応するために必要な事項を定めるものとする。
　（用語の定義）
第２条　この要綱において使用する用語は、法において使用する用語の例による。
（対象職員）
第３条　この要領の対象となる職員（以下「職員」という。）は、足立区に勤務するすべての常勤若しくは非常勤職員又は派遣社員等区に直接帰属しないが公務に携わる者とする。
　（委託先事業者に対する説明）
第４条　所属する部署において、その業務を委託する場合、当該部署に所属する職員は、委
託先事業者に対し、法及びこの要領の趣旨を説明し、障がい者に対し、委託先事業者の職員が足立区に勤務する職員と異なる対応を行わないよう注意するものとする。
（不当な差別的取扱いの禁止）
第５条　職員は、その事務の遂行に当たり、障がい者（法第２条第１項第１号に規定する障害者をいう。以下同じ。）に対し、その障がいを理由として（障がいに関連する事柄を理由とする場合も含む。）、障がい者でない者と比較して区別、排除、制限又は条件を付ける等の異なる取扱い（以下「不当な差別的取扱い」という。）をすることにより、障がい者の権利利益を侵害してはならない。
２　前項の場合において、当該取扱いが障がい者の事実上の平等を促進若しくは達成するために必要な特別なものである場合又は客観的に見て正当な目的のもとに行われたものであり、他に代わる手段がない等の止むを得ない場合においては、当該取り扱いは、不当な差別的取扱いに当たらないものとする。
（合理的配慮の提供）
第６条　職員は、その事務の遂行に当たり、障がい者、その家族又はその関係者（以下「障がい者等」という。）から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明（言語、筆談又は手話等のあらゆる手段によるものを含む。）があった場合、その実施に伴う負担が過重でないときは、当該障がい者の権利利益を侵害することにならないよう、当該障がい者の障がいの状況に応じて社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮（以下「合理的配慮」という。）の提供をしなければならない。
２　前項の規定に加え、職員は、障がい者等から社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明がない場合であっても、当該障がい者が社会的障壁の除去が必要だと明白な場合は、障がい者に適切と思われる配慮を提案する等自主的な対応を行うものとする。
３　職員は、合理的配慮の提供に当たり、次に掲げる事項に留意するものとする。
　（１）　本来の業務に付随するものに限られること。
　（２）　障がい者が障がい者でない者と同等の機会の提供を受けるためのものであること。
　（３）　事務又は事業の目的、内容、若しくは機能の本質的な変更には及ばないこと。
　（４）　事務又は事業への影響の度合い、実現可能性の程度、財政状況等を考慮してうえで過重な負担ではないこと。
４　職員は、前項に定める事項を考慮した結果、合理的配慮の提供が困難であると判断した場合、障がい者に対し、合理的配慮の提供が困難である旨の説明を行い、理解を得るように努めるものとする。
（管理監督者の責務）
第７条　職員のうち、管理監督者にあたる職責の者は、障がいを理由とする差別の解消を推進するため、障がい者に対し不当な差別的取扱いが行われないよう注意するとともに、障がい者に対し合理的配慮の提供がなされるよう努めなければならない。
（相談体制）
第８条　職員は、障がい者等から障がいを理由とする差別に係る相談に対し、当該相談内容に関係する部署（以下「関係部署」という。）と連携を図ったうえで適切に対応するものとする。
２　前項の規定に加え、福祉部障がい福祉課の職員は、関係部署の連携を可能とする体制の構築に努めるものとする。
（職員への研修・啓発）
第９条　区長は、障がいを理由とする差別を解消するため、職員に対し、必要な研修及び啓発を行うものとする。
２　職員は、障がいの特性やその状態に応じた配慮、社会的障壁の除去の必要性等に関する障がい理解に資する講演会や障がい者と接することが可能なイベント等に積極的に参加するよう努めるものとする。
（情報共有）
第１０条　職員は、障がい者に対する差別解消に当たり、足立区地域自立支援協議会設置要綱（２０足福セ発第７４８号）に基づき設置された足立区地域自立支援協議会において、相談事例に係る情報を互いに共有し、連携を図るものとする。
　　　付　則（２８足福障発第４１６号　平成２８年５月６日　福祉部長決定）
　この要領は、決定の日から施行し平成２８年４月１日から適用する。
資料５　令和５年度鋸南自然教室実施予定表
	　
	出発日
	　
	帰校日
	小学校名
	児童
	校長
保健
	教諭
	補助員
	計
	ﾊﾞｽ
台数

	
	4/17
	月
	～
	4/18
	火
	実地踏査
	　
	　
	
	　
	80 
	2 

	1
	5/15
	月
	～
	5/17
	水
	弘道第一小
	59 
	2 
	2 
	2 
	65 
	2 

	2
	5/17
	水
	～
	5/19
	金
	亀田小
	119 
	2 
	3 
	3 
	127 
	3 

	3
	5/22
	月
	～
	5/24
	水
	桜花小
	52 
	2 
	2 
	2 
	58 
	2 

	4
	5/22
	月
	～
	5/24
	水
	梅島第一小
	60 
	2 
	2 
	2 
	66 
	2 

	5
	5/24
	水
	～
	5/26
	金
	足立小
	102 
	2 
	3 
	3 
	110 
	3 

	6
	5/29
	月
	～
	5/31
	水
	保木間小
	51 
	2 
	2 
	2 
	57 
	2 

	7
	5/29
	月
	～
	5/31
	水
	花畑第一小
	74 
	2 
	2 
	2 
	80 
	2 

	8
	5/31
	水
	～
	6/2
	金
	皿沼小
	59 
	2 
	2 
	2 
	65 
	2 

	9
	5/31
	水
	～
	6/2
	金
	中川北小
	70 
	2 
	2 
	2 
	76 
	2 

	10
	6/5
	月
	～
	6/7
	水
	中島根小
	66 
	2 
	2 
	2 
	72 
	2 

	11
	6/5
	月
	～
	6/7
	水
	加平小
	83 
	2 
	3 
	3 
	91 
	3 

	12
	6/7
	水
	～
	6/9
	金
	花畑小
	60 
	2 
	2 
	2 
	66 
	2 

	13
	6/7
	水
	～
	6/9
	金
	島根小
	94 
	2 
	3 
	3 
	102 
	3 

	14
	6/12
	月
	～
	6/14
	水
	西新井第二小
	60 
	2 
	2 
	2 
	66 
	2 

	15
	6/12
	月
	～
	6/14
	水
	寺地小
	68 
	2 
	2 
	2 
	74 
	2 

	16
	6/14
	水
	～
	6/16
	金
	西新井第一小
	61 
	2 
	2 
	2 
	67 
	2 

	17
	6/14
	水
	～
	6/16
	金
	古千谷小
	86 
	2 
	3 
	3 
	94 
	3 

	18
	6/19
	月
	～
	6/21
	水
	東栗原小
	70 
	2 
	2 
	2 
	76 
	2 

	19
	6/19
	月
	～
	6/21
	水
	辰沼小
	85 
	2 
	3 
	3 
	93 
	3 

	20
	6/21
	水
	～
	6/23
	金
	新田小
	190 
	2 
	5 
	5 
	202 
	5 

	21
	7/3
	月
	～
	7/5
	水
	北三谷小
	50 
	2 
	2 
	2 
	56 
	2 

	22
	7/3
	月
	～
	7/5
	水
	江北小
	92 
	2 
	3 
	3 
	100 
	3 

	23
	7/5
	水
	～
	7/7
	金
	扇小
	49 
	2 
	2 
	2 
	55 
	2 

	24
	7/5
	水
	～
	7/7
	金
	平野小
	86 
	2 
	3 
	3 
	94 
	3 

	25
	7/10
	月
	～
	7/12
	水
	花畑西小
	49 
	2 
	2 
	2 
	55 
	2 

	26
	7/10
	月
	～
	7/12
	水
	渕江第一小
	90 
	2 
	3 
	3 
	98 
	3 

	27
	7/12
	水
	～
	7/14
	金
	綾瀬小
	130 
	2 
	4 
	4 
	140 
	4 

	28
	9/4
	月
	～
	9/6
	水
	本木小
	65 
	2 
	2 
	2 
	71 
	2 

	29
	9/4
	月
	～
	9/6
	水
	宮城小
	82 
	2 
	3 
	3 
	90 
	3 

	30
	9/6
	水
	～
	9/8
	金
	竹の塚小
	57 
	2 
	2 
	2 
	63 
	2 

	31
	9/6
	水
	～
	9/8
	金
	花保小
	72 
	2 
	2 
	2 
	78 
	2 

	32
	9/11
	月
	～
	9/13
	水
	東加平小
	104 
	2 
	3 
	3 
	112 
	3 

	33
	9/11
	月
	～
	9/13
	水
	長門小
	43 
	2 
	2 
	2 
	49 
	2 

	34
	9/13
	水
	～
	9/15
	金
	栗島小
	58 
	2 
	2 
	2 
	64 
	2 

	35
	9/13
	水
	～
	9/15
	金
	梅島小
	96 
	2 
	3 
	3 
	104 
	3 


	36
	9/18
	月
	～
	9/20
	水
	西伊興小
	102 
	2 
	3 
	3 
	110 
	3 

	37
	9/20
	水
	～
	9/22
	金
	足立入谷小
	19 
	2 
	1 
	1 
	23 
	1 

	38
	9/20
	水
	～
	9/22
	金
	東伊興小
	104 
	2 
	3 
	3 
	112 
	3 

	39
	9/25
	月
	～
	9/27
	水
	鹿浜未来小
	61 
	2 
	2 
	2 
	67 
	2 

	40
	9/25
	月
	～
	9/27
	水
	六木小
	71 
	2 
	2 
	2 
	77 
	2 

	41
	9/27
	水
	～
	9/29
	金
	弘道小
	46 
	2 
	2 
	2 
	52 
	2 

	42
	9/27
	水
	～
	9/29
	金
	千寿常東小
	90 
	2 
	3 
	3 
	98 
	3 

	43
	10/2
	月
	～
	10/4
	水
	西保木間小
	33 
	2 
	1 
	1 
	37 
	1 

	44
	10/2
	月
	～
	10/4
	水
	弥生小
	98 
	2 
	3 
	3 
	106 
	3 

	45
	10/11
	水
	～
	10/13
	金
	梅島第二小
	48 
	2 
	2 
	2 
	54 
	2 

	46
	10/11
	水
	～
	10/13
	金
	東綾瀬小
	87 
	2 
	3 
	3 
	95 
	3 

	47
	10/16
	月
	～
	10/18
	水
	千寿双葉小
	77 
	2 
	2 
	2 
	83 
	2 

	48
	10/16
	月
	～
	10/18
	水
	舎人第一小
	84 
	2 
	3 
	3 
	92 
	3 

	49
	10/18
	水
	～
	10/20
	金
	千寿本町小
	60 
	2 
	2 
	2 
	66 
	2 

	50
	10/18
	水
	～
	10/20
	金
	鹿浜第一小
	79 
	2 
	2 
	2 
	85 
	2 

	51
	10/23
	月
	～
	10/25
	水
	関原小
	69 
	2 
	2 
	2 
	75 
	2 

	52
	10/23
	月
	～
	10/25
	水
	千寿桜小
	86 
	2 
	3 
	3 
	94 
	3 

	53
	10/25
	水
	～
	10/27
	金
	青井小
	54 
	2 
	2 
	2 
	60 
	2 

	54
	10/25
	水
	～
	10/27
	金
	栗原北小
	63 
	2 
	2 
	2 
	69 
	2 

	55
	10/30
	月
	～
	11/1
	水
	伊興小
	114 
	2 
	3 
	3 
	122 
	3 

	56
	11/6
	月
	～
	11/8
	水
	渕江小
	63 
	2 
	2 
	2 
	69 
	2 

	57
	11/6
	月
	～
	11/8
	水
	千寿第八小
	81 
	2 
	3 
	3 
	89 
	3 

	58
	11/8
	水
	～
	11/10
	金
	大谷田小
	40 
	2 
	1 
	1 
	44 
	1 

	59
	11/8
	水
	～
	11/10
	金
	東渕江小
	92 
	2 
	3 
	3 
	100 
	3 

	60
	11/13
	月
	～
	11/15
	水
	栗原小
	56 
	2 
	2 
	2 
	62 
	2 

	61
	11/13
	月
	～
	11/15
	水
	西新井小
	89 
	2 
	3 
	3 
	97 
	3 

	62
	11/15
	水
	～
	11/17
	金
	興本小
	64 
	2 
	2 
	2 
	70 
	2 

	63
	11/15
	水
	～
	11/17
	金
	中川小
	57 
	2 
	2 
	2 
	63 
	2 

	64
	11/20
	月
	～
	11/22
	水
	中川東小
	51 
	2 
	2 
	2 
	57 
	2 

	65
	11/20
	月
	～
	11/22
	水
	鹿浜五色桜小
	81 
	2 
	3 
	3 
	89 
	3 

	66
	11/29
	水
	～
	12/1
	金
	千寿小
	146 
	2 
	4 
	4 
	156 
	4 

	67
	12/6
	水
	～
	12/8
	金
	舎人小
	95 
	2 
	3 
	3 
	103 
	3 

	合　計
　
　
　
　
　
	5,052 
	134 
	163 
	163 
	5,512 
	163 

	　
	6/26
	月
	～
	6/28
	水
	中学校特別支援学級
	　
	　
	　
	　
	　

	
	6/28
	水
	～
	6/30
	金
	中学校特別支援学級
	
	
	
	
	

	
	7/7
	金
	～
	7/8
	土
	第四中夜間学級
	
	
	
	
	


※感染症の拡大状況等により、変更の可能性あり。その都度連絡する。
第８章　設備一覧
１　主要機器一覧
	名　　称
	機　器　容　量　等
	数量
	設置階

	1　自家用電気工作物
	受変電設備
	一式
	Ｂ１

	
	配電設備
	一式
	

	2　配電盤設備
	動力制御盤
	一式
	各階

	
	電灯分電盤
	一式
	

	3　発電機設備
	ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ出力150KVA
	一式
	Ｂ１

	
	燃料小出槽　 1950㍑
	一式
	

	
	冷却水槽　　　500㍑
	一式
	

	
	電源切替盤
	一式
	

	4　蓄電池設備
	200AH　54ｾﾙ
	一式
	Ｂ１

	5　電話設備
	電子交換機（自立ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ型）
	一式
	１Ｆ

	
	多機能・宿泊電話、
	一式
	各階

	
	携帯無線電話
	
	

	6　照明設備
	誘導等、非常灯、一般照明
	一式
	各階

	7　放送設備
	非常放送（業務兼用）240W*2+60W
	一式
	各階

	
	ローカル放送
	
	

	
	1階　食堂/ロビー　120W
	
	

	
	2階　研修室　　　120W
	
	

	
	3階　体育館　　　(100W*4)*2
	
	

	
	宿泊用　　　　　　360W+120W*2
	
	

	8　電気時計設備
	親時計（壁掛4回線）、小時計、ホール時計
	一式
	１Ｆ

	9　インターホン設備
	相互式インターホン（保守用）
	一式
	機械室

	
	親子式インターホン（玄関呼出）
	一式
	１Ｆ

	10　テレビ共聴設備
	VHF、UHF、BS
	一式
	各階

	11　自動火災報知設備
	防災監視盤　　Ｐ型１級　40回線
	一式
	１Ｆ

	
	　　　　　　　固有信号　40回線
　　　　　　　防排煙　　20回線
　　　　　　　諸表示　　10回線
　　　　　　　ガス漏れ 　5回線
	
	

	
	副受信機　　　60回線
	一式
	１Ｆ

	
	感知器
	一式
	各階

	12　避雷針設備
	突針（JIS中型）棟上導体
	一式
	屋上

	13　昇降設備
	エレベーター
可変電圧可変周波数制御方式
	一式
	Ｂ１

	
	　5.1KW　750ｋｇ　定員11名
	
	

	
	ダムウェーター
	一式
	１Ｆ

	
	　インバータ速度制御方式
	
	

	
	　2.2KW　500kg
	
	

	14　調光設備
	調光装置盤　単相三線式　210V/105V
	一式
	３Ｆ

	
	　　　　　　主幹3P　　225AF/225AT
	
	

	
	　　　　　　調光回路　白熱灯
	
	

	15　吊り物設備
	吊り物設備制御盤　三相三線式　220V
	一式
	３F

	
	電動機　1.5KW　0.75KW　
	
	

	16　ＡＶ設備
	（映像機器収納ラック）
VTR、ﾓﾆﾀｰTV　U/V・BSﾁｭｰﾅｰ　他
	一式
	研修室


２　電気設備仕様一覧
	１　受電設備　　内山電気工業（株）
　　電気方式　一次側　交流　三相三線式　6.6KV　50HZ

　　　　　　　二次側　交流　三相三線式　220V　 50HZ
　　　　　　　　　　　交流　単相三線式　210V/105V  50HZ

　　引込工事　高圧負荷開閉器　PASｽﾃﾝﾚｽ　7.2KV　300A

　　　　　　　地絡方向継電器　SOG

　　　　　　　避雷器　8.4KV

　　　　　　　6.6KV　CVT　60°地中埋設
　　高低圧配電盤　　高圧受電盤　１面
　　（開放型配電盤）真空遮断器　VCB　7.2KV　600A　12.5KA

　　　　　　　　　　低圧電灯盤　３面
　　　　　　　　　　低圧動力盤　２面
　　　　　　　　　　低圧非常電灯動力盤　１面
　　変圧器（三菱）　単相100KVA（油入）３台ﾀﾞｲﾔﾙ温度計、防振ｺﾞﾑ
　　　　　　　　　　三相300KVA（油入）２台ﾀﾞｲﾔﾙ温度計、防振ｺﾞﾑ
　　　　　　　　　　ｽｺｯﾄﾄﾗﾝｽ　30KVA　１台　ﾀﾞｲﾔﾙ温度計、防振ｺﾞﾑ
　　高圧進相ｺﾝﾃﾞﾝｻ
　　　　　（三菱）　三相　6.6KV　30KVAR（油入自冷式）　４台
　　高圧直列ﾘｱｸﾄﾙ
　　　　　（三菱）　三相　6.6KV　1.8KVAR（油入）　４台
　　真空電磁接触器
　　（VCS）（三菱）　三相　6.6KV　200A　電動　４台
　　高圧交流負荷
　　開閉器（LBS）（三菱）　三相　7.2KV　200A　５台


	２　発電機設備　　ヤンマーディーゼル（株）
　　　　　発電機　形式　屋内低騒音パッケージ形発電機（消防認定品）
　　　　　　　　　電気方式　低圧交流　三相三線式200V　50HZ

　　　　　　　　　出力　　　150KVA

　　　　　　　　　回転数　　1500RPM

　　　　　原動機（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ）
　　　　　　　　　形式　立形水冷　４ｻｲｸﾙ
　　　　　　　　　定格出力　200PS　以上
　　　　　　　　　水冷方式　放水式
　　　　　　　　　始動方式　電気始動式
　　　　　　　　　燃料　　　Ａ重油
　　自動始動発電機盤　形式　屋内自立型　３面
　　　　　　　　　　　　　　発電機自動始動盤　１面
　　　　　　　　　　　　　　非常用電源切替盤　１面
　　　　　　　　　　　　　　一般電源切替盤　　１面
　　始動用バッテリー盤　形式　屋内自立型　１面
　　　　　　　　　　　　容量　ＨＳ　200AH

　　その他　燃料小出槽　1950㍑　冷却水減圧水槽　500㍑



	３　直流電源装置　　日本電池（株）
　　　蓄電池　種　別　　シール形ペースト式鉛蓄電池
　　　　　　　形　式　　ＨＳ　200E

　　　　　　　容　量　　200AH

　　　　　　　セル数　　54ｾﾙ　（2V　電池　54個）
　　　　　　　公称電圧　108V

　　　　　　　据付方式　ｽﾁｰﾙﾗｯｸ　方式　14ｾﾙ並　２段２列
　　　整流器　品　名　　自動定電圧装置付サイリスタ式
　　　　　　　整流方式　三相全波整流
　　　　　　　冷却方式　自冷方式
　　　　　　　交流入力　三相三線式　200Vﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ 10％　50Hz

　　　　　　　　　　　　入力容量　6.5KVA

　　　　　　　直流出力　浮動充電電圧　117.7V

　　　　　　　　　　　　均等回複電圧　124.2V

　　　　　　　　　　　　定格電圧　30A

　　　　　　　　　　　　効率　80％以上
　　　　　　　　　　　　力率　70％以上
　　　　　　　電気方式　直流二線式　100V



	４　動力設備　　（株）宮城電気製作所
　　　　　　　電気方式　幹線　三相三線式　220V　50HZ

　　　　　　　　　　　　分岐　三相三線式　220V　50HZ

　　　　　　　電動機の接地　接線の設置
　　　　　　　制御盤　　屋内　10面　屋外　 5面


	５　電灯設備　　（株）宮城電気製作所
　　　　　　　電気方式　幹線　単相三線式　210V/105V 50HZ

　　　　　　　　　　　　　　　直流二線式　100V

　　　　　　　　　　　　分岐　単相三線式　210V/105V 50HZ

　　　　　　　　　　　　　　　直流二線式　100V

　　　　　　　配線器具　ｽｲｯﾁ　　ﾌﾙｶﾗｰ　連用埋込型
　　　　　　　　　　　　ｺﾝｾﾝﾄ　 壁取付け埋込型
　　　　　　　　　　　　　　　　15A 形は連用とする
　　　　　　　　　　　　　　　　ﾊｲﾃｲｼｮﾝ ｱｯﾌﾟ式
　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌﾛｱｰﾎﾞｯｸｽｶﾊﾞｰ　水平高低調整式
　　　　　　　分電盤　　屋内11面　　屋外１面
　　　　　　　非常照明器具　　電源別置型
　　　　　　　消防用照明器具　電池内蔵型


	６　電話設備　岩崎通信機
　　　　　　　方　式　　　局線８、内線124、ページング８
　　　　　　　　　　　　　屋外電話無線基地局８、ﾃﾞｼﾞﾀﾙPBX方式
　　　　　　　端子盤　　　ＮＴＴ規格に準じる
　　　　　　　保安器箱　　ＮＴＴ規格に準じる
　　　　　　　電線ｹｰﾌﾞﾙ 　TIVFケーブル
　　　　　　　ﾌﾛｱｰﾌﾟﾚｰﾄ 　ﾛｰﾃｨｰｼｮﾝｱｳﾄﾚｯﾄ
　　　　　　　ﾌﾛｱｰﾎﾞｯｸｽ 　水平高低調整式
　　　　　　　カバー
　　　　　　　電子交換機　　　　１台　　宿泊用電話機　　73台
　　　　　　　通話料金管理装置　１台　　屋外用基地局　　２台
　　　　　　　料金打出専用ﾌﾟﾘﾝﾀ １台　　屋外携帯無線電話２台
　　　　　　　多機能電話機　　　３台


	７　放送設備　ＴＯＡ（株）
　　非常放送設備　電源電圧　　　　AC/GC　100V　50HZ

　　　　　　　　　定格出力　　　　240W*2+60W
　　　　　　　　　出力回線数　　　30回線＋一斉（業務放送兼用）
　　　　　　　　　非常電源　　　　ﾆｯｹﾙｶﾄﾞﾆｭｳﾑ蓄電池 DC24V

　　　　　　　　　ﾗｼﾞｵ受信部　　　AM:530～1605KHZ

　　　　　　　　　　　　　　　　　FM:76～90MHZ

　　　　　　　　　構造　　　　　　ﾛｯｶｰ型（総合監視盤内組込み）
　　ローカル放送　宿泊用　電源電圧　AC/GC　100V　50HZ

　　　　　　　　　　　　　定格出力　360W+120W*2
　　　　　　　　　　　　　ﾘﾓｺﾝﾏｲｸ　 10回線*4
　　　　　　　　　　　　　構造　　ﾛｯｶｰ型（総合監視盤内組込み）
　　　　　　　　　体育館　電源電圧　AC　100V　50HZ　容量3KW

　　　　　　　　　　　　　定格出力　400W*2+200W*2+100W*2

　　　　　　　　　　　　　ｺﾝｾﾝﾄ盤　 （100W*4）*2
　　　　　　　　　　　　　ｽﾋﾟｰｶｰ　　ﾒｲﾝｽﾋﾟｰｶｰ　60W*2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘｱｽﾋﾟｰｶｰ　 60W*2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動用ｽﾋﾟｰｶｰ 360W*2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　はね返りｽﾋﾟｰｶｰ 260W*2

　　　　　　　　　　　　　その他　　ﾐｷｻｰﾜｺﾞﾝ一式
　　　　　　　　　多目的ｸﾞﾗﾝﾄﾞ　電源電圧　AC　100V　50HZ

　　　　　　　　　野外ｽﾃｰｼﾞ兼用 　定格出力　160W

　　　　　　　　　　　　　　　　 ｽﾋﾟｰｶｰ16㌢ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽﾋﾟｰｶｰ*6可搬型
　　　　　　　　　研修室及び　 移動用ｽﾋﾟｰｶｰ
食堂･ﾛﾋﾞｰ　　電源電圧　AC　100V　50HZ

　　　　　　　　　　　　　　　 定格出力　　120W　可搬型
　　　　　　　　　　　　　　　 天井ｽﾋﾟｰｶｰ　ﾛﾋﾞｰ 120W*6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 研修室　30W*4

　　　　　　　　　　　　　　　 その他　　　ﾐｷｻｰﾜｺﾞﾝ一式


	８　電気時計設備　　（株）Ｔ・Ｉ・Ｃシチズン
　　親時計　　出力回線数　４回線　壁掛け型　総合監視盤内組込み
　　　　　　　停電電源　　密閉型ﾆｯｹﾙｶﾄﾞﾐｭｳﾑ蓄電池DC24V（内装）
　　　　　　　その他　　　ﾗｼﾞｵｺﾝﾄﾛｰﾙ付

　　
小時計　　動作　DC24V　有極30秒運計

太陽電池時計　動作　DC3.6V　有極30秒運


	９　インターホン設備　　アイホン（株）
　　　保守用　相互式ｲﾝﾀｰﾎﾝ　親機12局　小機９台
　　　ﾄﾞｱﾎﾝ 　親子式　２組
　　　高出力ｲﾝﾀｰﾎﾝ　親機　出力10W　交互通話方式
　　　　　　　　　　小機　出力２W　交互通話方式


	10　身障者呼出し装置　　アイホン（株）
　　主表示板　電源　AC100V　（壁掛け）　窓数　4L

　　副表示板　窓数　4L（壁掛け）
　　その他　　廊下表示灯、呼出し押しﾎﾞﾀﾝ、復旧ﾎﾞﾀﾝ


	11　テレビ共聴設備　ＤＸアンテナ（株）
　　ｱﾝﾃﾅ　　UHF20 素子　ｺﾞｰｽﾄｷｯｶSUS

　　　　　　VHF（ハイ）８素子　ｺﾞｰｽﾄｷｯｶSUS

　　　　　　VHF（ロー）５素子　ｺﾞｰｽﾄｷｯｶSUS

　　　　　　BS　ﾊﾟﾗﾎﾞﾗ　900　φ
　　ｹｰﾌﾞﾙ 　低損失同軸ｹｰﾌﾞﾙ


	12　火災報知設備　　ホーチキ（株）
　　火災受信機　Ｐ型１級　40回線（蓄積式）総合監視盤組込み
　　　　　　　　固有信号受信回線　40回線　（数字表示）
　　　　　　　　予備電源　DC24V　3.5AH

　　副受信機　　60回線 DC24V（全表示）
　　総合盤　　　補助散水栓箱組込み型
　　SPﾎﾟﾝﾌﾟ起動 発信機による連動


	13　ガス漏れ警報設備　　ホーチキ（株）
　　受信機　Ｇ型Ｐ伝送方式　総合監視盤組込み
　　　　　　５回線　DC28V　3A



	14　防排煙設備　　ホーチキ（株）
　　連動操作盤　20回線（蓄積式）総合監視盤組込み
　　　　　　　　防煙ﾀﾞﾝﾊﾟｰ、防火戸、防火ｼｬｯﾀｰ、防煙たれ壁


	15　避雷針設備　　（株）村田電気製作所
　　方式　棟上げ導体　SUS　4t*25　突針　側壁型JIS中型
　　　　　ﾎﾞｰﾙ SUS 4.5m　SUSﾌｧｻｰﾄﾞ（建築工事）代用
　　導線　鬼より線　２φ＊１３燃
　　設置板　銅板　900*900*1.5t

　　補助棒　銅棒　10φ*1500


	16　吊り物設備　　（株）榊原創美
　　吊り物制御盤　自立型　入力電源　三相三線式AC.220V.50HZ

　　美術ﾊﾞﾄﾝ用ｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝﾗｲﾄ
　　　　　　　　　電動機　三相　200V　0.75KW　２台
　　　　　　　　　電動機　三相　200V　1.5KW 　１台
　　その他　　　　吊り物設備操作盤（壁掛型）　１面
　　　　　　　　　ﾊﾞﾄﾝ　 9500L*42.7φ*3本



	17　昇降設備　　三菱電機（株）


	　　ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 　制御方式　可変電圧可変周波数制御方式
　　　　　　　用途　　　乗用（兼用：車いす）
　　　　　　　監視　　　簡易式　総合監視盤組込み
　　　　　　　操作方式　乗合全自動方式
　　　　　　　積載荷重　750Kg　定員11名
　　　　　　　電源　　　AC三相　200V　50HZ

　　　　　　　電動機　　22KW　速度　　　60m/min

　　　　　　　ｶｺﾞ内法　 間口1400mm　高さ2300mm

　　　　　　　その他　　車いす、視覚障害者仕様、停電時自動着床装置
　　　　　　　　　　　　 火災時管制運転、地震時管制運転、冠水時制御　運転
　　ﾀﾞﾑｳｪｰﾀｰ　制御方式　　ｲﾝﾊﾞｰﾀ速度制御方式
　　　　　　　客量　500kg　　速度　15m/min

　　　　　　　電源　　　三相　200V　50HZ

　　　　　　　電動機　　2.2KW

　　　　　　　操作方式　相互階操作方式


	18　調光設備　　松下電工（株）
　　調光装置本体　ﾀｲﾌﾟ　自立型
　　　　　　　　　入力電源　単相三線式　AC210V/105V

　　　　　　　　　入力主幹　3P　225AF／225AT

　　　　　　　　　調光ﾀｲﾌﾟ　白熱灯
　　　　　　　　　演出用調光出力回路
　　　　　　　　　　　　　　　52000W（1L.100V.20A0）18回路
　　　　　　　　　客用調光出力回路
　　　　　　　　　　　　　　　14000W（1L.100V.20A）８回路
　　　　　　　　　演出用出力回路　16000W　直8　回路
その他　照明操作卓　卓上型（専用置台付）ﾛﾋﾞｰ.体育館兼用
　　　　　　袖操作部　ﾌﾟﾚｰﾄ型　２枚　　ｺﾈｸﾀｰﾌﾟﾚｰﾄ型　３面
　　　　　　照明　ﾊﾛｹﾞﾝ1000W（平凸ﾚﾝｽﾞｽﾎﾟｯﾄﾗｲﾄ）
　　　　　　　　　　ﾊﾛｹﾞﾝ1000W（ﾌﾚﾈﾙﾚﾝｽﾞｽﾎﾟｯﾄﾗｲﾄ）


３　機械設備仕様一覧
	番号
	機器の名称（会社名）
	機　器　の　仕　様
	設置場所
	台　数

	１
	一次受水槽
	FRP製ﾊﾟﾈﾙﾀﾝｸ　単板　中仕切　有効容量　40m3　寸法4500*4000*2500h
	屋外受水槽
	１基

	２
	二次受水槽
	FRP製ﾊﾟﾈﾙﾀﾝｸ　単板　中仕切　有効容量　20m3　寸法4000*3000*2000h
	地下受水槽
	１基

	３
	高置水槽
	FRP製ﾊﾟﾈﾙﾀﾝｸ　複合板　有効容量　10m3　寸法3000*2000*2000h　鉄骨台4.5H
	屋上
	１基

	４
	一次揚水ポンプ
	ｽﾃﾝﾚｽ製渦巻型　80φ*5段*520L/min*65m*11kw
	屋外受水槽
	２台

	５
	二次揚水ポンプ
	ｽﾃﾝﾚｽ製渦巻型　80φ*4段*520L/min*40m*7.5kw　ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ防振装置
	地下受水槽
	２台

	６
	加圧給水ポンプユニット
	中水用ｽﾃﾝﾚｽ製渦巻型32*280L/min*30m*2.2kw*2台自動交互圧力ﾀﾝｸ20L
	地下受水槽
	１台

	７
	スプリンクラーポンプユニット
	150φ*1800L/min*75m*37kw　呼水槽圧力ﾀﾝｸ制御盤付
	地下ﾎﾟﾝﾌﾟ室
	１台

	８
	排水ポンプ
	水中雑排水ﾎﾟﾝﾌﾟ　50φ*100L/min*13m*1.5kw
	雑排水槽
	２台

	９
	　〃
	水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟ　80φ*670L/min*13m*3.7kw
	雨水槽
	２台

	１０
	　〃
	水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟ　80φ*500L/min*13m*2.2kw　　　　　ﾄﾞﾗｲｴﾘｱ
	雨水槽
	２台

	１１
	　〃
	水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟ　40φ*50L/min*7m*0.25kw
	湧水槽
	２台

	１２
	　〃
	水中汚水ﾎﾟﾝﾌﾟ
	湧水槽
	１台

	１３
	　〃
	汚物ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ水中ﾎﾟﾝﾌﾟ　65φ*150L/min*25m*11kw
	屋外汚水槽
	２台

	１４
	　〃
	汚物ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ水中ﾎﾟﾝﾌﾟ　65φ*150L/min*　m*　kw
	屋外汚水槽
	２台

	１５
	　〃
	汚物ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ水中ﾎﾟﾝﾌﾟ　65φ*300L/min*13m*1.5kw
	排気ﾋﾞｯﾄ
	１台

	１６
	汚水排水槽
	FRP製容量3.0m3　寸法2400*1400*1550H
	屋外
	３箇所

	１７
	給湯温水機
	鑄鉄製無圧開放式温水ﾋｰﾀｰ特A重油焚定格出力370000kcal燃焼量50.4L/H
	地下機械室
	２台

	１８
	瞬間湯沸器
	LPG焚給湯器　給湯能力73000kcal/H　55号相当
	１階ﾎﾞｲﾗｰ室
	１台

	１９
	貯湯式電気湯沸器
	壁掛型　貯湯量30L　ﾎﾞｲﾘﾝｸﾞ仕様　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾀｲﾏｰ付
	１階湯沸室
	１台

	２０
	貯湯槽
	ｽﾃﾝﾚｽｸﾗｯﾄﾞ鋼板製外部電源防食装置付　容量6000L　寸法1800Φ*2200H
	地下機械室
	２台

	２１
	給油循環ポンプ
	加熱系ﾗｲﾝﾎﾟﾝﾌﾟ　ｽﾃﾝﾚｽ　40φ*110L/min*6m*0.4kw
	地下機械室
	２台

	２２
	給油循環ポンプ
	3.4階系ﾗｲﾝﾎﾟﾝﾌﾟ　ｽﾃﾝﾚｽ　32φ*20L/min*10m*0.25kw
	地下機械室
	２台

	２３
	　〃
	厨房系ﾗｲﾝﾎﾟﾝﾌﾟ　ｽﾃﾝﾚｽ　25φ* 5L/min* 4m*0.15kw
	地下機械室
	２台

	２４
	　〃
	ﾗｲﾝﾎﾟﾝﾌﾟ　ｽﾃﾝﾚｽ　25φ*10L/min* 6m*0.15kw
	地下機械室
	２台

	２５
	膨張タンク
	ｽﾃﾝﾚｽ製床置型　ﾀﾝｸ容量1395L　寸法900φ*2400H
	地下機械室
	１台

	２６
	給油サプライヘッダー
	内外面ﾅｲﾛﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞ鋼管　寸法150φ*2000L
	地下機械室
	１台

	２７
	給油レタンヘッダー
	内外面ﾅｲﾛﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞ鋼管　寸法150φ*1350L
	地下機械室
	１台

	２８
	瞬間湯沸器
	屋外壁掛型　給油能力27000Kcal/H　16号　LPG焚
	１階　屋外
	１台

	２９
	給湯湯沸設備
	屋外設置型　給湯能力 91.9kw LPG焚
	１階　屋外
	２台

	３０
	給油温水器
	ｼｬﾜｰ室用鋼板製無圧缶水式潜熱回収型　屋外設置型　LPG焚　定格出力290000
	１階　屋外
	１台

	３１
	給油循環ポンプ
	ﾗｲﾝﾎﾟﾝﾌﾟ　ｽﾃﾝﾚｽ屋外型　25φ*5L/min*10m*0.25kw
	屋上
	２台

	３２
	焼却炉
	動集塵強制加熱式　屋外設置型　能力100kg/h　ｵｲﾙﾀﾝｸ付　灯油焚
	屋外
	１台

	３３
	吸収式冷温水機　120RT
	A重油焚冷凍能力360000Kcal/H　加熱能力314000Kcal/H　冷温水量1200L/min

冷水入口7度　出口12度　温水入口37.5度　出口32度
冷却水量2300L/min　入口32度　出口37.5度
	地下機械室
	２台

	３４
	冷却塔
	開放式低騒音型　冷却能力882.6kW　冷却水量2300L/min　入口37.5度
	屋上
	２台

	３５
	空気調和機　ラウンジ系
	ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ立型　冷房能力49000Kcal/H　暖房能力49800Kcal/H

7800m3/H*45mmAq　外気量1800m3/H　高圧水加湿
	１階機械室
	１台

	３６
	オイルタンク
	鋼板製地下ﾋﾟｯﾄ式　容量8000L　特A重油
	屋外
	１基

	３７
	オイルサービスタンク
	鋼板製　容量300L　600*650*850H　架台1500H
	地下ﾎﾟﾝﾌﾟ室
	

	３８
	オイルポンプ
	送油用ｵｲﾙｷﾞｱﾎﾟﾝﾌﾟ　20φ*9L/min*6mmAq*0.2KW
	地下ﾎﾟﾝﾌﾟ室
	２台

	３９
	　〃
	返油用ｵｲﾙｷﾞｱﾎﾟﾝﾌﾟ　20φ*9L/min*6mmAq*0.2KW
	地下ﾎﾟﾝﾌﾟ室
	２台

	４０
	一次冷温水サプライヘッター
	鋼管製　溶融亜鉛ﾒｯｷ　寸法200φ*3800L　型鋼製架台
	地下機械室
	１基

	４１
	ニ次冷温水サプライヘッター
	鋼管製　溶融亜鉛ﾒｯｷ　寸法250φ*3000L　型鋼製架台
	地下機械室
	１基

	４２
	一次冷温水レターンヘッダー
	鋼管製　溶融亜鉛ﾒｯｷ　寸法200φ*2700L　型鋼製架台
	地下機械室
	１基

	４３
	ニ次冷温水レターンヘッダー
	鋼管製　溶融亜鉛ﾒｯｷ　寸法250φ*2100L　型鋼製架台
	地下機械室
	１基

	４４
	膨張タンク
	ｽﾃﾝﾚｽ　容量500L　寸法1000*1000*1000H　架台1500H
	屋上
	１基

	４５
	空気調和機ロビー系
	ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ　冷房能力45000KCaL/H　暖房能力40700Kcal/H

6100m3/H*45mmAq　外気量2250/H　冷温水量165L/min
	中　３階
機械室
	１台

	４６
	　〃　　　食堂系
	ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ　冷房能力152000KCaL/H　暖房能力126000Kcal/H

12200m3/H*40mmAq　外気量8800m3/H　冷温水量135L/min
	中　２階
機械室
	１台

	４７
	　〃　　　　〃　
	ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ　冷房専用冷房能力87500KCaL/H　7000/H*45mmAq　冷水量295L/min
	地下機械室
	２台

	４８
	　〃　　　厨房系
	ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ　天吊型　全外気　冷房能力65000KCaL/H　暖房能力1040000Kcal/H

11400m3/H*45mmAq　冷温水量220L/min　高圧水加湿
	１階
厨房天井内
	１台

	４９
	一次冷温水ポンプ
	ｽﾃﾝﾚｽ渦巻型　100φ*1200L/min*20mmAq*11kw
	地下機械室
	２台

	５０
	ニ次冷温水ポンプ
	ｽﾃﾝﾚｽ渦巻型　 80φ*800L/min*35mmAq*11kw
	地下機械室
	３台

	５１
	冷却水ポンプ
	ｽﾃﾝﾚｽ渦巻型　125φ*2300L/min*25mmAq*18.5kw
	地下機械室
	２台

	５２
	薬液注入装置
	冷却塔用　防錆剤ﾀﾝｸ50L　殺藻剤ﾀﾝｸ50L　ﾎﾟﾝﾌﾟ30CC/min*7kg/cm2*0.1kw
	屋上
	２台

	５３
	ファンコイルユニット
	天吊ｶｾｯﾄﾀｲﾌﾟ600型　冷房能力　顕熱3090Kcal/H　全熱3940KcaL/H

暖房能力5760Cal/H　冷温水量15L/min　ﾌｨﾙﾀｰ1φ100V　110VA
	各所
	64台

	５４
	　〃
	天吊ｶｾｯﾄﾀｲﾌﾟ800型　冷房能力　顕熱4120Kcal/H　全熱5250KcaL/H

暖房能力7670Cal/H　冷温水量20L/min　ﾌｨﾙﾀｰ1φ100V　160VA
	各所
	８台

	５５
	空冷ヒートポンプマルチ空調機
	会議室系統　屋外機10HP　冷房能力28.0kW　暖房能力31.5kW

圧縮機3φ*200V*6.2kW　送風機3φ*200V*0.41kW
	屋上
	１台

	５６
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.25HP　冷房能力3.6kW　暖房能力4.0kW

送風機1φ*200V*53W　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	会議室１
	２台

	５７
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.25HP　冷房能力3.6kW　暖房能力4.0kW

送風機1φ*200V*53W　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	会議室２
	２台

	５８
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.25HP　冷房能力3.6kW　暖房能力4.0kW

送風機1φ*200V*53W　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	教員宿泊室
１
	１台

	５９
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.25HP　冷房能力3.6kW　暖房能力4.0kW

送風機1φ*200V*53W　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	教員宿泊室
２～４
	３台

	６０
	空冷ヒートポンプマルチ空調機
	研修室系統　屋外機　20HP　冷房能力42200Kcal/H　暖房能力32700Kcal/H

圧縮機3φ*200V*5.5+4.75kw*2　送風機3φ*200V*0.14*2+0.22kw*2
	屋上
	１台

	６１
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　2.0HP　冷房能力4390Kcal/H　暖房能力3580Kcal/H

送風機1φ*200V*20w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	研修室
１～４
	４台

	６２
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　2.5HP　冷房能力6160Kcal/H　暖房能力4590Kcal/H

送風機1φ*200V*30w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	研修室
２～３
	４台

	６３
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　2.5HP　冷房能力6160Kcal/H　暖房能力4590Kcal/H

圧縮機1φ*200V*30kw　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	研修室
２～３
	４台

	６４
	　〃
	指導員室系統　屋外機　10HP　冷房能力17200Kcal/H　暖房能力24300Kcal/H

圧縮機3φ*200V*3.75+3.75kw　送風機3φ*200V*0.22+0.14kw
	屋上
	１台

	６５
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　2.0HP　冷房能力3480Kcal/H　暖房能力4840Kcal/H

送風機1φ*200V*20w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	管理人室
	５台

	６６
	　〃
	従業員室系統　屋外機　5HP　冷房能力10500Kcal/H　暖房能力12500Kcal/H

圧縮機3φ*200V*2.2kw　送風機3φ*200V*0.18kw
	屋上
	１台

	６７
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.25HP　冷房能力3030Kcal/H　暖房能力2540Kcal/H

送風機1φ*200V*15w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ

	従業員食堂
	１台

	６８
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.6HP　冷房能力2500Kcal/H　暖房能力3870Kcal/H

送風機1φ*200V*15w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	従業員
休憩室男女
	２台

	６９
	　〃
	屋内機　壁掛型　1.0HP　冷房能力2410Kcal/H　暖房能力2200Kcal/H

送風機1φ*200V*15w　防脂ﾈｯﾄｨﾙﾀｰ
	従業員
休憩室１階
	１台

	７０
	　〃
	保健室系統　屋外機　5HP　冷房能力11000Kcal/H　暖房能力11400Kcal/H

圧縮機3φ*200V*2.2kw　送風機3φ*200V*0.18kw
	屋上
	１台

	７１
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　0.8HP　冷房能力940Kcal/H　暖房能力1150Kcal/H

送風機1φ*200V*10w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	休憩室
	１台

	７２
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　0.8HP　冷房能力2000Kcal/H　暖房能力2430Kcal/H

送風機1φ*200V*10w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	管理人室
居間
	２台

	７３
	空冷ヒートポンプマルチ空調機
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.25HP　冷房能力2520Kcal/H　暖房能力2170Kcal/H

送風機1φ*200V*10w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	保健室
	１台

	７４
	　〃
	屋内機　天吊ｶｾｯﾄ型　1.6HP　冷房能力3500Kcal/H　暖房能力2610Kcal/H

送風機1φ*200V*20w　高性能ﾌｨﾙﾀｰ
	事務室
	１台

	７５
	送風機　受水槽、ﾎﾞｲﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ室
	片吸込多翼送風機　NO3　　 *9800m3/H*39mmAq 床置　3φ*200V*2.2kw
	ﾎﾞｲﾗｰ室
	１台

	７６
	送風機　自家発電気室
	片吸込多翼送風機　NO1　1/2*1800m3/H*20mmAq 天吊　3φ*200V*0.75kw
	発電気室
	１台

	７７
	　〃　　電気室
	片吸込多翼送風機　NO2　　 *4200m3/H*25mmAq 天吊　3φ*200V*1.5kw
	電気室
	１台

	７８
	　〃　　ＥＶ機械室
	片吸込多翼送風機　NO1　　 *1100m3/H*20mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	EV機械室
	１台

	７９
	　〃　　ガスボイラー室
	ミニシロッコ　NO1　　 1/2*400m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	廊下
	１台

	８０
	　〃　　浴室、脱衣室
	ミニシロッコ　NO1　　 1/4*800m3/H*20mmAq 天吊　3φ*200V*0.2kw
	脱衣室
	４台

	８１
	排風機　受水槽、ﾎﾞｲﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ室
	片吸込多翼型　NO3　　 *8300m3/H*40mmAq 床置　3φ*200V*2.2kw
	ﾎﾞｲﾗｰ室
	１台

	８２
	　〃　　自家発電気室
	片吸込多翼型　NO1　1/2*1800m3/H*35mmAq 天吊　3φ*200V*0.75kw
	発電気室
	１台

	８３
	　〃　　電気室
	片吸込多翼型　NO2　1/2*4200m3/H*35mmAq 天吊　3φ*200V*1.5kw
	電気室
	１台

	８４
	　〃　　ＥＶ機械室
	片吸込多翼型　NO1　   *1100m3/H*25mmAq 天吊　3φ*200V*0.75kw
	EV機械室
	１台

	８５
	　〃　　食堂
	消音BOX付両片吸込多翼型　NO2　　 1/2*6400m3/H*25mmAq 天吊　3φ*200V*1.5kw
	１階食堂
	１台

	８６
	　〃　　厨房、洗浄コーナー
	片吸込多翼型　NO3　　 1/2*12600m3/H*40mmAq 天吊　3φ*200V*5.5kw
	１階洗浄室
	１台

	８７
	　〃　　自販機コーナー
	ミニシロッコ　NO1　　 *150m3/H*10mmAq 天吊　3φ*200V*0.2kw
	１階自販機
	１台

	８８
	　〃　　便所、身障者便所
	ミニシロッコ　NO1　1/4*550m3/H*25mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	便所
	１台

	８９
	　〃　　雑庫
	ミニシロッコ　NO1　　 *300m3/H*20mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	倉庫・雑庫
	１台

	９０
	　〃　　便所
	ミニシロッコ　NO1　　 *200m3/H*20mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	便所
	１台

	９１
	　〃　　食品庫
	ミニシロッコ　NO1　　 *200m3/H*20mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	食品庫
	１台

	９２
	　〃　　下足室
	片吸込多翼型　NO1　　 1/2*1200m3/H*25mmAq 天吊　3φ*200V*0.2kw
	下足室
	１台

	９３
	　〃　　シャワー室
	塩ビ製片吸込多翼型　NO1　 *900m3/H*25mmAq 天吊　3φ*200V*0.75kw
	ｼｬﾜｰ室
	１台

	９４
	排風機　自販機コーナー
	ミニシロッコ　NO1　　 *150m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	自販機ｺｰﾅｰ
	３台

	９５
	　〃　　便所
	ミニシロッコ　NO1　　 *340m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	便所
	１台

	９６
	排風機　リネン室
	ミニシロッコ　NO1　　 *300m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	リネン庫
	１台

	９７
	　〃　　便所、身障者便所
	ミニシロッコ　NO1　1/4*640m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.2kw
	便所
	１台

	９８
	　〃　　風呂、脱衣室
	ミニシロッコ　NO1　　 *220m3/H*10mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	風呂脱衣室
	２台

	９９
	　〃　　便所
	ミニシロッコ　NO1　1/4*570m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.2kw
	便所
	１台

	１００
	　〃　　リネン室
	ミニシロッコ　NO1　　 *300m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	リネン庫
	２台

	１０１
	　〃　　倉庫
	ミニシロッコ　NO1　1/4*500m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	倉庫
	２台

	１０２
	　〃　　身障者便所
	ミニシロッコ　NO1　　 *300m3/H*15mmAq 天吊　3φ*200V*0.4kw
	便所
	２台

	１０３
	　〃　　便所、洗面所
	片吸込多翼型　NO2　  *1250m3/H*20mmAq　　　3φ*200V*0.4kw
	一般宿泊室
	４台

	１０４
	　〃　　体育館
	消温BOX　付両吸込多翼型　NO2　　 *2840m3/H*25mm 床置　3φ*200V*0.75kw
	４階ホール
	２台

	１０５
	　〃　　食堂余剰
	消温BOX　付両吸込多翼型　NO2　　 *2200m3/H*25mm 天吊　3φ*200V*0.4kw
	４階ホール
	１台

	１０６
	　〃　　体育館余剰
	消温BOX　付両吸込多翼型　NO2　　 *2150m3/H*25mm 床置　3φ*200V*0.4kw
	４階ホール
	２台

	１０７
	　〃　　浴室
	有圧扇　低騒音型　ｽﾃﾝﾚｽ製　　300φ*800m3/H*5mmAq　3φ*200V*0.05kw
	３・４階浴室
	４台

	１０８
	　〃　　保健室、便所
	天井扇　低騒音型　100φ* 40m3/H*5mmAq　1φ*100V*18w
	便所
	１台

	１０９
	　〃　　準備室
	天井扇　低騒音型　150φ*480m3/H*5mmAq　1φ*100V*57w
	準備室
	１台

	１１０
	　〃　　ユニットバス
	天井扇　低騒音型　100φ* 40m3/H*4mmAq　1φ*100V*18w
	ユニットバス
	１台

	１１１
	　〃　　便所
	天井扇　低騒音型　100φ* 50m3/H*3mmAq　1φ*100V*18w
	便所
	１台

	１１２
	　〃　　指導員室ユニットバス
	天井扇　低騒音型　100φ* 40m3/H*4mmAq　1φ*100V*18w
	指導員室
	５台

	１１３
	　〃　　便所
	天井扇　低騒音型　100φ* 50m3/H*4mmAq　1φ*100V*18w
	便所
	１台

	１１４
	　〃　　湯沸室
	天井扇　低騒音型　150φ*130m3/H*3mmAq　1φ*100V*57w
	湯沸室
	１台

	１１５
	　〃　　教員宿泊室
	天井扇　低騒音型　100φ* 50m3/H*3mmAq　1φ*100V*18w
	教員宿泊室
	４台

	１１６
	　〃　　教員宿泊室便所
	天井扇　低騒音型　100φ* 50m3/H*3mmAq　1φ*100V*18w
	便所
	４台

	１１７
	　〃　　園長宿泊室便所
	天井扇　低騒音型　100φ* 50m3/H*6mmAq　1φ*100V*18w
	便所
	４台

	１１８
	管理人室全熱交換換気扇
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　120m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*115w
	管理人室
	１台

	１１９
	事務室全熱交換換気扇
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　180m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*115w
	事務室
	１台

	１２０
	保健室　　　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　180m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*115w
	保健室
	１台

	１２１
	休憩室　　　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　 60m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*82w
	休憩室
	１台

	１２２
	職員宿泊室　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　150m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*115w
	２階
職員宿泊室
	４台

	１２３
	会議室　　　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　510m3/H* 7mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　1.03Kg/H　　1φ*100V*270w
	会議室
１・２
	２台

	１２４
	研修室　　　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　660m3/H* 7mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　 1.5Kg/H　　1φ*100V*480w
	研修室
１・４
	２台

	１２５
	研修室　　　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　840m3/H* 7mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　 1.5Kg/H　　1φ*100V*480w
	研修室
２・３
	２台

	１２６
	従業員食堂　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　210m3/H* 8mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*115w
	従業員食堂
１
	１台

	１２７
	従業員休憩室　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　120m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*115w
	従業員
休憩室
	３台

	１２８
	指導員室１～５〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　180m3/H* 8mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*145V*115w
	指導員室
１～５
	５台

	１２９
	園長室　　　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　 90m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*82w
	園長室
１・２
	４台

	１３０
	児童宿泊室　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　375m3/H*10mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　1.03Kg/H　　1φ*100V*270w
	児童宿泊室
１～１５
	30台

	１３１
	職員宿泊室　　〃
	天井埋込ﾀﾞｸﾄﾀｲﾌﾟ加湿器付　180m3/H* 8mmAq　透湿膜式加湿器
加湿量　0.61Kg/H　　1φ*100V*145w
	教員宿泊室
１～４
	８台

	１３２
	ラウンジロビーサーキュレーターファン
	天井露出型ｻｰｷｭﾚｰﾀｰﾌｧﾝ　羽根経1400　4台同時速度調節器　埋込型
2個附属　　　1φ*100V*95w
	ﾛﾋﾞｰﾗｳﾝｼﾞ
	６台


４　フロン使用設備一覧
	　
	設置場所
	メーカー
	機種名・規格
	規模・定格出力
	フロン類種類
	フロン類使用量
	備考

	エアコン
	屋上
	ダイキン
	RXYP140BAE
	２,８ｋｗ
	HFC R４１０A
	６,２Kg
	1F事務室、管理人室系統H24・3月

	
	屋上
	ダイキン
	RXYP140BAE
	２,８ｋｗ
	HFC R４１０A
	６,２Kg
	2F指導員室、休憩室系統H24・3月

	
	屋上
	ダイキン
	RQYP280FE
	６,２ｋｗ
	HFC R４１０A
	１６,９Kg
	2F保健室、会議室系統   R2・3月

	
	屋上
	ダイキン
	RXYP280BAE
	５,９ｋｗ
	HFC R４１０A
	７,０Kg
	2F指導員室系統　　　　H24・3月

	
	屋上
	ダイキン
	RXYP224BAE
	４,５ｋｗ
	HFC R４１０A
	６,１Kg
	2F研修室系統 　　　　 H24・3月

	
	
	
	RXYP335BAE
	７,２ｋｗ
	HFC R４１０A
	７,３Kg
	

	冷蔵庫・冷凍庫
	厨房屋外
	ホシザキ
	ＨＵＳ-２２ＲＡ-ＵＣＥ形
	２,２ｋｗ
	R４０４Ａ
	2,900ｇ
	プレハブ　冷蔵庫

	
	厨房屋外
	ホシザキ
	ＨＵＳ-２２FＡ-ＵＣ1Ｅ形
	２,２ｋｗ
	R４０４Ａ
	3,200ｇ
	プレハブ　冷凍庫

	
	厨房
	ホシザキ
	IM-２３０M形
	４,２Ａ
	R４０４A
	７１０ｇ
	製氷機　足立区備品11-001706

	
	厨房
	ホシザキ
	HF-７５Ｚ形
	５,１Ａ
	R-２２
	３８０ｇ
	冷凍庫

	
	厨房
	ホシザキ
	HF－６３CZT-KS
	３,４Ａ
	R４０４A
	２００g
	冷凍庫（検食用）足立区備品12-000599

	
	厨房
	ホシザキ
	RT-１２０-SNE
	２,５Ａ
	R１３０a
	１５０ｇ
	冷蔵庫（コールドテーブル）

	
	厨房
	福島工業㈱
	YRW-１２０RM
	１３６ｗ
	R１３４a
	１００g
	冷蔵庫（コールドテーブル）

	
	厨房
	福島工業㈱
	YRW-２１０RMI
	１５０ｗ
	R１３４a
	１４０ｇ
	冷蔵庫（コールドテーブル）

	冷水機
	１階・２台
	日立アプライアンス㈱
	RW-225PD
	２,７Ａ
	HFC-134a
	１１３ｇ
	H27・6月17日設置

	
	３階・１台
	日立アプライアンス㈱
	RW-225PD
	２,７Ａ
	HFC-134a
	１１３ｇ
	H27・6月17日設置

	
	４階・１台
	日立アプライアンス㈱
	RW-225PD
	２,７Ａ
	HFC-134a
	１１３ｇ
	H27・6月17日設置

	自動販売機
	1階
	東芝
	VF-TU3CR2025
FSC-CBN
	５２０Ｗ
	R407C
	0.24Kｇ
	ソフトドリンク

	
	1階
	サンデン
	DF-12
	４０１Ｗ
	[image: image3.emf]設置場所 メーカー 機種名・規格

規模・定格出力 フロン類種類 フロン類使用量

室外機異音・振動室外機油にじみ・傷室内機異音・振動

室内機油にじみ・霜付

その他異常

屋上 ダイキン

RXYP140BAE

２,８ｋｗ HFC R４１０A ６,２Kg 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

屋上 ダイキン

RXYP140BAE

２,８ｋｗ HFC R４１０A ６,２Kg 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

屋上 ダイキン

RQYP280FE

６,２ｋｗ HFC R４１０A １６,９Kg 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

屋上 ダイキン

RXYP280BAE

５,９ｋｗ HFC R４１０A ７,０Kg 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

RXYP224BAE

４,５ｋｗ HFC R４１０A ６,１Kg 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

RXYP335BAE

７,２ｋｗ HFC R４１０A ７,３Kg 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

設置場所 メーカー 機種名・規格

規模・定格出力 フロン類種類 フロン類使用量 異音・振動

熱交換器霜付・油にじみ

庫内温度

その他異常

厨房屋外 ホシザキ HUS-２２RA-UCE形 ２,２ｋｗ Ｒ４０４Ａ 2,900ｇ 有・無 有・無 　　　　　　℃ 有・無

厨房屋外 ホシザキ HUS-２２FA-UC1E形 ２,２ｋｗ Ｒ４０４Ａ 3,200ｇ 有・無 有・無 ℃ 有・無

厨房 ホシザキ IM-２３０M形 ４,２A R４０４A ７１０ｇ 有・無 有・無 ℃ 有・無

厨房 ホシザキ HF-７５Ｚ形 ５,１A R-２２ ３８０ｇ 有・無 有・無 ℃ 有・無

厨房 ホシザキ HF－６３CZT-KS ３,４A R４０４A ２００g 有・無 有・無 ℃ 有・無

厨房 ホシザキ RT-１２０-SNE ２,５A R１３０a １５０ｇ 有・無 有・無 ℃ 有・無

厨房

福島工業㈱

YRW-１２０RM １３６ｗ R１３４a １００g 有・無 有・無 ℃ 有・無

厨房

福島工業㈱

YRW-２１０RMI １５０ｗ R１３４a １４０ｇ 有・無 有・無 ℃ 有・無

設置場所 メーカー 機種名・規格

規模・定格出力 フロン類種類 フロン類使用量 異音・振動 傷・油にじみその他異常

１階・２台

日立アプライアン

ス㈱

RW-225PD ２,７A HFC-134a １１３ｇ 有・無 有・無 有・無

３階・１台

日立アプライアン

ス㈱

RW-225PD ２,７A HFC-134a １１３ｇ 有・無 有・無 有・無

４階・１台

日立アプライアン

ス㈱

RW-225PD ２,７A HFC-134a １１３ｇ 有・無 有・無 有・無

設置場所 メーカー 機種名・規格

規模・定格出力 フロン類種類 フロン類使用量 異音・振動 傷・油にじみその他異常

1階ｴﾚﾍﾞｰ

ﾀｰ脇

東芝

VF-TU3CR2025

FSC-CBN

５２０W R407C 0.24Kｇ 有・無 有・無 有・無

1階ｴﾚﾍﾞｰ

ﾀｰ脇

サンデン DF-12 ４０１W 有・無 有・無 有・無

有資格者による定期点検が必要な設備は無し
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屋上 ダイキン
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	有資格者による定期点検が必要な設備は無し


５　特記仕様書
（1） 自動ドア
	ア
	件　　名
	自動ドア保守点検業務委託特記仕様書

	イ
	履行場所
	建物名称
	足立区立鋸南自然の家

	
	
	住　　所
	千葉県安房郡鋸南町大帷子４７８　　電話０４７０－５５－４７１１

	ウ
	担　　当
	所　　属
	学校運営部学務課自然教室係　　　　電話０３－３８８０－５１１１　内線３４５１

	
	
	担 当 者
	（保全監督員）

	エ
	履行期間
	令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

	オ
	委託内容
	区が指定する委託対象自動ドアについて点検及び保守等の業務を行う。業務は、本特記仕様書によるほか、「維持保全業務標準仕様書（令和４年足立区）（以下「標準仕様書」という。）」による。

	カ
	適用範囲
	本特記仕様書は、標準仕様書に定めのない事項又はこれにより難い事項について定める。

	キ
	委託対象
	「自動ドア一覧表」による。

	ク
	点検日時
	点検及び保守の日時は、事前に保全監督員と打合せの上、定めるものとする。

	ケ
	報告書等
	（ア）業務計画書及び作業計画書の提出部数は１部とし、保全監督員へ提出する。

（イ）保守点検業務報告書の提出部数は２部とし、そのうち保全監督員へ１部、当該施設へ１部提出する。

（ウ）業務計画書には「標準仕様書1.2.1（3）（オ）その他必要な事項」として、次の事項を記載する。

a　業務従事者名簿

	コ
	そ の 他
	（ア）受託者は点検業務を怠ったことに起因して、区又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償する責任を負う。

（イ）本特記仕様書等に明記されていない事項、又は疑義が生じた場合は、その都度、保全監督員と協議のうえ決定し、適切な措置をとるものとする。

	自動ドア一覧表
	
	
	
	
	

	No.
	設置箇所
	メーカー名
	型式
	検知方式
	開閉形式
	点検・保守の実施月

	１
	正面玄関

入口外側
	ナブテスコ（株）
	ＤＳ－４１Ｆ
	反射式天井センサー
	引分け
	４月・１０月（年２回）

	２
	正面玄関

入口内側
	ナブテスコ（株）
	ＤＳ－４１Ｆ
	反射式天井センサー
	引分け
	４月・１０月（年２回）


（2） エレベーター
	ア
	件　　名
	エレベーター保守点検業務委託特記仕様書

	イ
	駆動方式
	ロープ式　機械室なし

	ウ
	契約形態
	フルメンテナンス契約

	エ
	履行場所
	建物名称
	足立区立鋸南自然の家

	
	
	住　　所
	千葉県安房郡鋸南町大帷子４７８　　電話０４７０－５５－４７１１

	オ
	担　　当
	所　　属
	学校運営部学務課自然教室係　　　　電話０３－３８８０－５１１１　内線３４５１

	
	
	担 当 者
	（保全監督員）

	カ
	履行期間
	令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

	キ
	委託内容
	区が指定するエレベーターについて点検及び保守等の業務を行う。業務は、本特記仕様書によるほか、「維持保全業務標準仕様書(令和３年足立区)（以下「標準仕様書」という。）」による。

	ク
	適用範囲
	本特記仕様書は、標準仕様書に定めのない事項又はこれにより難い事項について定める。

	ケ
	機種概要
	「機種概要詳細（エレベーター用）」による。

	コ
	点検範囲
	点検項目及び点検内容は、標準仕様書の「3.2.3　機械室なしエレベーター点検表」による。

	サ
	点検日時
	点検及び保守の日時は、事前に保全監督員と打合せの上、定めるものとする。

	シ
	報告書等
	（ア）業務計画書及び作業計画書の提出部数は１部とし、保全監督員へ提出する。

（イ）保守点検業務報告書の提出部数は２部とし、そのうち保全監督員へ１部、当該施設へ１部提出する。

（ウ）業務計画書には標準仕様書に定める「（オ）その他必要な事項」として、次の事項を記載する。

a　業務従事者名簿（各従事者について資格の有無を記載）

b　交換部品供給体制

	ス
	そ の 他
	（ア）受託者は点検業務を怠ったことに起因して、区又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償する責任を負う。
（イ）本業務委託に関係する最新の法令等を確認し遵守すること。

（ウ）本特記仕様書等に明記されていない事項、又は疑義が生じた場合は、その都度、保全監督員と協議のうえ決定し、適切な措置をとるものとする。


機種概要詳細（エレベーター用）

	型　式
	設置年月
	用　途
	停止階数
	積載荷重
	駆動方式
	定格速度
	台　数
	付加仕様

	三菱電機

エレベーター
	令和４年３月
	乗用
	４階
	１１名

７５０ｋｇ
	ロープ式
	６０m/min
	１
	地震時管制運転装置
停電時自動着床装置
火災時管制運転装置
冠水時管制運転装置

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（3） 小荷物専用昇降機
	ア
	件　　名
	小荷物専用昇降機保守点検業務委託特記仕様書

	イ
	履行場所
	建物名称
	足立区立鋸南自然の家

	
	
	住　　所
	千葉県安房郡鋸南町大帷子４７８　　電話０４７０－５５－４７１１

	ウ
	担　　当
	所　　属
	学校運営部学務課自然教室係　　　　電話０３－３８８０－５１１１　内線３４５１

	
	
	担 当 者
	（保全監督員）

	エ
	履行期間
	令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

	オ
	委託内容
	区が指定する小荷物専用昇降機について点検及び保守等の業務を行う。業務は、本特記仕様書によるほか、「維持保全業務標準仕様書（令和３年足立区）（以下「標準仕様書」という。）」による。

	カ
	適用範囲
	本特記仕様書は、標準仕様書に定めのない事項又はこれにより難い事項について定める。

	キ
	機種概要
	「機種概要詳細（小荷物専用昇降機用）」による。

	ク
	点検範囲
	点検項目及び点検回数は、標準仕様書の「3.2.5　小荷物専用昇降機点検表」による。

	ケ
	点検日時
	点検及び保守の日時は、保全監督員と打合せにより定める。

	コ
	報告書等
	（ア）業務計画書及び作業計画書の提出部数は１部とし、保全監督員へ提出する。

（イ）保守点検業務報告書の提出部数は２部とし、そのうち保全監督員へ１部、当該施設へ１部提出する。

（ウ）業務計画書には標準仕様書に定める「（オ）その他必要な事項」として、次の事項を記載する。

ａ　業務従事者名簿（各従事者について資格の有無を記載）

ｂ　交換部品供給体制

	サ
	そ の 他
	（ア）受託者は点検業務を怠ったことに起因して、区又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償する責任を負う。

（イ）本業務委託に関係する最新の法令等を確認し遵守すること。

（ウ）本特記仕様書等に明記されていない事項、又は疑義が生じた場合は、その都度、保全監督員と協議のうえ決定し、適切な措置をとるものとする。


機種概要詳細（小荷物専用昇降機用）

	型　式
	設置年月
	用　途
	停止階数
	積載荷重
	駆動方式
	定格速度
	台　数
	出し入れ口の位置（タイプ）

	三菱電機

小荷物専用昇降機
	令和４年３月
	小荷物用
	４階
	５００ｋｇ
	ロープ式
	１５m/min
	１
	フロアータイプ

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（4） 消防用設備等
	ア
	件　　名
	消防用設備等保守点検業務委託特記仕様書

	イ
	履行場所
	建物名称
	足立区立鋸南自然の家

	
	
	住　　所
	千葉県安房郡鋸南町大帷子４７８　　電話０４７０－５５－４７１１

	ウ
	担　　当
	所　　属
	学校運営部学務課自然教室係　　　　電話０３－３８８０－５１１１　内線３４５１

	
	
	担 当 者
	（保全監督員）

	エ
	履行期間
	令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

	オ
	委託内容
	受託者は、当該施設の消防用設備等について点検及び保守等の業務を行う。業務は、本特記仕様書によるほか、消防関係法令等及び「維持保全業務標準仕様書（令和３年度足立区）（以下「標準仕様書」という。）」による。

	カ
	適用範囲
	本特記仕様書は、消防関係法令等及び標準仕様書に定めのない事項又はこれにより難い事項について定める。

	キ
	点検範囲
	点検設備等項目及び点検回数は、消防設備点検表による。

	ク
	点検日時
	業務責任者は対象建物の防火管理者又は保全監督員と、点検日時等について十分打合せを行う。

	ケ
	報告書等
	提出部数は、点検及び保守のたびに各１部とする。

	コ
	そ の 他
	（ア）受託者は点検業務を怠ったことに起因して、区又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償する責任を負う。
（イ）本業務委託に関係する最新の法令等を確認し遵守すること。

（ウ）関係法令等の改正により、標準仕様書に記載のない事項が追加または標準仕様書の適用が困難となった場合、保全監督員（必要に応じ所轄消防署を含む。）と協議のうえ、実施内容を決定すること。
（エ）本特記仕様書等に記載のない事項、または疑義が生じた場合は、その都度保全監督員と受託者の協議により決定し、適切な処置をとるものとする。
（オ）自家発電設備の点検は、標準仕様書中の「２．４消防用設備等保守点検業務、２．４．２点検及び保守等」での「（１）点検の基準、期間及び結果報告」に従い、負荷運転を実施すること。なお、点検は、疑似負荷装置または実負荷等により定格回転速度及び定格出力の３０％以上の負荷で、必要な時間（概ね３０分以上）の連続運転を行い、運転記録または測定データ等を作成すること。


消防設備点検表

	区分
	消防用設備名称
	種　類
	能力・機能
	設置台数
	機器点検回数
	総合点検回数
	備考（設置場所等）

	（１）
	消火器具
	Ａ　粉末消火器
	10型（kg）
	37本
	２回／年
	
	

	
	
	
	20型（kg）
	２本
	
	
	プロパン庫

	
	
	Ｃ　強化液消火器
	3.0㍑
	13本
	
	
	

	（３）
	スプリンクラー
設備
	水源（貯水槽）
	RC床下水槽
	１箇所
	２回／年
	１回／年
	Ｂ１階消火ポンプ室

	
	
	加圧送水装置（ﾎﾟﾝﾌﾟ性能）
	1,900㍑／min
	１台
	
	
	

	
	
	スプリンクラーヘッド
	
	618個
	
	
	

	（８）
	粉末消火設備
	加圧方式消火剤貯蔵容器
	第３種粉末
	３台
	２回／年
	１回／年
	Ｂ１階機械室

	
	
	消火剤量
	33kg
	３台
	
	
	

	（11）
	自動火災報知設備
	予備電源・非常電源（表示）
	DC24V　6Ah/5HR
	
	２回／年
	１回／年
	１階事務室

	
	
	受信機　外形
	自立型
	１台
	
	
	

	
	
	熱感知器
	差動式ｽﾎﾟｯﾄ型
	291台
	
	
	

	
	
	
	定温式ｽﾎﾟｯﾄ型
	189台
	
	
	

	
	
	煙感知器
	光電ｽﾎﾟｯﾄ型
	109台
	
	
	

	
	
	炎感知器
	赤外線
	６台
	
	
	３階レクホール

	
	
	発信機
	P型
	23台
	
	
	

	
	
	音響設備
	非常ﾍﾞﾙ
	22台
	
	
	

	（12）
	ガス漏れ火災警報設備
	予備電源・非常電源（表示）
	DC24V　1.65AH
	
	２回／年
	１回／年
	１階事務室

	
	
	ガス漏れ検知器
	重ガス用壁付型
	５個
	
	
	１階厨房

	（14）
	消防機関へ通報する火災報知設備
	予備電源（表示）
	DC12V　0.8AH
	
	２回／年
	
	１階事務室

	（15）
	非常警報器具・設備
	非常電源（表示）
	DC24V　6.0AH
	３台
	２回／年
	１回／年
	１階事務室

	
	
	増幅器
	自立型
	
	
	
	

	
	
	ｽﾋﾟｰｶｰ
	
	143個
	
	
	

	
	
	警鐘
	92db
	
	
	
	

	（16）
	避難器具
	避難はしご（ﾊｯﾁ）
	伸縮式（12）

吊下げ式（６）
	18箇所
	２回／年
	１回／年
	２階～４階ﾊﾞﾙｺﾆｰ（各６台）

	（17）
	誘導灯・誘導標識
	避難口誘導灯
	
	33個
	２回／年
	
	

	
	
	通路誘導灯
	
	18個
	
	
	

	
	
	誘導標識
	
	３個
	
	
	

	（18）
	消防用水
	水源（貯水槽）
	40㎥
	１箇所
	２回／年
	
	

	
	
	採水口
	ステンレス・双口
	
	
	
	別棟受水槽室

	（25）
	非常電源
（自家発電設備）
	区画
	キュービクル式
	
	２回／年
	１回／年
	発電機室

	
	
	原動機・発電機
	長時間  150KVA
	
	
	
	

	（26）
	非常電源
（蓄電池設備）
	区画
	キュービクル式
	
	２回／年
	１回／年
	

	
	
	蓄電池
	24V 200Ah
	12セル
	
	
	

	（28）
	配線
	開閉器・遮断器（ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ）
	NFB 225A
	
	
	１回／年
	

	
	
	〃（火災報知、消防機関、誘導灯）
	NFB 20A
	
	
	１回／年
	

	
	
	〃（ｶﾞｽ漏れ、非常警報）
	50MΩ
	
	
	１回／年
	

	（19）
	防排煙制御設備
	自動開閉装置
	
	48箇所
	２回／年
	１回／年
	１階事務室

	
	
	手動開閉装置
	
	40箇所
	
	
	

	
	
	煙感知器
	充電SP型
	39箇所
	
	
	

	
	
	熱感知器
	定温SP型
	1箇所
	
	
	


第９章　各種様式
	日付
	課長
	係長
	係員

	
	
	
	


足立区教育委員会学務課長　様
鋸南自然の家　施設長
　　　　　○○○○
校外施設週報（鋸南自然の家）
１期間　　　　年　　　月　　　日（月）～　　　　年　　　月　　　日（日）　記録者　　　　　　
２施設訪問者（学校利用、一般宿泊者を除く）
	月　日
	団体名又は個人名
	人　数
	目　　的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	特記事項


３保守管理業務内容（日常清掃を除く）
	月　日
	団体名又は個人名
	人　数
	目　　的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


４施設・物品・厨房設備等の破損・補修箇所
	月　日
	場　　所
	目　　的

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


５報告事項

	月　日
	目　　的

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　衛生管理チェックリスト　
ＮＯ．１
	
	検査日
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／

	
	記録者（調理従事者）
	
	
	
	
	
	
	

	調理者
	健康状態（下痢・腹痛・嘔吐をしている者はいないか）
	
	
	
	
	
	
	

	
	爪は短く、手指にキズもなく、清潔ですか（指輪・時計等ははずしている）
	
	
	
	
	
	
	

	
	白衣・髪覆・前かけ・マスクは清潔で適切に着用できていますか
	
	
	
	
	
	
	

	
	手洗は設備に石鹸・爪ブラシ・消毒薬・ペーパータオルが備えてありますか
	
	
	
	
	
	
	

	
	手洗は石鹸及び消毒薬で確実にしましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	トイレに行く時は、白衣・履物等は脱ぎましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	用便後の手指は確実に洗浄・消毒しましたか
	
	
	
	
	
	
	

	検収
	品質・鮮度・品温・異物混入等を十分に確認した
	
	
	
	
	
	
	

	
	食材の入ってきたダンボール等は、直接床に置いていませんか
	
	
	
	
	
	
	

	
	検収後速やかにダンボール等を、調理場外へ出しましたか
	
	
	
	
	
	
	

	使用水
	毎日（朝）使用水の確認をし、におい・濁り・味とも異常なし
	
	
	
	
	
	
	

	
	残留塩素濃度を測定した（0.1mm/㍑以上あった）
	
	
	
	
	
	
	

	調理室
	調理室温度（調理前）　℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃

	
	　〃　湿度（　〃　）　％
	％
	％
	％
	％
	％
	％
	％

	
	調理室温度（調理中）　℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃

	
	　〃　湿度（　〃　）　％
	％
	％
	％
	％
	％
	％
	％

	
	冷蔵庫の温度（5℃以下）の確認（調理前）　℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃

	
	冷凍庫の温度（-20℃以下）の確認（調理前）　℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃
	℃

	
	冷蔵庫・冷凍庫内は整理整頓され、清潔ですか
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	ＮＯ．２

	調理室
	調理室には、調理作業に不必要な物品等は置いていませんか
	
	
	
	
	
	
	

	
	食品庫は整理整頓されていますか
	
	
	
	
	
	
	

	
	ネズミ・ゴキブリ・ハエは出ていませんか
	
	
	
	
	
	
	

	調理中
	野菜・果物は、十分に洗浄しましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	魚介類・食肉類等、食材ごとに専用容器で下処理しましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	食品を入れた容器を直接床に置いていませんか
	
	
	
	
	
	
	

	
	各作業ごとに、手指を洗浄・消毒しましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	まな板・包丁は作業中、熱湯等で適宜、洗浄・消毒しましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	果物等生食する食品は、特に衛生的に取扱いましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	焼物・揚物などは中心まで十分に加熱できたか確認した（75℃以上1分間）
	
	
	
	
	
	
	

	
	調理済み食品は、二次汚染を受けないよう配慮していますか
	
	
	
	
	
	
	

	
	床面の水はねがないよう配慮して作業をしていますか
	
	
	
	
	
	
	

	保存食
	品目ごとにすべての原材料及び調理済み食品を採取した（50g）
	
	
	
	
	
	
	

	
	保存食に採取年月日を表示した
	
	
	
	
	
	
	

	
	乾燥しないよう完全密封し、-20℃以下の冷凍庫に保存した
	
	
	
	
	
	
	

	盛付
	盛り付け前に、手を洗い消毒しましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	盛り付けは、素手でやらないようにしていますか（トンク・使い捨て手袋等）
	
	
	
	
	
	
	

	作業後
	調理器具・食器等の洗浄・消毒を適切に行いましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	残菜等の処理は確実に行いましたか
	
	
	
	
	
	
	

	
	残菜容器・厨芥置場は清潔ですか
	
	
	
	
	
	
	

	
	現地責任者確認印
	
	
	
	
	
	
	


　検　食　記　録　簿　
	記録日
	
	洗浄
	加熱
処理
	味
	特記事項
	検食時間
	検食者名
	現地
責任者印

	／
	１日目夕食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	２日目朝食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	２日目昼食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	２日目夕食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	３日目朝食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	３日目昼食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	１日目夕食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	２日目朝食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	２日目昼食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	２日目夕食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	３日目朝食
	
	
	
	
	：
	
	

	／
	３日目昼食
	
	
	
	
	：
	
	


· 洗浄とは、野菜・果物等が十分洗浄されているか
· 加熱調理とは、揚げ物・焼き物・煮物・炒め物等が十分加熱されているか
· 味とは、異味・異臭・異物等の異常がないか
· 洗浄・加熱処理・味の項目は、良好の場合には　○　、問題のある場合には　×　を記入してその状況と取った措置を記入する

看　護　日　誌
	　　年　　月　　日
	　記録者

	月日
	学校名
	氏　名
	来室時間
	症状及び処置
	病院名

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	／
	
	
	
	
	

	　特 記 事 項 （不足薬品や実施中のトラブル等教育委員会への連絡）



賄　い　日　報
	　　年　　月　　日
	　記　録　者

	作業開始時刻
	　　　：
	作業終了時刻
	　　　：


	
	調 理 人 員 数
	調　理　食　数
	
	点　検　項　目
	確　認

	朝　食
	人
	食
	
	ガス器具の火元
	

	昼　食
	人
	食
	
	水　道　関　係
	

	夕　食
	人
	食
	
	調 理 室 施 錠
	


	食　器　の　破　損

	破損した食器の種類
	数量

	
	


	　　特　記　事　項



残 留 塩 素 測 定
	月日
	場　所
	時間
	数値
	濁り
	臭い
	測定者名

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	

	／
	
	：
	
	有 ・無
	有 ・無
	


個人情報の取扱い及び管理の状況

契約名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
受注者名：　　　　　　　　　　　　　　　　
管理責任者名：　　　　　　　　　　　　　　
作業責任者名：　　　　　　　　　　　　　　
報告日：　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下のとおり報告する。
	
	項目
	実施状況

	1
	管理責任者、作業責任者、作業従事者に変更はないか
	

	2
	個人情報を取り扱う者に不適任者はいないか。
	

	3
	作業区域は、第三者が立ち入ることができない場所又は取り扱う個人情報を閲覧できない場所となっているか。
	

	4
	作業区域に私物モバイル端末、私物パソコン、私物外部記憶媒体を持ち込ませていないか
	

	5
	第三者が個人情報記録媒体を作業区域から持ち出すことができないよう施錠により保管管理しているか
	

	6
	作業責任者及び作業従事者が変更となった際には、外部記憶媒体の暗号パスワードを変更しているか。
	

	7
	外部記憶媒体は業務終了後金庫等に入れ鍵をかけているか。
	

	8
	外部記憶媒体に記録する個人情報は必要最小限としているか
	

	9
	外部記憶媒体に記録した個人情報は業務終了後、毎回削除しているか
	

	10
	外部記憶媒体を持ち運ぶ際には、盗難・紛失対策を講じているか
	

	11
	個人情報を記録する外部記憶媒体を作業区域外に持ち運ぶ際には、「媒体全体を暗号化する機能」を働かせているか。
	

	12
	個人データをパソコンのハードディスクに記録するときに読み取りパスワードを設定したか。
	

	13
	パソコンOS（Windows)のログオンパスワードを設定したか。
	

	14
	パソコンOS（Windows）のログオンパスワードは年1回以上変更したか。
	


個人情報取扱者名簿（　　　　年　　　月　　　日　作成）
　※本名簿は、下記業務委託の遂行にあたり、個人情報の適正な安全管理措置を講ずることを目的に使用し、区・指定管理者双方が保管する。
契約名　　：　足立区立鋸南自然の家の管理運営
担当所属　：　学校運営部学務課
指定管理者：
管理責任者：
作業責任者：
以下作業従事者（個人情報を取り扱う従事者をすべて記入）

	項番
	担当業務
	氏名
	取り扱う個人情報の内容
	取扱開始日
	取扱場所
	取扱終了予定日

	１
	フロント（例）
	○○○○
	抽選申込ハガキの氏名等
	R5.4.1
	事務室
	R6.3.31

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	


個人情報関連研修実績報告書（　　　年　　　月　　　日　作成）
契約名　　：　足立区立鋸南自然の家の管理運営

指定管理者：
管理責任者：
作業責任者：
	項番
	担当業務
	氏名
	業務開始年月日
	研修内容・使用教材等
	研修終了日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


外部記憶媒体使用簿
契約名　　：　足立区立鋸南自然の家の管理運営

指定管理者：
管理責任者：
作業責任者：
	項番
	使用日
	使用開始
時間
	外部記憶媒体名称
	持出者氏名
	作業内容
	確認印
	返却時間
	情報の削除
	確認印

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


外部記憶媒体持込管理簿
契約名　　：　足立区立鋸南自然の家の管理運営

指定管理者：
管理責任者：
作業責任者：
	項番
	持込者氏名
	種別
	記録内容
	持込日
	持込理由
	返却予定日
	返却日
	確認印

	１
	○○
	ＵＳＢメモリ
	住所、氏名、電話番号
	2010/11/1
	区役所から対象者リストの納品
	2011/11/30
	2011/12/1
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


個人情報記憶媒体運搬管理簿
契約名　　：　足立区立鋸南自然の家の管理運営

指定管理者：
管理責任者：
作業責任者：
	項番
	持出日時
	媒体名
	持出先
	ﾙｰﾄ･手段等
	目的
	個人情報の
記録項目
	持出者氏名
	持出完了
予定日時
	確認印
	持出完了時の事故確認
	確認印

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


ＡＥＤ日常点検記録簿（鋸南自然の家）
第一種特定簡易点検実施記録（鋸南自然の家）　　　　　　　　　　　　　　　　　実施日　　　年　　　月　　　日


足立区立校外施設の鍵管理マニュアル
１　目的
　本マニュアルは、足立区立校外施設（以下「施設」という。）における鍵の貸出し及び保管等の管理を徹底し、鍵の不正使用や複製などによる情報漏洩や金品等の盗難などの被害を未然に防止することを目的とする。
２　用語の定義
　本マニュアルに掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。
（１）「管理責任者」とは、施設の鍵管理全般を所掌する責任者をいい、管理施設の施設長の職にあるものとする。
（２）「保管責任者」とは、施設の鍵の貸出・保管の責任者をいう。「管理責任者」が兼ねることはできない。
（３）「管理諸室」とは、区の職員と管理施設の職員（以下「職員」という。）以外の第三者の出入りを制限する必要のある場所で、当該所管課が鍵を管理している諸室のことをいう。
（４）「使用者」とは、所管する施設の鍵を使用する職員（施設管理業務の受託事業者を含む）等をいう。
（５）「鍵貸出管理簿（様式２）」とは、所管している当該施設の管理諸室の鍵を、施設管理業務の受託事業者等に貸し出す際の記録簿のことをいう。
（６）「グランドマスターキー」とは、所管している当該施設の管理諸室の鍵すべてに共通して施錠・開錠できる鍵のことをいう。
（７）「マスターキー」とは、所管している当該施設の管理諸室の鍵のうち、一定のエリアの鍵に対して共通して施錠・開錠できる鍵のことをいう。

３　鍵の管理体制
（１）施設における全ての出入口扉の鍵管理に関して、それぞれ必ず１名以上の管理責任者及び保管責任者を置かなければならない。
（２）管理責任者は、施設の鍵の管理全般を担う。毎月、鍵の保管状況や貸出状況、損傷の有無などの管理状況を確認するとともに、鍵の不正使用や複製などによる情報漏洩や金品等の盗難などの防止に努めなければならない。

（３）保管責任者は、施設の全ての出入口扉の鍵の本数を把握するために、鍵台帳(様式１）を作成し、常置しなければならない。
（４）保管責任者は、施設の出入り口及び管理諸室の鍵の保管管理を行うとともに、随
時、貸し出し状況や保管状況を把握しなければならない。

４　鍵の管理方法
（１）管理責任者は、複数の使用者が共有して使用する管理諸室等の鍵に関して、特定の保管場所を指定して管理するとともに、使用者を特定する記録を保存することを目的とした「鍵貸出管理簿」を作成し、常置しなければならない。
（２）職員が、鍵を持ち出す場合は、次のとおり取り扱う。
　　①「○○（氏名）使用中」の札と交換するなどして、使用者を明確にする。
　　②鍵を返却する際には、「○○（氏名）使用中」の札と交換するなどして、返却したことを明確にする。
（３）施設管理業務の受託事業者等に、業務上の目的で鍵を貸し出す場合は、次のとおり取り扱うこと。
①「鍵貸出管理簿」に鍵室名、鍵番号、貸出日、貸出時刻、使用者の所属、氏名、電話番号等の必要事項を記載させ、職員の確認を受ける。
②鍵を返却する際は「鍵貸出管理簿」に返却時刻を記載し、職員の確認を受け、返却を行けた職員は、返却確認欄に押印をする。
③管理責任者または保管責任者は、返却されたことを確認し、「鍵貸出管理簿」の責任者確認欄に押印をする。
（４）使用者が、業務上の目的で長時間鍵を持ち出す際には、管理責任者に対し、事前に鍵借用申請書（様式３）による申請を行い、管理責任者から貸出期間及び貸出条件を付した鍵借用申請承認書（様式４）の交付を受けなければならない。
　　①使用者は、貸出期間の満了日までに、使用目的完了の如何を問わず、借用した鍵を返却しなければならない。
　　②使用者は、鍵の借用にあたって、作業従事者等への周知及び遵守の徹底を含め、鍵借用申請承認書の貸出条件を遵守しなければならない。
５　マスターキーの管理
（１）グランドマスターキーを含むマスターキー（以下「マスターキー」という。）は、管理責任者または保管責任者が厳重に管理する。
（２）マスターキーは、使用目的の如何を問わず、施設外への持ち出しや貸し出し並びに複製を行ってはならない。ただし、次号に該当する場合を除く。
（３）清掃業務委託等の施設管理上の各業務に伴い、受託者が管理責任者の許可を得て行う場合に限り、前号の規定は適用しない。

６　鍵の管理記録の保存
（１）「鍵貸出管理簿」に次に掲げる必要事項の記載欄を儲け、貸し出し時と返却時には該当する項目について、鍵の使用者に記載させるとともに、職員による記載内容の確認を行わなければならない。

①　鍵の貸出し日
②　鍵の貸出し時刻
③　使用する鍵の諸室等の名称
④　鍵番号または鍵札番号
⑤　使用者所属
⑥　使用者名
⑦　鍵の返却時刻
⑧　鍵の返却確認印

⑨　責任者確認押印欄
（２）「鍵貸出管理簿」は、３年間保存とする。
７　鍵使用における禁止事項
　　管理責任者及び保管責任者は、鍵の管理取扱い上の事故の未然防止、並びに防犯対策上の措置として、次に掲げる事項を行わせてはならない。
（１）業務上の目的以外での鍵の使用
（２）施設外への持ち出し
　　　※ただし、管理責任者から鍵借用申請承認書の交付を受けたものを除く。
（３）鍵の複製
（４）第三者への転貸
８　定期点検
　　管理責任者は、鍵の所在や使用状況、損傷等の有無など、所管する鍵の管理を徹底するため、保管責任者に対し、定期的に鍵の保管管理の状況についての報告を求め、管理状況の確認を行わなければならない。

９　鍵の紛失・破損等
（１）使用者は、鍵の紛失・破損等が明らかとなった場合には、直ちに管理責任者に報
告しなければならない。
（２）管理責任者は、紛失・破損等の報告を受けたときは、速やかに区に報告するとともに、被害の拡大の防止等に必要な措置を講じなければならない。
１０　本マニュアルの採用に関しては、足立区教育委員会事務局学校教育部学務課の決定による。
付　則
　本マニュアルは、平成２８年６月１日から施行する。
　本マニュアルは、令和５年４月１日から施行する。

足立区立鋸南自然の家　鍵台帳
施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鍵管理責任者名：　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日現在
	№

	キー
ＢＯＸ
	階
	鍵名称
	鍵番号
	メーカー
	本数
	備考

	例
	№1
	１階
	玄関
	123456
	○○○○○
	２
	

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	



足立区立鋸南自然の家　鍵貸出管理簿
管理責任者名：　　　　　　　　　　　保管責任者：　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
	貸出対象の鍵情報
	貸　出
	返却
	使用者
	返却
確認印
	責任者
確認印

	貸出場所
	鍵番号
	月日
	時刻
	時刻
	所属
	氏名
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式３
申請日：　　　年　　　月　　　日
足立区立鋸南自然の家施設責任者
（鍵管理責任者）

申請者　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
鍵借用申請書
　業務実施に伴い、必要となる鍵の借用について、下記のとおり申請いたします。
記
１　業務件名　　　　　　〇〇〇〇〇〇○○業務
２　受託業務期間　　　　　　年　月　日　～　　　年　月　日
３　鍵の借用期間　　　　　　年　月　日　～　　　年　月　日
４　鍵の種類
	NO
	鍵借用対象室
	鍵番号
	本数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式４

承認日：　　年　　月　　日

申請者
足立区立鋸南自然の家施設責任者
（鍵管理責任者）
鍵借用申請承認書

　　年　　月　　日付で申請があった、　　　　　　業務実施に伴い、必要となる鍵の借用については、下記の条件を付して承認します。
記

１　業務件名
２　受託業務期間
３　鍵の貸出期間
４　鍵の貸出条件
（１）貸出期間を遵守すること
（２）貸出目的以外に使用しないこと
（３）鍵の管理責任者を定め、適切に管理し、紛失防止に努めること
（４）複製をしないこと
（５）第三者への転貸をしないこと
（６）上記（１）から（５）の条件を作業従事者に周知徹底すること
５　鍵の貸出一覧
　　別紙　鍵借用申請書に記載の「鍵の借用一覧」のとおり
資料５





【おいしい給食基本理念】


「おいしい給食」とは、味として「おいしい」と感じるだけでなく、自然の恵みや料理を作ってくれる人への感謝の気持ちや、給食時間がより楽しく、心を豊かにすることができる「給食」と考えます。また、からだにとって大切な食べ物を知り、選ぶことができる「給食」でもあります。


足立区では「生きた教材」として、自分から食べたくなり、思い出に残る「おいしい給食」を、学校、家庭、そして児童・生徒とともにめざします。








様式１





管理責任者





印


確認日　/





管理責任者


印


確認日　/





様式２
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